
 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：533万人（うち児童・生徒数：54万人） 

○市町村数：179 

○学 校 数： 幼稚園 613園 小学校 1,045校 

中学校 597校 高等学校 280校 

特別支援学校 72校 

義務教育学校  5校 

中等教育学校  2校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本道においては、近年、突発的な暴風雪、台風

による記録的な豪雨などにより、甚大な被害が発

生している。また、犯罪被害につながるおそれの

あるものとして、都市に限らず全道各地で不審者

による声掛けやつきまといなどの事案が発生し

ており、その届出件数は年間 1000件を超え、大変

憂慮すべき状況となっている。さらに、交通事故

についても、登校中に道路を横断する際に車と接

触するなどの事案が依然と発生するなど、通学路

を含めた児童生徒の安全を確保することが喫緊

の課題である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

網走市は関係機関が一体となり児童生徒の安全

確保に係る指導や見守り活動等に取り組んでいる

が、児童生徒に対する声かけ事案が減らないため、

中標津町は交通量の多い道道を児童生徒が通学路

として使用している現状があり、通学路における

安全確保及び自転車による事故等の未然防止を徹

底するため、南富良野町は記録的な大雨に伴う土

砂災害、大規模水害等により、甚大な被害を受け、

域内の児童生徒の多くの家庭が被災したほか、域

内の学校が地域の避難所として被災者を受け入れ

るなど、地域全体での学校安全推進体制を構築す

るため、モデル地域として設定した。 

 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上 

に係る取組について 

ア 北海道実践的安全教育モデル検討会 

道内の教職員を対象に、各モデル地域で開発

した教育モデルについて協議を行う検討会を実施。 

日時：平成31年１月 16日 

会場：道庁別館 地下１階大会議室 

講師：北方建築総合研究所地域研究部長 松村氏 

北海道大学名誉教授 中辻氏 

北海道教育大学釧路校教授 境氏 

旭川地方気象台水害対策気象官 梅林氏 

内容：各モデル地域で開発実した教育モデル

の発表 

   生活安全、交通安全、災害安全の部会

別協議 

イ 北海道防災教育研究フォーラム 

道内の教職員等を対象に防災教育に関するフォ 

ーラムを開催。 

日時：平成31年１月 16日 

内容：「北海道胆振東部地震の被災経験を踏

まえた地域ぐるみで推進する防災教

育について」をテーマにパネルディス

カッション 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

各モデル地域内の統一の指標により、学校安全 

の取組の進捗を評価。これにより、モデル地域内 

の複数の学校の取組の進捗度を横断的に比較する 

ことができるようになった。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・関係機関と連携するための委員会を開催したこ

とで、モデル地域で実施している取組等につい

て関係機関と共通理解を図ることができた。 

【課題】 

・各モデル地域や拠点校の取組を持続可能なもの

とするための方策を検討する必要がある。 

学校安全総合支援事業 

北海道 

 教育委員会名：北海道教育委員会 

 住  所：北海道札幌市中央区北３条西７丁目 

 電  話：011-231-4111 

別添 
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Ⅱ モデル地域の現状と取組 

【防犯を含む生活安全】 

１ モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

道内では児童等に対する不審者情報が相次い

でおり、網走市においても同様に声かけやつき

まとい等が発生している現状にある。 

モデル地域では、「潮見子ども安全ネットワー

ク会議」を中心とした防犯活動が展開されてい

るが、見守り活動の及ばない状況において、児童

生徒が自ら危険な状況を理解して安全を確保す

る行動力を身に付ける必要性があることから、

同ネットワークを活用しながら継続的に学校安

全に取り組むことができるようにする。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上 

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

９月、10月、12月に実践委員会を開催し、同

実践委員会の中で中核教員による情報交換の時

間を設け、各学校の学校安全に係る取組状況等

について情報共有を図った。 

また、拠点校からは、安全マップの活用方法

や授業の進め方等の説明も行った。 

イ 防犯講話の実施 

中核教員を含めた実践委員会を対象に、学校

安全アドバイザー及び警察職員による防犯講話

を実施した。 

日時：平成30年11月１日 

内容：学校と地域が連携した防犯活動につい 

て（学校安全アドバイザー）、「いかの 

おすし」に基づく不審者対応方法につ 

いて（警察職員） 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

モデル地域内の児童生徒、保護者等を対象に 

本事業の事前と事後にアンケートを実施した。ま 

た、各学校の取組については、統一した指標を用 

いて取組の状況を把握するとともに、学校安全ア 

ドバイザーの地方独立行政法人北海道立総合研

究機構建築研究本部北方建築総合研究所の松村地

域研究部長から次年度に向けての助言をいただい

た。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・家庭においても実践できる役割を踏まえた防

犯の取組を推進するため、本事業では保護者参

加型の防犯訓練を提案し、不審者に遭遇した児

童から保護者が聞き取りメモを活用して警察

に通報するまでの一連の流れを確認した。 

・中核教員等の人事異動によって取組の継続性

が失われないように、既存の防犯ネットワーク

を母体として実践委員会を設置した。これによ

り、本事業終了後も取組を推進する体制が維持

され、取組の効果をモデル地域全域に普及させ

ていくことが可能となった。 

【課題】 

・北海道の場合、積雪期と非積雪期では危険箇所

や危険要因が異なることから、季節の状況に応

じて児童生徒が危険回避能力を身に付けるこ

とができるよう取組を推進する必要がある。 

・防犯活動が活発ではない地域や防犯ネットワ

ークが確立されていない地域において同様の

取組を行う場合に、いかにして円滑に取組を推

進させていくか検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○モデル地域名：網走市 

○学 校 数：幼稚園 ５園 小学校 ９校 

中学校 ６校 高等学校 ２校 

学校安全アドバイザーによる防犯講話 

保護者参加型の防犯訓練状況 

- 2-



【交通安全】 

１ モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

全国で登下校中の児童生徒が死傷する事故が

相次いで発生している中、中標津町においても

交通量の多い道道を児童生徒が通学路として使

用している現状がある。また、通学路における安

全確保及び自転車による事故等の未然防止を徹

底することを通して、自他の命を守るために主

体的に行動したり、安全確保の方法を理解し行

動したりする児童生徒の育成を図る。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上 

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

８月、９月、10月、12月、１月に実践委員会

を開催。実践委員会の中で情報交換の時間を設

け、各学校の実践等について共有を図った。 

なお、学校安全アドバイザーの北海道大学中

辻名誉教授には、８月、９月、10月の実践委員

会で助言をいただいた。 

イ 合同点検の実施 

モデル地域内の学校の中核教員を対象に拠点

校の通学路の合同点検を実施。 

日時：平成30年10月 31日 

内容：学校安全アドバイザーの北海道大学中

辻名誉教授の助言による通学路の合

同点検 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

拠点校の児童、保護者を対象に本事業の事前

と事後にアンケートを実施した。また、学校安全

アドバイザーの北海道大学中辻名誉教授から次

年度に向けての助言をいただいた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・モデル地域の各学校の中核教員を本事業の実

践委員会の構成員とし、中核教員が実践委員会

での議論、拠点校の合同点検や安全教育に関す

る授業を、各学校における学校安全の課題と取

組にフィードバックさせ、各学校の安全教育を

改善させることができた。 

・モデル地域では、中核教員が中心となり、学校

安全に関する校内会議や研修等を実施し、危機

管理マニュアルの見直しや内容の周知などを

行い、日頃の安全教育・管理や危機発生時にお

ける各教職員の役割について、共通理解を図っ

ている学校が増加した。 

【課題】 

・管理職も含め、中核教員等の人事異動があるこ

とから、モデル地域全体と各学校の学校安全推

進体制を持続可能なものするための方策を検

討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○モデル地域名：中標津町 

○学 校 数：幼稚園 １園 小学校 ４校 

中学校 ２校 高等学校 ２校 

特別支援学校 １校 

義務教育学校 １校 

合同点検後の打合せの様子 

交通安全教室の様子 
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【災害安全】 

１ モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

道内では、近年、突発的な暴風雪、台風による

記録的な豪雨などにより、甚大な被害が発生し

ている現状にある。 

モデル地域では、平成28年に記録的な大雨に

伴う土砂災害、大規模水害等により甚大な被害

を受け、域内の児童生徒の多くの家庭が被災し

たほか、域内の学校が地域の避難所として被災

者を受け入れるなど、地域全体での学校安全推

進体制を構築する必要がある。 

このことから、児童生徒が自らの命を守り抜

くための「主体的に行動する態度」や、災害後の

生活や復旧等の「支援者となる意識」等を身に付

けるための防災・減災教育について地域ぐるみ

で取り組む。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上 

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

７月、11月、12月に実践委員会を開催し、同

実践委員会の中で中核教員による情報交換の時

間を設け、各学校の学校安全に係る取組状況等

について情報共有を図った。 

また、２年前の災害時の対応に携わった関係

機関から過去の災害の教訓について情報を提供

し、地域ぐるみの取組について意見交換した。 

さらに、アドバイザーの北海道教育大学釧路

校境教授からカリキュラム・マネジメントに位

置付けた防災学習について説明を行った。 

イ 拠点校における授業公開の実施 

中核教員を含めた実践委員会を対象に、拠点

校における授業公開を実施し、学んだ内容等を

自身の学校に周知伝達して取組を推進した。 

日時：平成30年11月５日 

内容：１・２年生「防災カードーゲームを活 

用した命を守るための防災学習」 

３・４年生「マイタイムラインづくり 

を通した災害時を想定した防災学習」 

 

５・６年生「マイタイムラインづく 

りとハザードマップを活用した防災 

学習」 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

児童生徒、保護者、教職員を対象に事前と事後 

のアンケートを実施し、その結果から児童生徒の

防災意識の変化、家庭の防災意識やニーズを把握

するとともに、児童生徒の「主体的に行動する態

度」を育成するための防災学習及び防災訓練の在

り方について成果を検証した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・２年前の災害時の対応に携わった関係機関で

構成する実践委員会を設置し、本実践の内容に

過去の災害の教訓を生かすことができた。 

・拠点校のみならず、町内全ての学校が防災教育

に取り組み、児童生徒の発達の段階に合わせた

防災学習を確立することができた。 

・アンケート調査の結果から、児童生徒及び教職

員の防災への意識が向上するという結果が得

られ、実施したプログラムの教育的意義と効果

を確認することができた。 

【課題】 

・事後アンケートの結果から、家庭での防災学習

に関する話題が少ないことが明らかになった

ため、学校を核として家庭及び地域住民の防災

意識の向上を図る必要がある。 

 

○モデル地域名：南富良野町 

○学 校 数：小学校 ２校  中学校 １校 

高等学校 １校 

マイタイムづくりを通した防災学習 

防災カードゲームを活用した授業 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：124万人 

○市町村数：33 

○学校数：幼稚園 46園 小学校 314校 

     中学校 160校  義務教育学校１校 

高等学校 67校 特別支援学校 14校 

○主な災害 

(1) 明治29年 明治三陸大津波 

(2) 昭和３年 昭和三陸大津波 

(3) 平成20年 岩手・宮城県内陸地震 

(4) 平成23年 東日本大震災津波 

(5) 平成28年 台風第10号豪雨災害 等 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では、平成23年の東日本大震災の教訓を踏

まえ、文部科学省の委託事業を受けながら、児童

生徒が自然災害等の危険に際して、的確に判断し

自らの命を守り抜くとともに、支援者としての視

点から、安全で安心な社会づくりに貢献する態度

を育成するため、学校安全の指導方法等の開発・

普及に努めてきた。 

本州一の広大な面積を有する本県は、今後、東

日本大震災の余震によるアウターライズ地震や

内陸での直下型地震をはじめ、台風第10号豪雨に

見られたように山間地域・河川流域における大

雨・土砂災害、また、岩手山や栗駒山による火山

災害など様々な自然災害の発生が懸念されてお

り、地域の実情に応じた安全教育・安全管理の充

実が求められる。 

さらに、震災から８年が経過し防災意識の低

下、ＰＤＣＡサイクルによる取組の見直し・改善、

持続可能な学校安全を推進するためのカリキュ

ラム作成など検討すべき課題が多くあり、学校教

育における集大成である高等学校段階において、

生徒が防災・減災に関する知識・技能を身に付け

るとともに、地域防災を支える態度や能力を育成

することが急務である。 

３ モデル地域選定の理由 

(1)実践校（モデル校）の指定 

   県内４教育事務所６市町村、県立学校区８

校を指定する。 

(2)選定理由 

   県土の面積が広いことから、昨年度までの

指定市町村や地域を踏まえ、実践校となる中

学校区での取組を近隣学区へ広げ、各市町村

での普及や持続的な組織づくりを推進するた

め、主に市町村内の１つの中学校区を選定し

た。また、県立学校については、昨年度まで

の取組を近隣の学校との連携につなげ、異校

種間連携を促進するために選定した。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 地区研修会 (参加者：252名) 

モデル地域の教職員を対象に防災教育に関す

る研修会を実施。 

日時：平成30年８月 1日～2日 

平成30年８月 29日 

平成30年 12月４日 

会場：都南文化会館  他 

内容：防災教育の実践事例発表 

   各学校での取組についてのワークショ

ップ 他 

イ 成果発表会 

モデル地域の学校、希望する学校担当教職員

を対象に成果発表会を実施。 

日時：平成31年２月８日 

会場：岩手県総合教育センター 

内容：モデル地域の実践紹介 

    講演会の実施  

講師：学習院女子大学教授 大桃 敏行氏    

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

県内の学校統一の指標により、学校安全の取

組の進捗を評価することができるようになった。

学校安全総合支援事業 

岩手県 

 教育委員会名：岩手県教育委員会 

 住  所：岩手県盛岡市内丸10-1 

 電  話：019-629-6206 

別添 
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これにより、県内の複数の学校の取組の進捗度

を横断的に比較することができるようになった。 

(3) その他の取組について 

学校防災アドバイザー派遣事業 

    ア 目的 

     防災の専門家を「学校防災アドバイザー」

として委嘱し、学校のニーズに応じて派遣す

ることで、教職員の防災教育、防災管理に係

る資質・能力の向上を図るとともに、関係機

関とした連携した防災体制の確立を図る。 

   イ 具体的な取組 

      学校防災アドバイザーとして、岩手大学地

域防災研究センター、岩手県立大学、盛岡地

方気象台、岩手河川国道事務所等に委嘱した。 

５ 成果と課題 

【成果】 

(1) 本事業を継続して実施し、これまでもモデル

校の取組の成果を広く普及・啓発してきているこ

とから、各学校において、防災教育が特別なもの

ではなくなってきていることが本県全体として

の大きな成果である。このことは、成果発表会の

講師から「震災から年数が経ち、『いわての復興

教育』の失速が懸念されたが、むしろ定着してき

ており、教育活動全般に根を広げてきている。」

という助言にも通じるものであり、今後も着実な

実践を推進したい。 

 (2) 実地踏査や学区調査、避難所運営演習など体験

を伴う活動を通して、知識と体験を融合させる学

習計画が立案され、より確かな力の定着に結びつ

いている。 

(3) 震災から８年が経過したが、内陸部の学校が

沿岸被災地を訪問し、「自分たちにできること」

を考えて実践していることは、本県の児童生徒の

「共助」の精神が育まれていることの証である。

これらの活動を通して、地域防災のあり方につい

て考える機会となった。 

(4) 地域の人的資源等を効果的に活用し、異校種

との連携を図った実践がなされるなど、「防災教

育」を柱に地域や関係機関等との連携を図った防

災体制が構築されつつある。 

【課題】 

(1) 県推進委員から御指摘いただいた「教職員の

防災に関する資質・能力」のさらなる向上を図る

必要がある。 

(2) 単年度の取組で終わることなく、ＰＤＣＡサ

イクルを回しながら、常に評価・改善を加えた取

組を継続的に実施していくための体制づくりが

必要である。 

 (3) 震災後に生まれた子供たちが小学校に入学す 

るなど東日本大震災の記憶や経験がない児童生

徒が増えていくことに伴い、復興教育・防災教育

のあり方について指導方法の開発が必要である。 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 地区推進委員会における情報共有 

７月、12月に地区推進委員会を開催。地区推

進委員会は、県教委、町教委、学校、警察、消

防、町の防災部局が出席した。各学校の実践等

について共有を図り、今年度の取組、反省を行

い課題解決に向けた取組を確認した。 

イ 授業研修会の開催 

モデル地域内の学校の教職員、地区の教職員

を対象に拠点校の学校安全（災害安全）に関す

る研修会を実施。 

日時：平成30年８月29日 

場所：西和賀町立湯田小学校 

内容：アーカイブを活用した防災の提案授業 

   参加した中核教員が、自校の取組をワ

ークショップ 

   岩手大学准教授 森本晋也氏の講義 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

○モデル地域名：西和賀町 

○学 校：西和賀町立湯田小学校・湯田中学校 

岩手県立西和賀高等学校 

連携した三校がある地区は、和賀川と数本の支

流沿いに40余りの集落がほぼ放射線状に点在し

ている。その多くの集落は土砂災害の危険区域又

はそび周辺に位置する。 

児童生徒の発達段階に応じて、地域で予想され

る様々な自然災害について、基礎的・基本的事項

を理解させ、地域の自然環境や安全についての意

識の向上を図る必要がある。 

また、災害時における危険を認識し、日常的な

備えを行うとともに、状況に応じて的確な判断の

下に、自らの安全を確保できる児童生徒を育成す

る必要がある。 
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について 

  モデル地域内の全ての学校の児童生徒を対象

に意識調査とテストを実施した。また、各学校

の取組については、統一した指標を用いて取組

の実施状況を把握した。児童生徒のハザードマ

ップの活用、避難所運営への協力への意識の向

上が見られた。 

(3) その他の取組について 

ア 防災マップの作成 

夏休みに、湯田小学校の地区子供会を単位に、

小学生、中学生、保護者、地域の方々が参加し、

危険区域に指定されている箇所を現地で確認し

ながら、過去の災害時の様子を聞いた。その後、

デジタルマップに自宅や避難所、過去の災害箇

所、感想等を記入した。また、親子で避難経路

の確認をし、避難カードも作成した。 

  イ なかよし登校 

登下校における災害時に、安全に行動できる

よう、湯本地区の児童が高校生と一緒に、学校

まで登校した。安全を考慮し、高校生が先頭と   

最後尾につき、一列で登校した。 

   ４ 取組の成果と課題 

【成果】 

防災マップの作成を行ったことによって、 

直接危険区域を知るだけでなく、マップを作成

する際に自宅から危険区域を通らず避難所への

経路を確認することができた。 

発表会や公民館で展示したことにより地域

の方々にも防災に関する意識を高めることにつ

ながった。 

町内在住の子どもたちは、町内の自然災害危

険区域、避難場所、避難経路等を確認するなど、

十分に防災意識を高めることができた。 

中核教員の研修会でのワークショップによ

り、地域の実情にあった取組の必要性と理解が

深まった。 

【課題】 

 保護者や地域の方々には、防災に関する意識

が低い方がいるため、地域と連携し地域全体の

取組として充実させたい。 

行政機関と連携を図り、地域の防災活動に 

子どもたちが積極的に参加できるようにしたい。 

 将来、子どもたちがどこの地域で生活するこ

とになろうとも、防災意識をしっかりともって

自分の命を守り、地域の防災の担い手となるよ

う継続した取組を行う。 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

（防災に関すること）参照 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ モデル地域選定の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

本県は、山間部と平野部、都市部と地方等、通学路

に関して多様な危険状況を有することが特徴である。 

 都市部においては、通学路が狭隘なことや、歩道の

整備が進んでいない状況にある。また、山間部等では

学校の統廃合が進んだことでスクールバスの活用が増

えている。そして、東日本大震災で被災した沿岸部で

は、津波により道路が被害を受けている中で、復興工

事に伴う工事車両の増加によって、通学路が危険な状

況になっている箇所も多い。さらに、内陸部の豪雪地

帯では、歩道は整備されているものの冬季の降雪や路

面凍結によって通学路が危険な状況になっている箇所

もある。 

通学路の安全点検は、迅速かつ効果的な対策が求め

られるだけでなく、過去の対策済箇所についても検証

が必要である。 

 平成27年以降発生していなかった児童生徒の交通死

亡事故が、平成 30年度において２件発生した。 

 平成30年の事故件数は、幼児及び小中学生が 108件

（前年比－22件）で減少、高校生 82件（前年比＋３件）

で増加した。 

 

 奥州市は南北に約 37㎞、東西に約 57㎞の広い面積

を有しており、山間部においてはスクールバスを活用

しているところもあるが、徒歩通学の児童生徒も多く

いる。また、国道４号等片側複数車線で交通量の多い

道路も通っており、通学路の安全には十分注意する必

要がある。 

平成 29 年度より学校と関係機関等が同じ地図デー

タを活用することで、情報共有の迅速化、優先順位を

着けた危険箇所への対応につながっている。さらに、

市のホームページに対応状況を掲載するなどの情報

発信も進んでおり、モデル地域全体で安全対策に取り

組んでいる。これまでの交通安全に関する取組につい

て評価･検証するとともに、地域と協働した交通安全

の先進的な取組をしていただけることからモデル地

域とした。 
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ア 交通安全指導者講習会 

学校安全担当者を対象に交通安全に関する研

修会を実施。 

日時：平成30年７月６日（金） 

会場：サンセール盛岡 

講師：東北工業大学 教授 小川 和久氏 

内容：学校安全指導者養成研修受講者による

伝達講習 等 

イ 防犯教室指導者講習会 

学校安全担当者を対象に交通安全に関する研

修会を実施。 

日時：平成30年６月 20日（水） 

会場：サンセール盛岡 

講師：うさぎママのパトロール教室 

安全インストラクター 武田信彦氏 

内容：岩手県警察本部生活安全課署員による

県内の声かけ事案の現状 等 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内の学校統一の指標により、学校安全の取組

の進捗を評価。これにより、県内各市町村教委の

取組の進捗度を横断的に比較することができる

ようになった。 

(3) その他特の取組について 

ア 学校安全に関する会議の開催 

県教育委員会、学校安全に関する担当部局、

有識者等が参加し、県や関係機関の取組等につ

いて共有した。また、県内の教育事務所単位で

も同様に教育委員会、警察、消防等の関係機関

が参加しての会議を開催した。 

イ 通学路安全対策アドバイザーの派遣 

委託自治体の推進会議、合同点検に派遣。 

５ 成果と課題 

【成果】 

(1)  委託自治体の推進会議や通学路合同点検に県

教委担当者が参加することにより、委託自治体に

おける安全体制整備や交通安全教育の現状と課

題等を把握することができた。 

(2)  全ての学校で、学校安全を推進するための中核

となる教員が位置付けられた。 

(3)  県主催の講習会で、先進的な取組等について実

践発表を下に共通理解を図り、各校での交通安全

教育を充実させることができた。 

【課題】 

(1)  委託自治体の成果をホームページに掲載するな 

ど、周知方法の検討が必要。 

(2)  学校安全計画や危機管理マニュアルの見直し

や優れた取組などの情報共有を行っている市町

村教育委員会の割合が低い。 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 

 

 

 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア スクールガード・リーダー学校担当者情報交

換会における情報共有（平成 30年５月30日） 

情報交換会で取組の方向性や中核となる教

員の役割を確認した。 

イ 岩手県教育研究発表会への参加 

先進校の取組成果等について情報共有した。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 アドバイザーの岩手県立大学宇佐美誠史准教授

より次年度に向けての助言をいただいた。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

(1) 奥州警察署生活安全課の協力を得て、防犯の観

点による調査も併せて行った。通学路安全につ

いて、複合的な視点で点検や協議を行うことが

できた。 

(2)  会議において対策箇所の写真を拡大提示す

ることで、点検当時の現場の様子を想起しやす

くなり、より具体的な話し合いを展開すること

ができた。 

(3)  学校からの危険箇所に関する情報（利用者数、

学校の安全対策、写真等）を増やすことにより、

危険箇所の対応、対応の優先順位等に活用する

ことができた。 

【課題】 

共通の地図データは、交通安全だけでなく、防

犯、自然災害等の危険箇所づくりに活用し、地域

安全への意識を高めていく必要がある。 

 拠点校を中心としたモデル地域内全ての小･中学

校による通学路の合同点検・危険箇所の把握及び対

策必要箇所への対応を位置づけるとともに、通学路

安全対策アドバイザー等の指導助言を受け、危険箇

所の減少に向けた取組ができるようにする。 

○モデル地域名：奥州市 

○学 校 数：小学校27校、中学校10校 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約 232万人 

（うち園児・児童・生徒数：290,523人） 

○市町村数：３５    

○学校数：幼稚園242園  小学校385校 

     中学校209校  高等学校96校 

     特別支援学校 27校 

○主な災害 

● 平成15年7月26日 宮城県北部地震 

● 平成20年6月14日 岩手・宮城内陸地震 

● 平成23年 3月11日 東日本大震災 

● 平成27年 9月11日 関東・東北豪雨 等 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では，およそ３０年周期で大きな地震が発

生しており，東日本大震災において沿岸部は壊滅

的な被害を受けた。 

震災から８年が経過し，復興に向けて産官学民

が一丸となり取り組んできているところである。 

一方，震災の記憶の風化が懸念されており，各

地での災害を我が事として捉え，自らの命を守る

ため主体的に判断し，行動する防災対応力の育成

が必要である。 

また，交通事情の変化による交通事故の防止に

ついても引き続き学校・家庭・地域が連携して取

り組むことができるようにする。 

 

３ モデル地域選定の理由 

1 市６町が合併した，石巻市は広域であり，東

日本大震災の津波の被災地である沿岸部等，地域

の実情に沿った学校安全の研究モデル校の選定を

するとともに，先進的な異校種間の連携体制の構

築等に取り組む。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災主任・安全担当主幹教諭研修会 

県内の防災主任・安全担当主幹教諭を対象に

した，学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成30年５月～11月 

会場：宮城県総合教育センター 

   各教育事務所 

講師：大学教授，教育庁指導主事等 

内容：防災教育に関する講義 

心のケア・副読本の活用 

防災教育の実践事例発表 等 

    ※本県では，東日本大震災の経験を踏まえ，

各学校の特性に応じた防災マニュアルの作

成や地域との連携による防災体制の強化等，

を目的に全ての公立学校に防災主任を校務

分掌として位置付けている。また，地域の

拠点校に安全担当主幹教諭を配置し，地域

毎の課題や先進的な取組の共有等の研修会

を実施している。 

 

イ 未来へつなぐ学校と地域の学校安全フォーラ  

 ム 

県内全ての学校の学校安全担当教職員を対象

に学校安全に関するフォーラムを実施。 

日時：平成30年11月 22日 

内容：防災教育に関する講演 

   生活安全，交通安全に関する先進事例

発表 

   学校安全総合支援事業モデル校の実

践発表 

    

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内の全公立学校(仙台市を除く)を対象に，学

校安全の３領域に係る調査を実施し，校種毎や地

域毎の取組状況を把握するとともに，圏域毎の会

議において，調査結果を基にした今後の学校安全

の推進方策について検討することができる。 

学校安全総合支援事業 

宮城県 

 教育委員会名：宮城県教育委員会 

 住  所：仙台市青葉区本町三丁目８番１号 

 電  話：０２２－２１１－３６６７ 

別添 
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(3) その他の取組について 

ア 関係機関等による学校安全に関する会議の開

催 

・学校安全に関する有識者(大学関係)，警察，気

象台，ＰＴＡ連合会，県庁学校安全関係各課等

が参加した学校安全総合推進ネットワーク会議

を開催し，学校安全における重点取組事項等に

ついて協議を行った。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・本事業での取組を広げるために，県事業も活用

してきた。特に，学校安全フォーラムにおける

異校種間連携についてのモデル校の発表は，参

加した５９０名の教員等にとって有益なもので

あった。 

【課題】 

・避難訓練を実施した際，計画どおりに進めよう

とし，形式的なものになる傾向が見られた。実

効的なものにするために，“臨機応変に対応でき

る訓練”の実施について推進委員会で意見が出

された。今後の研修等で周知を図っていく。 

・マニュアルの見直しに係る対応について，自治

体によりばらつきがある。見直しのための指導

改善が困難な自治体に対して，チェックリスト

を提示すると共に，必要に応じて支援を行う必

要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

石巻市は平成２３年３月１１日に発生した東日

本大震災により，甚大な被害を受け，多くの尊い命

が失われた。沿岸部の地域によっては未だに復旧・

復興は半ばである。 
また，沿岸部と内陸部に分かれており，津波や洪

水，土砂崩れ等の災害が想定される。 

「生活安全」に関しては，学校周辺に住宅地や商店

街が多く，路地裏など人気がない場所も多く，不審

者への対応が必要である。 

「交通安全」については，沿岸部のトラック等の交

通量が多く，安全対策が必要である。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における実践発表・情報共有 

６月，８月，１２月，１月に学校安全３領域

の実践委員会を開催。 

モデル校の取組等の実践発表・各校の情報共

有を行い，各校の実践に生かした。 

 

イ 石巻市学校防災フォーラムの開催 

安全担当主幹教諭，防災主任等を対象に学

校・地域・行政が連携した学校防災体制の強化

を図るフォーラムを開催。 

日時：平成３０年８月１０日 

内容：復興・防災マップの実践発表 

   パネルディスカッション 等 

 

  ウ 防災主任研修会兼学校安全対策研修会の開催 

    本研修会において学校安全総合支援事業にお

ける取組の成果について共有。 

日時：平成３１年１月２５日 

内容：学校安全３領域の実践発表 

   指導講評 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 子供の体験活動の様子，安全マップを作成する

上での事前・事中・事後の動き等の観察やワーク

シートに記入させるなどの評価を行った。 

 モデル校での実践については，学校安全アドバ

イザーの東北工業大学小川教授，東洋英和女学院

大学桜井准教授から助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校間の系統性を踏まえた学校安全計画・年 

間指導計画の作成 

モデル地域(河北中学校区)中核教員を対象

にカリキュラムマネジ

メントに関して北海道

教育大学佐々木貴子教

授から講義をいただき，

小・中連携した防災教

育カリキュラムの検討

○モデル地域名：石巻市 

○人口 １４４，５２９人 

（うち児童・生徒数１０，０３８人） 

○学校数：幼稚園・こども園５園 小学校３３校 

     中学校１９校 高等学校１校 
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を行った。 

 

イ セーフティプロモーションスクール認証に向 

けた取組 

 大阪教育大学学校危機メンタルサポートセン

ター長 藤田大輔教授から指導助言を受けなが

ら学校・家庭・地域が連携した学校安全の取組

を推進した。 

 取組については，

防災主任の研修会

において発表・成

果の共有を行った。 

【ＳＰＳ認証校】 

   ・石巻市立万石浦小学校  

・石巻市立青葉中学校  

(平成３１年２月１５日認証) 

 

  ウ 復興・防災マップ作りを通した地域学習 

    総合的な学習の時間等に，復興・防災マップ

作りに取り組み，地域の自然や歴史，復興や防

災に関する情報収集を行い，地域の良さや魅力

を再発見し，地域の未来のために貢献していこ

うとする態度の育成を図った。 

    作成の過程では，大学教授による指導を受け

地域住民と協力し作成することができた。 

   【実践校】 

   ・石巻市立前谷地小学校 

   ・石巻市立北村小学校 

   ・石巻市立河南西中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 交通安全を確保するための体制の構築 

   地域の交通事情に関心を持ち，進んで地域の危

険箇所を見つけ，登下校時や日常の中に潜む様々

な危険を予測し，正しい判断をしながら安全に行

動する能力を養う。 

 

  【実践校】 

  ・石巻市立飯野川小学校区 

通学路安全対策アドバイザーを東北工業大学小

川教授に委嘱。交通量調査等を基に，児童自らが

交通安全に資する活動を考え，地域へも発信した。 

 

 

 

 

 

 

  ※交通安全への願いを込めた短冊を作り，折り鶴

と一緒に地域の方々へ手渡しを行う。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・安全カリキュラムについて，各校の安全教育の

中核を担う教員で検討する機会がもて，各校で

の安全教育の実践に反映することができた。 

・様々な災害に備えた避難訓練が実施され，児童

生徒や教職員の災害対応力が向上している。 

・各校の防災マニュアルは，チェックリストによ

り点検・改善が行われ，学校の立地する実情に

合わせた防災マニュアルが整備された。 

 

【課題】 

・震災後，他の地区から移住した方もいることか

ら，地域連携について温度差があり，子供の見

守りがなかなかできない地域もある。 

今後は，更に保護者や地域の方，関係機関と連

携して子どもの安全・安心を図っていく必要が

ある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：992万人（平成31年１月１日現在） 

（うち児童・生徒数：102千人） 

○市町村数：25市町村 

○学校数：幼稚園 40園  小学校 199校 

義務教育学校  １校 

中学校 114校  高等学校 61校 

特別支援学校 15校 

 

＜災害安全に関すること＞ 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

昭和58年に発生した日本海中部地震から35年

が経過し、児童生徒の保護者や、学校で指導にあ

たる教員の多くが震災を経験していない世代に

なってきている。また、幸い命を落とす人はいな

かったが、平成 29 年７月には、大雨により雄物

川が氾濫し、多くの被害がでていることから、地

域と連携した防災教育の充実が課題となってい

る。 

 

３ モデル地域選定の理由 

由利本荘市は人口減少で学校の統廃合が進む

中、地域と学校の結び付きを強めて双方の活性化

を図ろうと、平成 27年度から「コミュニティ・ス

クール」に全ての市立学校を指定している。 

由利本荘市岩城地区は海と山に囲まれた地域で

あり、地震だけでなく津波に対しての対策が必要

であることから、「コミュニティ・スクール」の機

能に災害安全に関わる活動を取り込むことで、地

域と連携した防災意識の高揚を図ることができる

と考えモデル地域とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校安全指導者養成研修への中核教員の派遣 

  モデル地域に指定した学校の中核教員２名を

派遣し、学校安全に関する資質向上を図った。 

  日にち：平成30年７月９日～13日 

  会 場：独立行政法人教職員支援機構 

つくば中央研修センター 

イ 災害安全指導者研修会 

学校安全の中核となる教職員に対して災害安

全の研修を行い、指導者の資質向上を図るとと

もに、学校における災害安全教育の充実を図っ

た。 

日時：平成30年９月６日10:00～ 

会場：秋田県生涯学習センター 

講師：岩手大学大学院 

准教授 森本 晋也 氏 

     内容：災害を生き抜いた子どもたちに学ぶこ

れからの防災教育について 

講師：宮城県川崎町立前川小学校 

   教頭 赤坂 活志 氏 

内容：震災復興の歩みと学校安全の整備に向

けた取組と課題について 

協議・演習：危機管理マニュアルの見直し 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

ア 県内の学校への統一した調査で、学校安全の

取組の進捗を評価している。これにより、県内

の複数の学校の取組の進捗度を横断的に比較す

ることができる。 

  イ 学校安全学校訪問 

    県内の各学校・園を年間 48校訪問し、学校安

全計画や危機管理マニュアルの内容、学校安全

に係る教育内容等について、直接、指導助言を

行っている。 

ウ 学校安全計画と防災教育年間指導計画・実績

報告書の確認 

  安全管理指導者研修会で学校安全計画と防災

教育年間指導計画・実績報告書の提出を求め、

内容を確認している。 

 

(3) その他の取組について 

学校安全総合支援事業 

秋 田 県 

 教育委員会名：秋田県教育委員会 

 住  所：秋田市山王三丁目１－１ 

 電  話：０１８－８６０－５２０４ 

別添 
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ア 地域連携安全・安心推進委員会の開催 

  有識者、関係各課、市町村教育委員会担当者

が参加し、事業の取組内容について検討すると

ともに、情報共有を図っている。 

イ 災害安全専門部会の開催 

  学校安全推進委員会を踏まえた各事業の実務

担当者で、各地区での防災教育の成果と課題に

ついて検討している。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・関係機関と連携するための会議を開催したこと

で、学校で実施している取組等について関係機

関と共通理解を図ることができた。 

・学校安全の中核となる教職員に対して災害安全

の研修を実施したことで、指導者の資質向上を

図るとともに、学校における災害安全教育の充

実を図ることができた。 

【課題】 

・資質向上を図った中核教員の学校外での有効活

用について、教職員の多忙化防止に配慮した上

で検討していく必要がある。 

・学校の立地条件等の関係もあり、学校間で学校

安全の取組に差がある。モデル地域での取組を

県内の各学校が有効活用できる情報発信の方法

について検討していく必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

○モデル地域名：由利本荘市岩城地区 

○学 校 数：小学校 １校  中学校 １校 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

岩城地区は地震だけでなく津波に対しての対

策も必要な地区であることから、児童生徒への防

災教育や学校の防災体制の強化・充実を推進して

いく必要がある。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校安全指導者養成研修への中核教員の派遣 

  つくば中央研修センターで開催された学校安

全指導者養成研修に中核教員が参加し、学校安

全に係る資質向上を図った。 

  その後、各校における職員研修等で研修内容

の伝達を行った。 

イ 実践委員会及び岩城地域運営協議会における

情報共有 

実践委員会を２回、岩城地域運営協議会を５

回開催して、各校における学校安全に係る取組

について検討及び情報共有を図った。 

  ウ 由利本荘市冬季教職員研修会での伝達 

    中核教員２名が、由利本荘市冬季教職員研修

会を活用して、学校安全指導者養成研修での研

修内容と、各校での実践内容を発表し、由利本

荘市の教職員全体で情報共有を図った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

ア 学校安全に関する取組状況を、市内の学校に

対し統一の指標で調査することにより、学校安

全の取組の進捗を評価した。 

イ 実践委員会の他に、「コミュニティ・スクール」

の機能を活用して、岩城地域運営協議会委員か

らも助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画の見直し 

中核教員が中心となり、各校の学校安全計画

の見直しを図った。今後、その学校安全計画を

由利本荘市全体のモデルとして活用していく。 

イ 自主防災アドバイザーの活用 

  地域防災の専門家である自主防災アドバイザ

ーを、総合的な学習の時間で活用し、地域の実

情に応じた災害安全について学習した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・由利本荘市の関係部署区や消防署、警察署等と

連携し、児童生徒の発達段階に応じた体験型の

学校安全教育を実施することができたことで、

児童生徒の安全意識を高めることができた。ま

た、「分かる」「知っている」から「できる」

へ児童生徒の学びを深化させることができた。 

【課題】 

・今年度の取組を今後も継続・充実させていくた

めには、これまで以上に地域と連携し地域の理

解を得ることが必要である。地域への広報活動

や地域人材を活用するための体制作りが、教職

員の多忙化につながらないよう配慮しながら進

める必要がある。 
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＜交通安全に関すること＞ 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、いわゆる車社会で、通勤時の車の交通

量が多い時間帯と通学時間帯が重なっている。旧

来からの道が通学路となっている箇所では、狭隘

で、歩車分離がされていない場合が多く、特に、

降雪期は道幅が狭く、横断前の滞留場所がない、

堆積した雪で見通しが悪いなどの課題がある。 

なお、地域によっては学校の統合が進められ、

通学距離が長い実態があり、スクールバス利用者

の自宅付近の危険箇所対応、自転車通学者の安全

対策等が課題となっている。また、安全教育にお

いては，子どもが危険を予測し、回避する力を育

成することが必要である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

仙北市と美郷町は、県南部の仙北平野に位置し、

両自治体とも旧来から栄えた地域では、狭い道路

が多い一方、その周辺の田園地域では、高速走行

の車が多い。さらには、雪の多い地域で、降雪期

に特に道幅が狭くなるなど、交通事情が似ている。 

両自治体は、同一地域で交通に関する課題が似

ている上、交通安全の取組に熱心であり、ハード

面の通学路の改善と、ソフト面の交通安全意識の

高揚について、広く一体的に推進できることから、

モデル地域とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上に

係る取組について 

ア 交通安全指導者研修会 

県内の教職員を対象とした交通安全教育に関 

する研修会を実施。 

日時：平成30年7月 13日10:00～ 

会場：秋田県総合教育センター 

講師：前東京女子体育大学教授 

戸田芳雄 氏 

内容：学校の危機管理と検証による事故防止

への教訓について 

講師：横手精工株式会社 鈴木由香里 氏 

内容：歩行環境シミュレータ体験 

講師：秋田県警察本部交通部交通企画課 

廣嶋 寿 氏 

    内容：中学生・高校生の交通事故防止につい 

て 

 

    協議：各校の交通安全教育の実践について 

通学路安全マップの活用等について 

イ 事業事前説明会の開催 

    各校中核教員等を対象として、事業の目的、

実施内容、資質向上のための留意点等の事前説

明会を開催した。 

   〈仙北市〉 

    日時：平成30年７月 30日10:00～ 

    会場：角館交流センター 

   〈美郷町〉 

    日時：平成30年７月 30日14:00～ 

    会場：美郷町役場 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

ア 県内の学校への統一した調査で、学校安全の

取組の進捗を評価している。これにより、県内

の複数の学校の取組の進捗度を横断的に比較す

ることができる。 

イ 学校安全計画の確認 

  県内の全県立学校及び安全管理指導者研修会

出席学校の学校安全計画の提出を求め、内容を

確認している。 

ウ 学校安全学校訪問 

  県内の各学校・園を年間 48校訪問し、学校安

全の取組状況を確認している。 

 

(3) その他の取組について 

ア 通学路安全推進委員会の開催 

   有識者、各道路管理者、県警本部、関係教育

委員会等が参加し、事業の取組等について認識

を共有するとともに、事業についての指導・助

言をいただいた。 

イ 交通安全専門部会の開催 

  通学路安全対策アドバイザー、県教育委員会、

各教育事務所、県警本部が参加し、交通安全に

関する情報共有、各取組や対応について協議し、

今後の取組について方向性を確認した。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・合同点検等に通学路安全対策アドバイザーを派

遣したことで、対応点が明確になり、対策が早

期に進展している。 
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 ・事業による充実した合同点検や多くの危険箇所 

対策の実施等を経て、関係機関の連携体制がよ

り強化された。 

・歩行環境シミュレータを活用した体験的交通安 

全教育により、児童の交通安全への興味と知識

が深まり、意識の高揚が図られた。 

【課題】 

・合同点検や危険箇所対策の質の向上、学校の統

合で広がる通学範囲の確認等、中核教員の負担

が大きくなる傾向の中で、安全対策を確実に行

っていかなければならない。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

これまで各校で実施してきた合同点検を踏ま

えた危険箇所について、対策が進まないなどの

課題があった。 

そのため専門的知見を有する通学路安全対策

アドバイザーを派遣し、関係機関とともに、よ

り具体的対策を展開することで、連携を強化し、

事業後においても、円滑に情報共有・対策がで

きるようにする。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

７月に関係機関等が出席した実践委員会を

開催し、関係機関・各校における実践等につい

て共有を図った。 

イ 担当者として責任ある対応 

合同点検、危険箇所対策、交通安全教育、情

報発信等において、関係者との連携や他校と情

報共有を図りながら、自校の担当者として取組

を実効あるものとする役割を担った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

ア 各学校の取組については、統一した調査で取

組の実施状況を把握した。 

イ 県内の各学校・園を年間 48校訪問し、具体的

取組内容を確認した。  

(3) その他の取組について 

ア 子どもが考える通学路安全マップの作成 

  子どもが危険を予測し、回避する力を育成す 

る対応の一環として、通学路安全対策アドバイ 

ザーの指導により、子どもが危険箇所の理由を 

記載したり、発表したりするなどして、子ども

が考え作成する通学路安全マップについて重点

的に取り組んだ。 

イ  成果発表会 

  両自治体とも、事業関係者や地域住民等が出

席した成果発表会を開催し、実施結果を確認す

るとともに、次年度以降の対応点を確認した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・通学路の合同点検等において、道路管理者、警

察等の関係機関と良好な関係が構築され、情報

共有の促進・充実、対応が円滑に行われている。 

・通学路安全対策アドバイザーの指導・助言で、

子どもが考える「通学路安全マップ」作成の促

進が図られ、児童が危険を予測・回避する能力

の向上とともに対応した中核教員の資質向上が

図られた。 

【課題】 

・通学路の合同点検では、治安情勢から交通安全

だけでなく生活安全、災害安全の視点からの安

全確保も含め、総合的に、効率的に充実・強化

をしていく必要がある。 

 

○モデル地域名：仙北市 

学 校 数：小学校 ７校 

○モデル地域名：美郷町 

学 校 数：小学校 ３校 

※ 通学路安全対策アドバイザーの派遣結果 

・ 派遣校数 計１０校 

・ 派遣回数 計２８回 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：109万人 

（うち児童・生徒数：115千人） 

○市町村数：35   

○学 校 数：幼稚園 74 園 小学校 252 校 

中学校 101校 高等学校 62校 

特別支援学校 19校 

義務教育学校  1校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県において、交通事故防止や不審者対策など

子どもの安全確保は喫緊の課題であり、児童生徒

等に自らの命を守る行動を主体的に実践する力

や危険を予測し、回避する力を育成することを目

指した安全教育と安全確保に向けた環境整備に

ついて、学校のみならず、道路管理者、警察、地

域、保護者等と連携しながら、進めていく必要が

ある。また、限られた時間の中で、より効果的な

安全教育を実施する必要があることから、安全教

育に関するカリキュラムを検討・作成し，系統

的・継続的に取り組むことができるようにする。 

さらに、歩行者、ドライバー両方の視点に立ち、

交通社会の一員としての安全認識の育成に力を

入れ、将来的に人に優しい道路環境の創造に貢献

する児童生徒等を育てていくことが望まれてい

る。 

 

３ モデル地域選定の理由 

山形市は昨年度まで継続して文部科学省委託事

業「防災教育を中心とした実践的安全教育総合支

援事業」のモデル地域として、交通安全を確保す

るための体制の構築と合同点検の実施による安全

管理の面からアプローチしてきた。今年度は、こ

れまでの実践に加え、拠点校を増やすとともに、

安全管理、安全教育、両面の充実のため、学校安

全の取組の中核となる教員を中心に学校安全体制

の推進を図るべくモデル地区とした。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 県高等学校交通安全教育指導者研修会 

県内の高等学校の教職員を対象に交通安全教

育に関する研修会を実施。 

日時：平成30年６月 13日 

会場：山形県職員育成センター 

講師：日本交通安全教育普及協会教育推進室  

主幹 石井 征之 氏 

内容：高等学校における交通安全教育 

   学校安全の推進について 

   各学校での取組についてのワークショ

ップ 

イ 「子どものいのちを守る」学校安全指導者研 

修会 

県内の全ての学校の学校安全担当教職員を対

象に学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成 30年 10月 15日 

会場：山形国際交流プラザ 

「山形ビッグウイング」 

講師：山形大学大学院教育実践研究科        

教授 村山 良之 氏 

内容：学校安全指導者養成研修受講者によ 

る伝達講習 

   モデル地域や学校の実践発表 

防災教育に関する講演 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校安全総合支援事業 

山形県 

 教育委員会名：山形県教育委員会 

 住  所：山形市松波二丁目８番１号 

 電  話：０２３－６３０－２８１２ 

別添 
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(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内各学校において統一した指標により、学校

安全の取組の進捗を評価。これにより、県内の複

数の学校の取組の進捗度を横断的に比較するこ

とができるようになった。 

 

(3) その他の取組について 

ア 関係機関等による交通安全に関する会議の開

催 

県教育委員会、道路管理者、県警本部、通学

路安全対策アドバイザー、関係各課等が参加し、

通学路に関する県の取組や関係機関の取組等に

ついて共有するとともに、アドバイザーから助

言をいただいた。 

    

イ 関係機関等による学校安全に関する会議の開

催 

県内の教育事務所単位で、県教育委員会、市

町村教育委員会、スクールガードリーダーが参

加し、学校安全に関する取組や各地域における

課題等について情報共有するための連絡会議を

年3回開催。   

 

 
 

５ 成果と課題 

【成果】 

 ・学校安全の中核となる教員（以下中核教員とい 

う）の育成やカリキュラム・マネジメントを意 

識した安全教育の重要性について、各種研修会 

等を通じて周知することができた。 

・関係機関と連携するための会議を開催したこと

で、各市町村や学校で実施している取組等につ

いて関係機関と共通理解を図ることができた。 

・通学路安全対策アドバイザー派遣実績 

    県推進委員会 １回 

    モデル地区担当者対策会議 １回 

    モデル校合同点検・連絡協議会 ５回  

【課題】 

・カリキュラム・マネジメントの視点を踏まえた 

安全教育に関して、PDCAサイクルや教科横断 

的な視点での学校安全計画立案の必要性や方法、 

事例、また人的、物的資源の紹介及び活用方法 

などを今後も引き続き研修会等で周知していく 

必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

○モデル地域名：山形市 

○学 校 数：幼稚園 13園 小学校37 校 

中学校 16校 高等学校 14校 

特別支援学校 4校 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

交通事故防止や不審者対策など子どもの安全確

保は喫緊の課題であり、児童生徒等に自らの命を

守る行動を主体的に実践する力や危険を予測し、

回避する力を育成することを目指した安全教育と

安全確保に向けた環境整備について、関係者と連

携しながら、進めていく必要がある。   

また、限られた時間の中でより効果的な安全教

育を実施する必要があることから、安全教育に関

するカリキュラムを検討・作成し，系統的・継続

的に取り組むことができるようにする。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 連絡協議会における情報共有 

９月～10月、２月に連絡協議会を開催。連絡

協議会の中で情報交換の時間を設け、各学校の

実践等について共有を図った。 

 

イ いのちの学習研修会 

市内全ての学校の学校安全担当教職員を対象

に学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成 31年１月 24日 

会場：山形市総合スポーツセンター 

講師：山形県教育庁スポーツ保健課        

学校安全主査 佐藤 大輔  

内容：学校安全の推進について 

   学校安全計画作成に関するワーク 

ショップ 
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(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 モデル地域内における全ての学校の取組につ 

いては、統一した指標を用いて取組の実施状況を 

把握するとともに、通学路安全対策アドバイザー 

の東北芸術工科大学吉田教授等、推進委員より次 

年度に向けての意見等をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画・危機管理マニュアルの見直し 

中核教員を中心に各学校での学校安全の取

組について見直しを図ることで、より効果的な

安全教育、安全管理を実施した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・各種研修会等を通じて、中核教員の役割やカリキ 

ュラム・マネジメントを意識した安全教育の重要 

性について周知したことで、中核教員を中心に各 

学校での学校安全の取組を整理し、各学校の実情 

にあわせ、より効果的な安全教育を実施できた。 

【課題】 

・安全教育の重要性について理解は図られているが、 

時間確保の難しさを挙げる学校が多い実情の中、

限られた時間の中で安全教育を充実させていくた

めにもカリキュラム・マネジメントの必要性を訴

え、手法の開発、普及が今後より一層必要である。 
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Ⅰ 茨城県の現状と取組 

１ 茨城県の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 茨城県の安全上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ モデル地域選定の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組 

ア 防災教育指導者研修会 

県内の全ての学校の学校防災担当教職員を対

象に防災教育に関する研修会を実施した。 

日時：平成30年６月 27日 

内容：学校安全に関する行政説明，学校安全指導

者養成研修受講者による伝達講習，気象庁

ワークショップの活用及び河川事務所との

連携についての講義，これからの防災教育

の在り方に関する講演（岩手大学大学院 准

教授 森本晋也氏），防災教育実践事例発表 

 

イ 学校保健･学校安全指導者研修会 

県内の全ての学校の学校保健・学校安全担当

教職員を対象に学校保健・学校安全に関する研

修会を実施した。 

日時：平成30年８月17日 

内容：学校安全推進体制の構築に関する行政説明

（学校安全に関する内容） 

 

ウ 学校保健･学校安全研究大会 

県内の全ての学校の学校保健・学校安全担当

教職員を対象に学校保健・学校安全に関する研

修会を実施した。 

日時：平成31年１月29日 

内容：拠点校中核教員による実践発表（学校安全

に関する内容） 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法 

県内の市町村や学校の取組に関して統一の指標

を設定し，学校安全の取組の進捗を評価した。こ

れにより，各市町村や県内学校の取組を横断的に

比較することができるようになった。 

 

(3) その他の取組 

ア 関係機関等による学校安全に関する会議の開催 

学校安全総合支援事業 

茨 城 県 

 教育委員会名：茨城県教育委員会 

 住  所：茨城県水戸市笠原町978番６ 

 電  話：０２９－３０１－５３４９ 

○ 人口：約290万人(うち幼児･児童･生徒数：366,140人) 

○ 市町村数：44 

○ 学校数：幼保連携型認定こども園 125園 

幼稚園268園 小学校488校 

中学校225校 義務教育学校9校 

高等学校128校 中等教育学校4校 

特別支援学校24校 

本県は，交通事故死亡者数が例年ワースト上位に

入っており，依然として児童生徒等の命に関わる重

大事故も発生している。各市町村策定の通学路交通

安全プログラムに基づく対策を講じているが，ハー

ド面の整備に加え，系統的な交通安全教育の一層の

推進が必要である。また，本県はこれまで東日本大

震災や関東・東北豪雨災害，竜巻等の自然災害に遭

い，各学校では地域住民や関係機関等と連携した学

校防災に関する組織的取組が進められてきたが，そ

の取組については，学校間に差が見られるといった

課題がある。さらに，教育面においては，自らの命

を守る行動を主体的に実践する力の育成に加え，避

難所運営の体験学習等を通じた共助・公助に関する

資質・能力の育成を推進していくため，カリキュラ

ム・マネジメントの視点から，効果的な災害安全学

習に関する指導計画の確立が必要となっている。 

県立水戸聾学校を拠点校とした近隣地域は，市街

地区にあり，特に狭い道路が多いため，通学路の安

全対策や児童生徒への一層の交通安全教育が必要

であるため，交通安全を重点テーマとしたモデル地

域とした。また，災害安全に関しては。特別な支援

を要する児童生徒への防災教育等に課題をもつ県

立水戸聾学校及び県立鹿島特別支援学校を拠点校

とし，その近隣校を含めた地域をモデル地域に設定

した。 

 

別添 
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県教育委員会，県防災担当部局，県生活安全

部局，県警本部，有識者等が参加し，学校安全

に関する県の取組や関係機関の取組等について

の情報を共有した。 

 

イ 学校安全推進体制の構築に関する文書通知 

県内全ての市町村教育委員会及び公立学校

に対して，統一指標に係る学校安全に関する取

組を推進するよう文書通知し，周知を図った。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・ 関係機関と連携するための会議を開催したこ

とで，学校で実施している取組等について関係

機関と共通理解を図ることができた。 

・ 設定した指標の数値が向上し，学校安全の取

組が県内全域において推進できた。 

【課題】 

・ 学校における安全教育の授業時間の確保や会

議のための時間の確保が課題となっている。 

・ 県教育委員会と市町村教育委員会との連携・

協力体制や市町村教育委員会と市町村安全担当

部局との連携促進が課題となっている。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

（ⅰ）県立水戸聾学校近隣地域 

１  県立水戸聾学校近隣地域の現状 

 

 

 

 

２ 県立水戸聾学校近隣地域の安全上の課題等 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組 

ア 実践委員会における情報共有 

８月，11 月，２月に実践委員会を開催した。

実践委員会の中では情報交換の時間を設け，各

学校の取組等について共有するとともに，学校

安全アドバイザーによる指導助言を行った。 

※学校安全アドバイザーの派遣：２回（のべ２人） 

 

イ 学校安全計画検討会の開催 

日時：平成30年８月７日，11月17日 

内容：学校安全指導者養成研修を受講した県教育委員会

指導主事による伝達講習及び指導助言 

モデル地域内の学校の中核教員を対象に，カ

リキュラム・マネジメントの視点を踏まえた学

校安全計画の作成に関する検討会を実施し，各

校の整理，各教科や行事などの配置・つながり

の工夫，表記の工夫など，本年度及び次年度の

学校安全計画に反映させた。 

 

ウ 拠点校公開授業の視察研修 

拠点校で行う公開授業に近隣校の中核教員

が参加することで，その資質向上を図った。 

(ｱ) スケアードストレイト交通安全教室 

日時：平成30年 10月１日 

参加者：拠点校小学部高学年児童・中学部・高

等部生徒 58 人，緑岡中学校１学年生

徒 168人，教職員等 24人 計 250人 

自らの安

全確保に主

体的に行動

できる態度

を養うため，

スタントマンの実演による交通安全教室を

実施し，実施後は，交通安全教育の在り方に

ついての協議を行った。 

※学校安全アドバイザーの派遣：１人 

 

(ｲ) 避難所運営支援体験学習 

日時：平成30年 11月 17日 

参加者：拠点校の小学部から高等部の児童生徒

67人，保護者 40人，教職員・学校公

開参加者等役 110人 計約 220人 

水戸市防

災危機管理

課の協力の

下，避難所

におけるテ

ント設営や

非常食体験など，社会貢献への意欲を高める

ための授業を行い，実施後は，防災教育の在

○拠点校：県立水戸聾学校 

○近隣校：水戸市立緑岡小学校，水戸市立緑岡中学校， 

県立緑岡高等学校 

児童生徒等が自らの命を守るために主体的に行

動する態度の育成を図るため，モデル地域内の学校

でカリキュラム・マネジメントによる系統性を意識

した学校安全計画の見直しと，その計画に基づく安

全教育の実践を行うとともに，危機管理マニュアル

の見直し，通学路の安全対策を進め，系統的，継続

的に学校安全に取り組むことができるようにする。 
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り方についての協議を行った。 

※学校安全アドバイザーの派遣：１人 

 

エ 通学路合同点検及び研究協議の実施 

日時：平成30年12月５日 

参加者：学校安全アドバイザー１人，中核教員４

人，水戸市教育委員会担当者１人，県教

育委員会担当者１人 計７人 

モデル地

域内の学校の

中核教員が参

集し，各校種

の視点から共

通の通学路の

危険箇所について確認し，点検後の協議におい

ては，行政への安全対策要望事項や交通安全指

導の視点について，学校安全アドバイザーの指

導助言の下，共通理解を図った。 

※学校安全アドバイザーの派遣：１人 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法 

モデル地域内の各学校の取組については，統一

した指標を用いて取組の実施状況を把握するとと

もに，学校安全アドバイザーの全日本交通安全協

会の吉田章氏及び立教大学大学院教授の長坂俊成

氏より評価をいただき，今後の取組に向けての助

言をいただいた。 

 

(3) その他の取組 

ア 危機管理マニュアルの改善 

モデル地域内の学校において，中核教員が中

心となり，保護者や地域住民，関係機関の意見

を踏まえた危機管理マニュアルの改善を行った。 

 

イ 拠点校における安全教育 

拠点校において，通学路合同点検により確認

した危険箇所を盛り込んだ安全マップづくりを

行った。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ 各学校で中核教員を中心として学校安全計画

を見直したことにより，系統的な安全教育を行

うための計画を作成することができた。特に拠

点校では，幼稚部から高等部までの発達段階に

応じた系統的な計画を作成することができた。 

・ 実践委員会など，近隣の小・中・高等学校及

び特別支援学校が一堂に会する機会を得たこと

で，学校間の連携が深まるとともに，異校種の

取組や視点など新たな気付きがあった。 

・ 市町村立学校は地域とのつながりが強いが，

県立学校においても地域とのつながりをもつき

っかけとなった。 

【課題】 

・ 各学校とも教員間の学校安全に関する意識の

差があり，特に経験の浅い若手教員への安全管

理に関する意識啓発が課題である。 

 

（ⅱ）県立鹿島特別支援学校近隣地域 

１  県立鹿島特別支援学校近隣地域の現状 

 

 

 

 

 

２ 県立鹿島特別支援学校近隣地域の安全上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組 

ア 実践委員会における情報共有 

８月11日，11月28日，２月４日に実践委員

会を開催した。実践委員会の中では情報交換の

時間を設け，各学校の実践等について共有する

とともに，学校安全アドバイザーによる指導助

言により，中核教員の資質向上を図った。 

※学校安全アドバイザーの派遣：３回（のべ４人） 

 

イ 学校安全計画検討会の開催 

モデル地域内の学校の中核教員を対象に，カ

リキュラム・マネジメントの視点を踏まえた学

校安全計画の作成に関する検討会を実施した。 

日時：平成30年９月12日，11月28日 

内容：学校安全指導者養成研修を受講した県教育委員会

指導主事による伝達講習及び指導助言 

○拠点校：県立鹿島特別支援学校 

○近隣校：鹿嶋市立豊郷小学校，鹿嶋市立中野西小学校 

鹿嶋市立豊津小学校，鹿嶋市立鹿野中学校 

私立鹿島学園高等学校 

児童生徒等が自らの命を守るために主体的に行

動する態度の育成を図るため，モデル地域内の学校

でカリキュラム・マネジメントによる系統性を意識

した学校安全計画の見直しと，その計画に基づく安

全教育の実践を行うとともに，危機管理マニュアル

の見直し等を進め，系統的，継続的な学校安全の推

進体制の構築を図る。 
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モデル地域内の学校の中核教員を対象に，カ

リキュラム・マネジメントの視点を踏まえた学

校安全計画の作成に関する検討会を実施し，各

校の整理，各教科や行事などの配置・つながり

の工夫，表記の工夫など，本年度及び次年度の

学校安全計画に反映させた。 

 

ウ 拠点校公開授業等の視察研修 

拠点校で行う公開授業等に近隣校の中核教

員が参加することで，その資質向上を図った。 

(ｱ) 避難訓練・引き渡し訓練 

日時：平成30年９月 12日 

参加人数：児童生徒 319人，教職員等 133人， 

計 452人 

障害のある児童生徒が主体的に行動する

態度を養うとともに，避難誘導や保護者への

メール配信などの手順を確認した。 

※学校安全アドバイザーの派遣：１人 

 

(ｲ) 防災教育に関する公開授業 

日時：平成30年11月 28日 

参加者：児童生徒 319人，教職員等 133人，保

護者 320人，地域住民 10人，他校関係

者 71人，他 13人 計 866人 

学部・学

年・障害種別

ごとに設定し

た災害安全に

関するテーマ

に沿った防災

教育の授業実践を行い，実施後は，防災教育

の在り方についての協議を行った。 

※学校安全アドバイザーの派遣：１人 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法 

各学校の取組について統一した指標を用い，取

組状況を把握するとともに，学校安全アドバイザ

ーである立教大学大学院教授の長坂俊成氏及び

NPO 法人代表理事の横田能洋氏から評価及び今

後の取組に向けての助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組 

ア 拠点校における災害安全管理に関する取組 

 (ｱ) 教職員研修 

日時：平成30年６月 28日 

参加者：教職員 40 人，保護者２人，地域住民

５人 計 47人 

ＰＴＡ役員や地域の方々を交え，避難所運

営ゲームＨＵＧを実施し，学校が避難所とな

った場合の課題を整理した。 

 

(ｲ) 福祉避難所開設訓練 

日時：平成30年８月 11日 

参加者：教職員 53人，関係機関等 37人，地域

住民 10人，児童生徒12人，保護者 31

人 計 143人 

鹿嶋市総合防災訓練に併せ，福祉避難所開

設訓練を実施し，県・市及び地域自治会と連

携を図りながら学校施設の利用レイアウト

などを確認した。 

※学校安全アドバイザーの派遣：２人 

 

(ｳ) 近隣５市との連絡協議会 

日時：平成30年９月 12日，12月10日 

児童生徒の通学範囲である近隣５市の行

政担当者と，スクールバス通学時に被災した

場合の対応について協議を進め，緊急避難場

所の設定について確認した。 

※学校安全アドバイザーの派遣：１回（のべ１人） 

 

イ 危機管理マニュアル等の改善 

モデル地域内の学校において，中核教員が中

心となり，保護者や地域住民，関係機関の意見

を踏まえた危機管理マニュアルや避難所運営支

援マニュアルの改善を行った。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ 各学校で中核教員を中心として学校安全計画

を見直したことにより，系統的な安全教育を行

うための計画を作成することができた。 

・ 実践委員会や拠点校の取組に近隣校の中核教

員が参加したことで，拠点校の取組を参考に自

校での取組に反映させ，地域全体としての学校

安全を推進することができた。 

【課題】 

・ 学校の立地条件によって課題が異なり，また，

取組の内容に大きな差がある。次年度以降、見

直しを図った学校安全計画に基づいて取組を実

施し，ＰＤＣＡサイクルに基づき改善を図って

いく必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：１,９５３,９３７人 

（うち児童・生徒数：２１２,８９２人） 

○市町村数：２５市町 

○学校数：小学校 ３６３校（分校を含む） 

中学校 １６４校（分校を含む） 

高等学校 ７６校 

特別支援学校 １７校（分校を含む） 

義務教育学校 ２校 

中等教育学校 １校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では、近年、豪雨や竜巻による自然災害に

よる被害が発生しており、学校における安全教育

の在り方や地域や関係機関等と連携した防災に

関する取組について充実させることが課題とな

っている。 

そのため、平成２７年度から文部科学省の委託

事業である「防災教育を中心とした実践的安全教

育総合支援事業」において、様々な自然災害に対

する教育プログラムの開発・活用を通して、自ら

命を守り抜くための「主体的に行動する態度」の

育成を図ってきた。 

その取組内容については、研修会等を通じて広

く周知してきたが、その取組については，学校間

に差が見られるといった課題がある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

県南部の栃木地区をモデル地域として、昨年度

実施した「障害種に応じた実践的な防災教育」に

ついての成果を検証しながらその取組について普

及させることとした。 

さらに、新たな実践として、自然災害発生後の

避難所運営に関する知識や技能を高校生が身につ

け、他の人や社会の安全に貢献することを目的と

した「高校生の積極的な避難所運営の協力の在り

方」について取り組み、その成果等について広く

周知することとした。 

その際、拠点校の中核教員は、以下に示すよう

な普及啓発や役割に努めるとともに、拠点校以外

の学校の中核教員については、実践の成果につい

て自校化が図られるよう努めるようにした。 

（普及啓発） 

 ・本年度末に開催される栃木県教育研究発表会

での実践発表 

・成果を取りまとめたリーフレットを作成し全

学校へ配布 

・次年度以降の県内全学校の安全教育担当者を

対象とした安全教育研修会等での実践発表 

（その他の役割） 

 ・拠点校における実践の計画立案、運営、事後

の報告等の総括 

・各地で開催される研究発表大会等への参加 

・各学校の学校安全計画や年間指導計画の見直

し 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全教育指導者研修会 

（目的） 学校内外における事件・事故、交通事

故、自然災害等により、尊い生命が失わ

れるなど、児童生徒を取り巻く状況は深

刻化していることから、研修を通して学

校の安全管理の徹底及び安全教育の充実

に資する。 

（期日）平成３０年４月１９日 

（対象：県内公立小・中学校、義務教育学

校、県立高等学校附属中学校の教

頭又は学校安全担当教諭） 

平成３０年４月２７日 

（対象：県立高等学校及び県立特別支援援

学校の学校安全担当教諭） 

（内容） 学校安全計画の策定について 

安全管理・安全教育の徹底・充実につ

学校安全総合支援事業 

栃木県 

 教育委員会名：栃木県教育委員会 

 住  所：栃木県宇都宮市塙田１丁目１－２０ 

 電  話：０２８－６２３－２９６４ 

別添 
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いて 

イ 栃木県教育研究発表大会 

（目的） 拠点校である県立栃木特別支援学校、

県立学悠館高等学校から、実践の紹介や

実践後の児童生徒の変容などの成果につ

いて報告する。 

（期日） 平成３１年１月２５日 

（対象） 県内外の教員、大学関係者等 

（内容） 学校安全部会にて拠点校の取組につい

て発表 

 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

県内公立学校における学校安全の取組につ

いて学校統一の指標を設け、学校安全の取組の

進捗を評価。これにより、県内の複数の学校の

取組の進捗度を横断的に比較することができた。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・ 話合い活動を取り入れた防災教育を実践して

いる学校が多くあり、これまでにも本事業で作

成してきたプログラムやＤＶＤ教材の活用が図

られている。 

・ 避難訓練の前に関連した事前学習を取り入れ

る学校も多くあり、系統的だった取組がなされ

ている。 

【課題】 

・ 各学校で行っている学校安全に関する取組を

共有する機会が少なく十分でない。 

・ 自治体が中心となって避難所を運営するまで、

学校ができることをマニュアル化していない学

校がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

【障害種に応じた実践的な防災教育】 

障害のある児童生徒が自らの命を守るために

主体的に行動できるよう「地震が起きた際にど

のような危険が生じるのか」「どのように危険を

回避したらよいのか」を理解させるためのプロ

グラムが確立されていなかった。 

また、モデル地域内に設置されている小・中学

校のうち特別支援学級を設置している学校の中

核教員等にも、障害のある児童生徒への対応や

災害前の防災教育の在り方について周知、啓発

できていなかった。 

【高校生の積極的な避難所協力の在り方】 

モデル地区内の県立高等学校のうち、６校が

市の指定を受けた緊急避難場所及び指定避難所

となっているが、避難所運営の手引きの策定等、

自然災害発生後の備えが十分でない学校があっ

た。 

高校生の積極的なボランティア活動が避難生

活を支えた例もあり、モデル地区の高校生にお

いても災害時の支援者として取り組むことがで

きる姿勢を指導していく必要があった。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

実践委員会を開催し、各校の取組について報

告・検討し合い、各学校の実践等について共有

を図った。 

【障害種に応じた実践的な防災教育】 

  ７月、１１月、１月の３回実施 

【高校生の積極的な避難所協力の在り方】 

  ８月、１１月、１月の３回実施 

イ 公開講座、公開訓練の実施 

モデル地域内の学校の教職員、高校生を対象

に、拠点校を会場に、公開講座、公開訓練を実

施。 

【障害種に応じた実践的な防災教育】 

(ｱ) 日時：平成３０年１２月１０日 

内容：肢体不自由教育部門、知的障害教育 

部門の児童生徒を対象とした地震初

期対応訓練 

 

 

 

 

 

 

○モデル地域名：栃木地区 

○学 校 数：小学校 ３０校 

中学校 １４校 高等学校 ８校 

特別支援学校 ２校 
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【高校生の積極的な避難所協力の在り方】 

(ｱ) 日時：平成３０年７月２４日 

内容：ＨＵＧ体験講座 

 

 

 

 

 

(ｲ) 日時：平成３０年９月２２日 

内容：炊き出し体験 

 避難所運営に関する講話 

 

 

 

 

 

(ｳ) 日時：平成３０年１２月１５日 

 内容：避難所体験講座 

    （モデル地区の住民も参加） 

 

 

 

 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

県内公立学校における学校安全の取組で、モデ

ル地区の取組に関連した指標を設け、進捗を評価。

これにより、県内の複数の学校の取組の進捗度を

横断的に比較することができた。 

結果について、有識者や関係機関職員で構成し

た推進委員会で報告し、助言を受けた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画の見直し 

拠点校の中核教員が、本事業の取組の成果を

踏まえながら、学校安全の取組を整理するとと

もに、自校の学校安全計画を見直すことができ

た。 

  イ 避難所開設・運営の手引きの作成 

    本事業の取組の成果や実践委員会での協議を

踏まえながら、災害時に自治体から避難所開設

の依頼を受けたとき、自治体の避難上運営の体

制が整うまでの対応について、まとめることが

できた。 

   

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

【障害種に応じた実践的な防災教育】 

・ 児童生徒は訓練を重ねるごとに、落ち着いて放

送を聞いて行動できるようになり、自分で身を守

る行動がとれる児童生徒が増えた。障害を持った

児童生徒に対して自分の身を守る行動を定着さ

せるには、段階を踏んだ繰り返しの訓練が必要で

あることが分かった。 

・ 障害が軽度の児童生徒は、訓練を繰り返すこと

によって、素早く自分で判断して行動できるよう

になるとともに、友達に声掛けし身を守る行動を

取るよう促すといった「自助」だけでなく、「共助」

する態度が養われることが分かった。 

・ 教職員は研修や訓練を通して、地震についての

知識が増えるとともに、防災教育に対する意識も

高また。さらに、防災だけでなく、日常の教育活

動全般において安全に配慮した取組を行うよう

になった。 

【高校生の積極的な避難所協力の在り方】 

・ 生徒はＨＵＧに取り組むことで、実際の避難所

の雰囲気や様々な課題を体験し、その運営の大変

さを実感する事ができた。生徒は、主体的に他校

の生徒と協力相談し、避難所における運営の課題

を解決しながら、その困難さについて認識できた。 

・ 有識者による講話を実施することによって、生

徒は避難所運営についての知識を身につけるこ

とができた。また、炊き出しを体験することによ

って、避難所の「食」について考える事ができた。 

・ 避難所体験では、生徒は主体的かつ能動的に運

営に関わっていたが、うまくいかないこともあっ

た。しかし、次第に先を読んで動くことができる

ようになり、避難者の立場に立った行動ができる

ようになった。 

・ 本事業では、栃木地区の県立高等学校から高校

生を派遣してもらい、各校の中核教員とともに、

プログラムに参加してもらった。体験したことに

ついては、高校生自らが発表等を行い、自分の学

校がもし避難所になった場合や、自分の地域の避

難所で自分はどのように行動することが必要な

のかを他の生徒へ広げることができた。 

【課題】 

【障害種に応じた実践的な防災教育】 

・ 障害のある児童生徒が、地震によって起こる災

害（被害）や身に迫る危険を具体的にイメージす

ることについては難しいことがわかり課題とな
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った。教材教具の開発や事前指導の方法について

も、引き続き、研究を重ねていく必要性がある。 

【高校生の積極的な避難所協力の在り方】 

・ 高校生に、自分の学校がもし避難所になった場

合や、自分の地域の避難所で自分はどのように行

動することが必要なのかを考えてもらうきっか

けとなった。しかし、このような避難所体験の普

及にはまだ実施方法などの面で課題が多く、より

取り組みやすいプログラムの開発が望まれる。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

（吉岡町 小・２校、中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)  吉岡町は、地震などの自然災害の被害も少な

い地域で町民に危機意識が低いことが課題とな

っている。今回の取組で、実際に災害が発生し

た際の対応について、児童生徒を通して各家庭

や地域に危機意識の高揚を図るための啓発を発

信することと、学校の教職員や児童生徒が災害

時に自発的に行動を起こすことをできるように

なるために必要な事柄を考え、緊急時に自ら判

断して適切な避難ができる知識・態度を身に付

けることを目的として実践を行った。  

 

(2)具体的には、以下の内容を実施した。 

ア 防災行政無線を活用した合同避難訓練 

 イ 拠点校における通学路安全マップ活用によ

る登下校時の避難場所確認 

 ウ モデル地域における中核教員の資質向上 

エ 学校を避難所と想定したクロスロード 

オ 非常食による災害時の備えを考える 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

ア 本事業では、防災行政無線で大規模な地震が発

生したことを想定した訓練放送を町内に流し、３校

合同で避難訓練を実施し、児童生徒に避難訓練の時

刻を予告しないで、授業時間外の清掃時間中に訓練

を実施した。教員を対象としたアンケートでは、実

施前に児童生徒がしっかり行動できるか、また、教

員自身が適切な行動がとれるか不安であったが、実

施後は肯定的な意見への変容が、以下のアンケート

結果から見受けられる。 

・子供たちはしっかりと校庭に集合することができた 65.3％  

・自分自身（教員）はしっかりと対応できた 72.6％        

・自分自身（教員）は災害時の対応を確認できた 77.9％      

  この結果から、初めての取組ではあったが、教員

の予想よりも児童生徒は落ち着いて行動できたこ

とがうかがえた。また、教員自身もマニュアル通り

の避難訓練では気付かない児童生徒の行動や、教員

自身の災害時の対応を確認でき、児童生徒及び教員

にとってよい経験となった。今後は、従来の教員が

教える訓練と児童生徒が自ら考える訓練を併せた

指導計画の作成が課題となった。 

学校安全教育総合支援事業 

群馬県 

 教育委員会名：群馬県教育委員会 

 住  所：群馬県前橋市大手町1-1-1 

 電  話：０２７－２２３－１１１１ 

別添 

人口：195万人（うち児童・生徒数：209,688人） 

市町村数：35    

学校数：幼稚園155園  認定こども園147園 

  小学校312校   中学校168校 

  高等学校79校  特別支援学校28校 

主な災害 

●平成26年大雪被害 

●平成27年突風被害   

●平成30年草津白根山噴火 等 

 

本県は、日本列島のほぼ中央にあって、県西・

県北の県境には山々が連なり、南東部には関東平

野が開ける内陸県である。県土の約3分の2が丘

陵山岳地帯で、面積は6,362平方キロメートルと

なっている。吉岡町は、県の中央部に位置する標

高100～200メートルの洪積台地であり、水害の

心配はなく、地震などの自然災害の被害も少ない

地域であり、町民は勿論のこと児童生徒や教職員

も危機意識が低いことが課題となっている。今回

モデル地域として、大規模な地震が発生した状況

を想定することで、学校や地域、行政など町全体

に危機意識を高める取組を実践した。 
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一方、児童生徒の振り返りからは、地震発生の放

送後にとった行動として、教室に戻り机の下に避難

した児童生徒が63％と半数以上であった。地震発生

時は倒れそうな物から離れ、揺れがおさまるまでそ

の場で身を低くする行動を取る必要があるが、児童

生徒は授業中に行う避難訓練の行動を意識し、教室

に戻る行動をとってしまった。また、緊急地震速報

の警報を聞いた直後に身の安全の確保ができてい

ない児童生徒が見られたため、真っ先に身を守る体

勢をとることを指導していくことが課題となった。 

今回、初めて関係機関と連携して実施したが、校

舎内では吉岡町防災行政無線の内容は聞き取れな

いため、情報の正確な伝達方法も課題となった。 

 

イ 拠点校にて、中核教員を中心に全教職員が担当 

する登校班の児童に対して、登下校中に大規模地 

震が発生した際における身の守り方や通学路マ 

ップでの危険箇所、安全に避難できる場所等を 

確認して、登下校中の災害時に対する適切な行動 

を理解することができた。 

 

ウ モデル地域における学校の安全教育担当者の打合

せを開催し、自校における避難訓練の見直しや情報

交換等を行う事で、自校の課題や新たな取組につい

て、参考となる意見交換を行うことができ、中核教

員の資質向上を図ることができた。 

 

エ 協力校（中学校）にて実施したクロスロードは４

つの問題を出題し、その中の１つに、「体育館が避

難場所になった際に、人数分足りない食料を配布す

るかしないか」という問題を出題した。その後、ク

ラスごとに缶詰パンを渡し、生徒自身で配布からゴ

ミの回収まで自主的に行動させる活動を設定し、災

害時の行動として必要な他の人を思いやり、協力す

る行動が見ることができた。生徒へのアンケート結

果からは、避難場所での注意すべき行動として「他

者への配慮」と答えた生徒が実施前 99 人に対し、

実施後205人と大幅に増えたことから、災害時の協

力の大切さについて体験を通して気付くことがで

きた。また、活動中は、生徒がスクリーンに映した

文字を読み、自主的に行動する活動を行い、教師か  

らの指示やアドバイスは一切行わないことを確認

して実施したが、予想していた混乱はなく、生徒

同士で話合い自主的に行動する姿勢が見られたの

も成果であった。 

アンケート結果の中で、家庭の災害備蓄品を確

認した生徒は47.3％と約半数近くおり、水・食糧

や非常持ち出し袋を購入した家庭 1.9％も僅かで

あるが見られた。しかし、災害発生時の避難方法

などを家族と相談した生徒は 33.7％と少ない結

果であり、家族との相談を促す啓発が課題となっ

た。 

 

オ 拠点校と協力校（小学校）の４年生以上の全児

童682名に缶詰パンを配布し、家庭で親子と試食

してもらいアンケートへの回答を依頼した（アン

ケートの回収 659 名）。アンケート結果では、親

子で試食をした世帯が 90％と多くの家庭で試食

し、今後非常食を用意しようと思った世帯の割合

は63％と半数以上の結果であった。これは、実際

に親子で防災食の缶詰パンを食べたことの効果

であり、災害への備えに対して意識を高めること

へとつなげられた。しかし、各家庭で非常持ち出

し袋の用意がない家庭が70％、水・食糧の備蓄が

ない家庭が 55％と災害時への備えの意識が低い

家庭もあり、家具の固定をしている世帯も 25％、

自宅の危険性を確認している世帯も 32％と大き

な災害を経験していない吉岡町では、各家庭での

災害への備えが低いことがアンケート結果から

うかがえることができた。今後、家庭での防災意

識の高揚を図るために、児童生徒を通して啓発を

していく必要がある。 

   
   今後は、様々な災害に対して正しい知識を得る

ことで、適切な判断・行動が出来るように小中学

校で継続的に防災教育を行っていくことと、学ん

で得た知識を広く発信し、より多くの人に災害の

危険性を理解してもらうことで、災害から命を守

る意識を高めていくことが必要と考える。また、

避難所運営や避難所での災害ボランティア活動な

ど学校教育全体で総合的に安全教育の推進を図り、

本事業を契機に各地域の課題についての改善や見

直しを行うことで、県全体で防災に関する意識向

上が成されるよう推進を図っていきたいと考える。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約７３０万人（H31.２.１現在） 

（うち児童・生徒数：７４０，２７４人） 

○市町村数：６３市町村 

○学校数：幼稚園５４４園 小学校８１７校 

     中学校４４６校 高等学校２０３校 

      特別支援学校４６校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

 本県における近年の自然災害は、平成２７年９ 

月県東部地域の大雨被害や平成２８年８月県西 

部地域の大雨被害がある。 

 これまで設定した拠点校やその同中学校区の 

取組は優れた取組であったがその継続や普及に 

は課題があり、各学校で学校安全を推進する教職 

員のへのアプローチが必要である。 

 本県の全小中学校では校務を分担する主任と 

して「安全主任」を設置している。安全主任は学 

校安全計画の策定や訓練等の計画立案・検証・改 

善、安全点検の実施等、安全教育・安全管理・組 

織活動の中核となる主任として位置付けている。

優れた取組の継続と普及のためにも、安全主任 

の質の向上と他校・他地域の優れた取組の共有が 

求められる。 

 都内のベッドタウンである本県は、大震災時に

多くの帰宅困難者が出ると予想されている。県内

の学校に通う高校生が学校や地域における共助

の担い手としての意識を高める取組が必要とな

る。 

 また、本県は交通事故死者数において全国ワー 

スト２位となっており、児童・生徒の継続的・段 

階的に交通安全に関する教育を実施していくこ 

とも命題である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

 草加市は、交通アクセスの良さや通勤・通学に

も便利な市の実情に合わせて災害安全以外にも生

活安全・交通安全に関する研究が求められる。こ

れらを踏まえ、昨年度の取組に引き続き草加市を

モデル地域とした。 

 本事業の先駆者的立場でありながら、過去の実

践校の継続が課題となっている春日部市をモデル

地域とした。 

 松伏町は春日部市や草加市と異なり、管内小学

校３校、中学校２校の小規模都市である。拠点校

となる松伏小学校は児童数が８８２名の大きな学

校である。本県において取組の市町村格差の解消

を目指すためにも松伏町での実践は確かなものさ

しとなると考え、モデル地域とした。 

 左記のとおり、本県は交通事故死者数において 

全国ワースト２位となっており、高校生の自転車 

による交通事故防止は県内全域の課題である。モ 

デル地域を県内全域とし、拠点校を交通安全教育 

推進校として委嘱し、取組を支援していく。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 高校生災害ボランティア育成講習会 

  県立高等学校生徒と引率教職員を対象とした 

 体験型研修会を実施。 

  日時：平成３０年８月２２日（水） 

  会場：埼玉県防災学習センター 

  内容：救急救命に関する講習、センター施設 

            を利用した講習、応急  

            手当に関する講習、非 

            常食に関する講習、自 

            然災害や避難に関する 

            講義・演習、消防団活 

     動についての情報提供 

  講師：埼玉県央広域消防本部鴻巣消防署吹上 

     分署員、防災学習センター職員、日本 

     赤十字社埼玉支部事業部職員、埼玉県 

学校安全総合支援事業 

埼玉県 

 教育委員会名：埼玉県教育委員会 

 住  所：さいたま市浦和区高砂三丁目１５番 

     地１号 

 電  話：０４８（８３０）６９６４ 

別添 
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     立大学保健医療部福祉部健康開発学科 

     教授 

  参加者数：高校生５５名、教職員３０名 

イ 高校生の自転車安全運転推進講習会 

  県立高等学校生徒と引率教職員を対象に、高 

 校生の自転車交通事故防止を推進するための講 

 習会を実施。受講した高校生が中心となり、自 

 校生徒に対して伝達講習会を実施することで、 

 県内高校生全体の交通安全意識の向上を図る。 

  日時：平成３０年７月３０日～８月６日 

     （内４日間） 

  会場：埼玉本庄自動車教習所（北部地区） 

     ファインモータースクール（南部地区）  

     埼北自動車学校（東部地区） 

     セイコーモータースクール（西部地区） 

  内容：スケアード・ストレイト技法による自 

              転車安全教育、埼 

              玉県の校区王政の 

              自転車交通事故の 

              現状について、自 

              転車安全利用５則 

     について、加害自己責任と賠償保険に 

     ついて、自転車安全点検のポイントに 

     ついて 

  講師：埼玉県警察本部職員、埼玉県防犯・交 

     通安全課職員、東京海上日動火災保険 

     会社職員 

  参加者数：高校生２９６名、教職員１４４名 

  

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

 毎年、全小・中学校、高等学校、特別支援学校

を対象に「学校保健」「学校安全」「学校給食」の

取組や管理に関する健康教育実践状況調査を実

施している。県内全体あるいは校種別、個別の進

捗状況を比較することができる。 

 各市町村教育委員会には、統一の指標により、

学校安全の取組について年度末に評価する機会

を設定している。 

 １月開催の第２回埼玉県推進委員会にて検証。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校危機管理研修会「新任教頭研修会」（学校

安全教室推進事業） 

  県内小・中・高等学校・特別支援学校の新任

教頭を対象に学校安全、主に危機管理に関する

研修会を開催。 

イ 学校安全教育指導者研修会「学校安全中核教

員研修会」（学校安全教室推進事業） 

  公立小・中・高等学校、特別支援学校で安全

教育を担当する教職員を対象に、児童生徒の生

活を取り巻く生活安全、交通安全及び災害安全

教育等に関する研修を行い、教職員の指導力の

向上に資する。 

    いずれの研修会も学校安全に関する担当部局、 

   県警本部、気象台、有識者等を講師とし、学校 

   安全に関する県の取組や関係機関の取組、安全 

   教育に関する知識と情報の共有を図った。  

また、県内の教育事務所単位でも同様に、管

内市町村安全担当指導主事を対象とした研修会

を実施。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・関係機関や学識経験者等による多くの講習は、

参加生徒だけでなく、学校安全を推進する中核

教員にとっても学校安全の優れた取組や知識、

情報を共有する機会となり、意識の向上が図ら

れた。 

【課題】 

・学校安全計画や危機管理マニュアルの見直し等

の学校安全の基盤となる部分と授業や研修会の

充実等の実効性ある部分については、もっと具

体的に学校安全を推進する中核教員に伝え、取

組を充実させる必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

＜草加市＞ 

学校数：小学校２１校、中学校１１校 

拠点校：草加市立稲荷小学校 

    草加市立松江中学校 

＜春日部市＞ 

学校数：小学校２４校、中学校１４校 

拠点校：春日部市立緑小学校 

    春日部市立緑中学校 

    春日部市立幸松小学校 

    春日部市立上沖小学 

    春日部市立大沼中学校 

＜松伏町＞ 

学校数：小学校３校、中学校２校 

拠点校：松伏町立松伏小学校 
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＜県立高等学校（交通安全）＞ 

学校数：２０３校 

拠点校（交通安全教育推進校） 

    県立大宮東高等学校 

    県立志木高等学校 

 

 ２ モデル地域の安全上の課題 

＜草加市＞  

 昨年度、本事業の取組を市内全校に周知していくこ

とが課題として挙げた。学校安全に関する授業研究会

を行うとともに、拠点校やモデル地域での確かな取組

を市内全域に広げていく。拠点校である松江中学校の

「危機管理マニュアル」は場面ごとに細かく対応がま

とめられているので、大地震時に予想される多くの帰

宅難民を想定しつつ、地域にも取組を広げていく。 

＜春日部市＞ 

 平成２４年度の本事業開始時に実践校だった２校の

取組の蓄積と新たな地域での取組により、大きな春日

部市全域での推進体制を構築すること、また「継続性」

を目指し、県内全域に普及することが課題。これまで

主流となっていた高度利用型緊急地震速報端末に加え、

コストのかからない「ＦＭ受信を利用した緊急地震速

報端末（緊急地震速報電話ページング装置）」を設置し、

実践を普及していく。 

＜松伏町＞ 

 小中連携・小中一貫教育の研究と合わせてモデル地

域を３校に設定した。「チーム埼玉」学力向上パワーア

ップ事業も受けており、教員同士が児童生徒の状況を

共有し、組織的な指導につなげる取組も行っている。

学校安全では教科横断的な視点での学校安全計画の改

善や小中合同での引き取り訓練の実施など幅広い実践

を定着させることが課題となる。 

＜交通安全教育推進校＞ 

 大宮東高等学校は、駅から遠いこともあり、９５％

の生徒が自転車で通学している。自転車での交通事故

件数も多い。事故の原因は一時停止違反、右側通行に

よるもの、速度超過等、内容は多様化している。 

 志木高等学校は、９０％の生徒が自転車通学をして

いる。その多くがバス通りを通ってきており、特に朝

は集団になっていることもあり、地域の方々にも危険

を感じさせてしまう現状がある。救急搬送される重大

事故も発生した。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

 ア 草加市の取組 

 (ｱ)安全主任防災講演会 

   日時：平成３０年１０月２５日 

   学校安全アドバイザーによる講演を行い、   

  草加市における災害時の被害状況や事前の備 

  え、地震が起こるメカニズムを理解し、どの 

  ような行動が求められるかを学んだ。 

 (ｲ)安全教育連絡協議会での情報共有化 

   中学校区に分かれたグループで、学校危機 

  管理マニュアルや学校安全計画等の見直し・ 

  改善の視点を取り入れた協議を行った。 

 (ｳ)安全教育授業研究協議会 

   日時：平成３０年１１月３０日 

   小学校５年生を対象に、自分の住む地域の  

   特性を知り、いざというときにどのような 

   行動をとるべきか、自分自身の身を守るた 

   めに考え行動することを学んだ。授業後の 

   研究協議会で 

   は市内の安全 

   主任３５人が 

   参加し、①児 

   童生徒に課題 

   意識をもたせるための授業の工夫、②児童 

   生徒が自ら回避したり、災害に備えたりで 

   きるようにするための授業の工夫、につい 

   て協議を行った。 

 イ 春日部市の取組 

  (ｱ)安全教育授業研究協議会 

    児童は緊急地震速報について学び、「場 

   所」と「揺れが伝わるまでの時間」による 

   避難方法の違いについて、自分たちの動き 

   を振り返り、より良い行動について考えた。 

   研究協議では、緊急地震速報に頼り切るの 

   ではなく、自分で考え行動できるようにす 

   るための方策について話し合った。 

  (ｲ)拠点校合同研修会 

    学校安全アドバイザーによる講演を行い、 

   災害時における共助の大切さなどについて 

   改めて共有した。 

 ウ 松伏町の取組 

  (ｱ)学校安全計画等の改善 

    指導方針を安全教育３つの領域から整理 

   し、系統的な取組について考慮した学校安 

   全計画、安全教育が全教育活動を通して確 

   実に実践されるよう各教科等の指導内容を 

   明確にするとともに、教職員研修の位置づ 

- 31-



   けを明確にした学校安全計画について、安 

   全主任が中心となって作成し、モデル地域 

   で共有を図った。 

  (ｲ)学校危機管理マニュアルの改善 

    「事件・事故対応編」、「「防災編」と分割 

   して作成、拠点校の安全主任で共有を図っ 

   た。 

  (ｳ)改善した計画に基づく教科等横断的な視 

    点からの安全教育の推進 

    ・社会科「事件・事故を防ぐ」 

    ・特別活動「松小ハザードマップをつく 

     ろう」（モデル地域授業研究協議会） 

 エ 実践委員会における情報共有 

各市町で実践委員会を開催。関係機関、ＰＴ

Ａ、地域等を交え、実践委員会の中で情報交換

の時間を設け、各学校の実践等について共有を

図った。 

 オ 交通安全教育推進校の取組 

  (ｱ)交通安全教育講演会 

    講師：高山俊吉弁護士 

    自転車は車両であること、自転車保険に 

   ついて、地域の見本となるような思いやり 

   の運転の心得、交通マナー意識の向上につ 

   いて講演をいただいた。 

  (ｲ)スケアード・ストレイト技法による交通安 

    全教室 

  (ｳ)教員・保護者による定期的な登校指導 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 各モデル地域で成果指標を掲げ、各実践に取り 

 組んだ。各モデル地域の実践委員会や埼玉県推進 

 委員会で成果等の検証を行った。また、松伏町に 

 おいては、児童生徒を対象に事前と事後で意識調 

 査を行った。学校安全アドバイザーの埼玉県立大 

 学髙橋教授、熊谷地方気象台調査官より、次年度 

 以降の継続性ある取組に向けて助言をいただい 

 た。 

 

(3) その他の取組について 

ア 避難所運営市民防災訓練の積極的な協力（草 

  加市） 

   １１月１８日、災害時に指定避難所となる市内 

  すべての小・中学校で防災訓練を実施。大規模災 

  害時に市民主体の避難所運営に取り組むための訓 

  練である  

が、拠点校では児童

生徒が地域の方とと

もに運営する側で参

加した。 

 

イ 防災絵本の読み聞かせ（松伏町） 

 読書ボランティアや保護者の協力により、全学 

年で実施。 

ウ 合同避難訓練・合同一斉下校（草加市・春日 

  部市・松伏町） 

 学校間・家庭、地域、関係機関と連携し、緊急 

地震速報を活用した避難訓練とともに、中学生の 

支援者としての意識を向上させるとともに、小学 

生も自他の安全を考えた行動ができるよう実施し 

た。 

エ 学校安全アドバイザーの活用 

 草加市に４回、春日部市に３回、松伏町に３回 

派遣した。（授業研究協議会・教職員研修会・実践 

委員会・合同避難訓練等） 

オ 情報の共有 

 ＤＶＤ配布やデータベースの共有化により、拠 

点校を中心とした学校安全計画や学校危機管理マ 

ニュアル、授業の指導案等、優れた取組の普及に 

努めた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・教職員の資質向上のための研修や授業を中心と 

 した子供たちの資質向上を図る取組が充実し 

 た。 

・中核となる教職員を中心として学校安全計画を 

   見直したことにより、各校の教育活動全体を通 

   した安全教育の実施につなげることができた。 

・学校安全計画に基づいた授業実践、危機管理マ 

   ニュアルを基にした避難訓練等、教科等横断的 

   な安全教育を推進することができた。 

【課題】 

・優れた取組の普及と確実な定着に向けて県とモ

デル地域市町村教委、市町村教委と学校がさら

に連携を深めていく必要がある。 

・学校で指導していることと家庭での意識の差を

解消していくためにも、さらなる連携と啓発を

図り、地域との連携の場を深め、学校安全体制

構築に向けて拠点校を中心とした学校安全を推

進していく。 

 

- 32-



 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約626万人 

（うち園児・児童・生徒数：732,930人） 

○市町村数：54 

○学校数：幼稚園   587園（幼保連携型認定こども園含む） 

     小学校     800校 

中学校     402校 

義務教育学校   2校 

高等学校    189校 

中等教育学校   1校 

特別支援学校  45校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、四方を海と川に囲まれ、首都圏の東側

に位置し、太平洋に突き出た半島になっている。 

 国は、千葉県を含む南関東で、３０年以内にマ

グニチュード７級の地震が、約７０％の確率で発

生すると見解を示しており、学校における防災教

育の充実が喫緊の課題となっている。そこで、東

日本大震災で明らかとなった課題を踏まえ、課題

に対応したモデル地域及び拠点校を指定し、災害

に強い学校づくり・地域づくりに向けた防災教育

のあり方を研究する。 

 また、近年、千葉県内において児童生徒等が関

係する事件や事故が発生しており、防犯・交通安

全等の通学路等における安全教育の充実につい

ても課題となっている。そこで、体験型の交通安

全教室や、地域安全マップの作成を通して、児童

生徒等の危険予測能力、危険回避能力を育成する

と共に、地域や関係機関と連携し、児童生徒等の

通学路等における安全確保の徹底を図る。 

 

３ モデル地域選定の理由 

千葉県内のこれまでの学校安全に関する取組に

ついて評価・検証し、更に地域と連携した各モデ

ル地域における学校安全の取組が求められること

から以下のとおりモデル地域とした。 

防犯を含む生活安全を課題としたモデル地域を

１地域（市原市）、交通安全を課題としたモデル地

域を１地域（勝浦市）指定した。 

災害安全については、津波からの避難を課題と

したモデル地域を２地域（いすみ市、銚子市）、帰

宅困難・引き渡しを課題としたモデル地域を２地

域（習志野市、神崎町）、避難所対応を課題とした

モデル地域を３地域（流山市、市原市、松戸市）、

防災ボランティアを課題としたモデル地域を１地

域（千葉市）指定し、事業を実施した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災授業実践研修会 

県内の小・中・高・特別支援学校の教職員を

対象に防災教育に関する研修会を実施。 

期日：平成30年8月1日～8月 3日 

会場：1日 西部防災センター 

   2～3日 県立千葉女子高等学校 

講師：千葉科学大学 藤本氏 

災害救援ボランティア推進委員会等 

内容：講演「自然災害に対する学校のリスク 

マネジメントと危機管理」 

「クロスロードゲームを使っ

た防災教育」 

       実践発表 

       演習（指導案作成及び模擬授業）他 

 

イ 学校安全教室 

県内の小・中・特別支援学校の学校安全担当

教職員を対象に学校安全に関する３領域におけ

る研修会を実施。 

期日：平成30年7月24日、8月 2日、 

8月 17日、8月21日、8月22日 

    会場：各教育事務所管内 

    講師：千葉大学ジェネラルサポーター 星氏 

       千葉県警察本部 等 

内容： 

 ＜共通＞ 

  講演：学校現場における事故対応 

学校安全総合支援事業 

千葉県 

 教育委員会名：千葉県教育委員会 

 住  所：千葉県千葉市中央区市場町１番１号 

 電  話：０４３－２２３－４０９１ 

別添 

- 33-



 ＜領域ごと＞ 

      領域ごとの学校における取組についての

実践発表や県警察本部や災害救援ボラン

ティア推進委員会による実技体験等含む

講話を実施 

 

ウ 地域防犯研修会 

県内の各市町村教育委員会学校安全担当者、

小・中学校の学校安全担当教職員及びスクール

ガード等の学校安全ボランティアを対象に防犯

に関する研修会の実施。 

期日：平成31年1月 11日、1月22日、 

1月 23日、2月 20日、2月22日 

    会場：各教育事務所管内 

講師：千葉県警察本部 

   地元警察署 

学校安全研究所 矢崎氏 

   科学警察研究所 原田氏 等 

内容：最新の防犯知識や技術、「地域安全マッ

プづくり」等、地域の実情に合わせた

防犯に関する研修会を実施 

  

エ 高等学校指導者養成講座 

県内の私立も含めた高等学校の学校安全担当

等の若手教職員を対象に学校安全に関する研修

会を実施。 

期日：平成30年6月 29日、11月14日、 

    会場：千葉県赤十字会館、県立高等学校 

内容：健康教育指導者養成研修伝達講習 

   千葉県の防災政策 

   ＳＮＳ被害の現状と対策 

   実技体験（クロスロードゲーム、シー

ベルトコンビンサー体験等） 

       公開事業 等 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

毎年度実施している防災教育調査等を活用し、

事業実施前と実施後の学校安全における取組の

進捗状況を把握することができた。これにより、

各モデル地域における課題等を確認することが

できた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 安全主任地区別研究協議会の開催 

毎年度、４月から 5月にかけて、全公立小・

中・特別支援学校の安全担当に対し、前年度モ

デル校の実践発表を行うなど、防犯、交通安全、

防災に関する協議会を実施している。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

７月は、防災の第１回推進委員会、防犯・交通

安全の第１回合同推進委員会を実施し、モデル地

域及び拠点校における事業計画を提案した。事業

計画に対して、推進委員から実践上の留意点等の

意見をもらう機会として有効であった。防災の推

進委員会では、千葉科学大学藤本氏より「学校に

おける防災教育の見直しについて」をテーマに講

話をいただき、防犯・交通安全については、千葉

科学大学嶋村氏及び学校安全研究所矢崎氏より、

「通学路の安全確保」をテーマに講話をしていた

だき、事業実施に向けて参考となった。 

   ２月には、第２回推進委員会（防災）及び第２

回合同推進委員会（防犯・交通安全）では、モデ

ル地域及び拠点校の実践報告における協議を通し

て、各モデル地域の課題が明確となり、次年度以

降の取組の方向性を明らかにすることができた。 

【課題】 

・来年度、千葉県教育委員会が主催する学校安全

に関する研修や協議会等において、モデル地域

の実践を紹介し、県内全域に広めていく予定で

ある。 

 

(1)防犯を含む生活安全 

ア 市原市 

○モデル地域名：市原市立双葉中学校区 

○学校数：小学校 ２校 

         中学校 １校 

    ○拠点校：市原市立光風台小学校 

(2)交通安全 

   ア 勝浦市 

    ○モデル地域名：勝浦市立勝浦中学校区 

    ○学校数：幼稚園 １園 

         小学校 ６校 

         中学校 １校 

   ○拠点校：勝浦市立勝浦中学校 

(3)災害安全 

   ア 習志野市 

    ○モデル地域名：習志野市立三中学校区 

    ○学校数：小学校 ３校 

         中学校 １校 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 
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   ○拠点校：習志野市立袖ケ浦東小学校 

    イ 流山市 

     ○モデル地域名：流山市東部中学校区 

     ○学校数：小学校 ２校 

中学校 １校 

     ○拠点校：流山市立東小学校 

ウ 神崎町 

   ○モデル地域名：神崎町全域 

   ○学校数：小学校 ２校 

        中学校 １校 

   ○拠点校：神崎町立神崎小学校 

エ いすみ市 

   ○モデル地域名：いすみ市立大原中学校区 

   ○学校数：小学校 ４校 

        中学校 １校 

   ○拠点校：いすみ市立大原中学校 

  オ 市原市 

   ○モデル地域名：市原市立市東中学校区 

   ○学校数：小学校 １校 

        中学校 １校 

   ○拠点校：市原市立市東中学校 

カ 県立千葉工業高校周辺（千葉市） 

   ○モデル地域名：千葉市中央区地域 

    ○学校数：高等学校 ３校 

     ○拠点校：県立千葉工業高等学校  

   キ 県立銚子商業高校周辺（銚子市） 

○モデル地域名：銚子市台町地域 

    ○学校数：小学校  ２校 

         中学校  １校 

         高等学校 １校 

         大学   １校 

    ○拠点校：県立銚子商業高等学校 

   ク 県立つくし特別支援学校周辺（松戸市） 

○モデル地域名：松戸地域 

○拠点校：県立つくし特別支援学校 

  ○学校数：特別支援学校 ３校 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 

◇防犯含む生活安全 

 ＜市原市＞ 

  拠点校のある地区は、住宅街を一歩出ると、林

やゴルフ場もあり、人目のない場所もある。この

ような状況下において子どもたちの危険察知能

力・危機回避能力を育成していくことが望ましい

地域である。 

◇交通安全 

 ＜勝浦市＞ 

  通学手段が多様化している状況において、交通

安全法規の重要性を再認識させるとともに、再認

識した交通安全法規への考えを継続して保持で

きるようにする。 

◇災害安全 

 ＜習志野市＞ 

  市関係機関と学校・家庭・地域とが連携して防

災活動に取り組む中で、学校の安全管理体制を見

直し改善を図り、学校と家庭と地域との共助体制

を強化する。 

＜流山市＞ 

 モデル地域内の中学校が平成２５年度に「命の

大切さを考える防災教育公開事業」を実施。中学

校で実践した防災教育や合同防災訓練のノウハ

ウを共有する。児童生徒の発達段階に応じた取り

組みが推進され、地域の防災力が高まると考え

る。 

＜神崎町＞ 

これまで、９月に行政主体による防災訓練と

各学校の避難訓練を実施しているが、それぞれ

が独自で行っている。防災の意識を高める上で

も互いに連携を図る必要がある。 

＜いすみ市＞ 

モデル地域内の学校は､地震・津波に対応する

訓練とともに､避難所としての機能を有する事が

必要となる。児童生徒に自らの安全を確保しつつ

も､自助共助の大切さ等を理解させ､実践的な防

災教育を実施していくことが重要である。また､

防災教育や訓練を地域に公開することで､地域の

人々の防災意識の向上やネットワーク作りの大

切さなどを啓発していくことが必要である。 

＜市原市＞ 

 拠点校の周辺は、山間に位置し、地震災害の山

崩れ等の土砂災害により道路閉塞状況が想定さ

れ地域との連携による避難所開設の実践が必要

不可欠な地域である。 

＜千葉県＞ 

 毎年９月に実施されている防災訓練において

地域住民や企業や保育園の園児が、定期的に県立

千葉工業高校の高台を利用して避難訓練するな

ど、防災意識が高い地域である。 

 県立銚子商業高校周辺の地域は、防災意識の向

上や災害に対する備えを推進している。 

県立つくし特別支援学校においては、児童生徒

等が自らの命を守るために主体的に行動する態

度を育成することが必要である。 
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３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

各モデル地域において、２回～５回程度の実

践委員会を開催。実践委員会の中で情報交換の

時間を設け、各学校の実践等について共有を図

った。 

イ 公開授業への参加 

各モデル地域において、公開授業を開催。公

開授業には、モデル地域内の中核教員含め、モ

デル地域以外の学校安全担当者が参加した。  

ウ モデル地域内の研修会を実施 

モデル地域内の学校の教職員を対象に拠点 

校の学校安全に関する研修会を実施。 

  エ 学校安全アドバイザー活用状況 

    各モデル地域内の拠点校において学校安全ア

ドバイザーを活用し、公開授業や合同防災訓練、

スケアードストレイト等の安全教育の取組につ

いて指導助言を受けた。 

   (ｱ) 市原市立光風台小学校 

    ○委嘱人数１名、派遣回数５回 

   (ｲ) 勝浦市立勝浦中学校 

    ○委嘱人数２名、派遣回数１回 

   (ｳ) 習志野市立袖ケ浦東小学校 

    ○委嘱人数３名、派遣回数１回 

   (ｴ) 流山市立東小学校 

    ○委嘱人数１名、派遣回数１回 

   (ｵ) 神崎町立神崎小学校 

    ○委嘱人数３名、派遣回数２回 

   (ｶ) いすみ市立大原中学校 

    ○委嘱人数２名、派遣回数３回 

   (ｷ) 市原市立市東中学校 

    ○委嘱人数16名、派遣回数１回 

   (ｸ) 千葉県立千葉工業高等学校 

    ○委嘱人数１名、派遣回数１回 

   (ｹ) 千葉県立銚子商業高等学校 

    ○委嘱人数２名、派遣回数２回 

   (ｺ) 千葉県立つくし特別支援学校 

    ○委嘱人数１名、派遣回数１回 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

・全モデル地域において、大学の教授などの有識

者や地域における学校安全アドバイザー等から、

今後の取組についての助言をいただいた。 

・モデル地域によっては、児童生徒、保護者、地

域住民等に事業実施前後の学校安全に関する意

識の変化等を評価するための方法として、学校

評価アンケート等を活用した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 共通した取組 

  中核教員を中心に各学校での学校安全の取 

組を情報共有し、モデル地域内の各学校におけ

る学校安全計画や危機管理マニュアル等の見直

しを行った。 

イ 防犯を含む生活安全の取組 

  「聞き書きマップ」の作成を通して、危険を

回避する方法に興味関心を持って体験的に学び、

児童や地域の安全意識を高めることができた。 

ウ 交通安全の取組 

  「スケアードストレイト交通安全教室」を実

施し、児童生徒や地域の方の交通安全の意識を

高めることができた。 

エ 災害安全の取組 

  「地域合同防災訓練」を実施し、モデル地域

内の学校と地域の連携を強めることができた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・今年度の事業において、各モデル地域における

取組は、地域との連携を大切にした学校安全を

推進する良い機会となった。特に、各市町教育

委員会が、それぞれの市町部局や自治会等と密

に連携を取り、地域一体となった取組を行って

いる地域が多くあった。 

・また、各拠点校の防災教育も充実しており、各

地域の中核教員や地域住民の参考にし、自校で

の学校安全について推進していく予定である。

各モデル地域及び拠点校では「継続して地域と

連携したい」という声が多くあり、今後も更に

充実した取組が期待できる。 

【課題】 

・今後、各モデル地域が継続した取組を進めてい

くにあたり、中核教員の育成を更に充実させて

いく必要がある。 

・これまで県で実施してきた研修等を充実させ、

実践を多くの中核教員に紹介したり、県のホ

ームページで公表したりすることで学校安全

の取組を県内に広めていく必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：917万人（うち児童・生徒数：76万人） 

○市町村数： 33 

○学 校 数：幼稚園 42 園 小学校 851 校 

中学校 408校 高等学校 157校 

特別支援学校 46校 

義務教育学校 2校 

中等教育学校 2校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

 本県は、太平洋プレート、フィリピン海プレー

ト、北米プレートが交錯する地域に位置するた

め、都心南部直下地震、南海トラフ巨大地震、神

奈川県西部地震等の発生が指摘されている。 

 また、県内には、約 30本の活断層が確認されて

おり、そのうち活動度が高いとされるＡ級活断層

が９本ある。 

 地震や土砂災害や風水害、津波など、地域の特

性に応じて様々な自然災害に備えた連携体制が

必要である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

大和東高等学校（拠点校）は市の避難生活施設

（指定避難所）に指定されているが、横須賀工業

高等学校（拠点校）は広域活動拠点としての指定

であり、災害時における施設としての役割が異な

る。こうした役割に応じた連携体制の構築が求め

られることから、モデル地域として選定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 推進委員会における情報共有 

７月、10月、１月に推進委員会を開催。推進

委員会の中で情報交換の時間を設けた。各学校

の実践等について共有を図り、学校安全アドバ

イザーや市町村教育委員会等の推進委員が、取

組について指導助言等行った。 

 

イ 防災教育研修講座 

  日時：平成30年８月１日 

  会場：総合教育センター善行庁舎大講堂 

  講師：学校安全教育研究所教授・矢崎 良明 氏 

    内容：県内の教職員を対象に防災教育に関す

る研修会を実施。講師による防災訓 

練・危機管理マニュアルの見直し等の

講義、拠点校の中核教員による防災教

育の実践事例について発表した。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

各市町村には、学校安全の推進に関する計画 

に係る取組状況調査を行い、モデル地域には、

成果アンケートを行い、県内の学校の取組の状

況を把握した。 

 

(3) その他特の取組について 

ア 学校安全アドバイザーによる指導助言 

推進委員会で２回モデル地域の取組に関す

る内容を受け指導助言する。拠点校での避難訓

練において各校１回ずつ実施前のアドバイスと

実施後の振り返りを行い、取組の充実を図るこ

とができた。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・学校安全アドバイザーによる専門的知見の活用

することで避難訓練実施に向けた取組の充実や

振り返り、マニュアルの見直し等につながっ

た。 

【課題】 

・拠点校以外にモデル地域内の活動の充実を図る

必要がある。

学校安全総合支援事業 

神奈川県 

 教育委員会名：神奈川県教育委員会 

 住  所：神奈川県横浜市中区日本大通33 

 電  話：０４５－２１０－８３０９ 

別添 
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Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

大和東高等学校、大和東小学校共に、境川が近

くにあることから、大雨等で洪水や浸水をする

可能性がある。また近隣が土砂災害警戒区域に

指定されている。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

  ア ＤＩＧ訓練 

    日時：平成30年７月 10日・13日 

    内容：防災委員が学校周辺の街歩き調査を行

い、防災マップを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 宿泊訓練の実施 

拠点校である大和東高等学校で防災を通じた

地域連携及び実践的な防災訓練を実施した。 

日時：平成30年８月９日～10日 

内容：避難所開設を想定したシミュレーショ

ン（区画整備と就寝シミュレーショ

ン）、防災訓練（起震車体験、初期消火

と担架での搬送法） 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 生徒参画実践的防災訓練 

日時：平成30年９月 28日 

内容：実践的訓練（ＡＥＤの使い方、心肺蘇

生法、ロープワーク、三角巾法等） 

災害発生時において自己の生命を守り、

地域の一員として役割を果たすことがで

きるよう実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 大和市青少年健全育成大会 

    日時：平成30年 10月 27日 

内容：地域ボランティア活動、防災訓練等、

自治会や地域の活動に積極的に参加

し、社会福祉に尽力していた。 

    【 大和市青少年善行褒章賞 】 

 

 

 

 

 

 

 

  オ 防災講話 

    日時：平成30年 12月 14日 

    会場：大和東高等学校体育館 

    講師：閖上中学校遺族会会長・丹野 祐子 氏 

内容：昨年度に引き続き、東日本大震災体験 

   者を講師として招き、「東日本大震災 

が教えてくれたこと」という題で講話

した。 

カ 大和市ＰＴＡ連絡協議会 

  日時：平成30年12月15日 

  内容：大和市立小学校の保護者、教員、学校

関係者や大和市消防本部対象に中核教

員が自らの実体験をもとに「高めよう 

防災意識 地域の力で自助 共助 －

今改めて被災地のこと、災害への心構

えを学ぶ－」という題で講演した。 

 

 

 

 

 

 

 

○モデル地域名：大和市 

深見北ブロック 10自治会 

○学 校 数：小学校 １校 中学校 １校  

高等学校 １校 
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(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  年間を通じて生徒を対象としたアンケート 

を複数回実施し、推移を検証した。 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全アドバイザーによる指導助言 

緊急地震速報（訓練版）を用いた地震発生に 

伴う火災の発生を想定した避難訓練を実施した。 

訓練実施前に要項、校舎内外の確認し、指導助 

言をした。訓練実施後には振り返りをして今後 

の実践に活かせる指導助言をした。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・「コミュニティ・スクール」を活用し、実践委

員会で情報共有を密にとり、モデル地域内で連

携を強化できた。自治会や消防本部、地域自治

会とも情報を共有し、協力体制が構築できた。 

【課題】 

・２年間の取組で拠点校と関係自治体や市の危機

管理課、消防本部との連携を強化してきたが、

拠点校の取組について、モデル地域内の小学校、

中学校への普及をさらに強化していきたい。 

 

Ⅲ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

モデル地域内の全学校が、土砂災害警戒区域

に入っている。また、津波による浸水被害も想定

されている。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

  ア 先進的実践校の視察 

    日時：平成30年 10月４日～５日 

    場所：宮城県立石巻西高等学校など 

    内容：中核教員が、防災に関する地域連携に

ついての取組が優れている宮城県立

石巻西高校を視察し、後日推進委員へ

の報告や地域住民を対象に報告会を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 防災講話 

    日時：平成30年 12月 21日 

    会場：横須賀市文化会館 

    講師：スマートサバイバープロジェクト 

       特別講師・佐藤 敏郎 氏 

    内容：東日本大震災体験者より「３．11を学

びに変える」という題で、拠点校の生

徒及び横須賀市内の学校、地域住民対

象とした防災講話を開催し、災害を自

分のこととして捉え、命の大切さなど

について考えた。 

 

 

 

 

 

 

  ウ 生徒参画型実践的防災訓練 

    日時：平成31年１月 17日 

    内容：災害発生時において自己の生命を守り、

地域の一員として役割を果たすことが

できるよう消火器訓練、煙ハウス体験、

災害伝言ダイヤル体験などを実施した。

またモデル地域内の小学校を招き、起

震車体験を実施した。 

 

 

 

 

 

 

   

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  年間を通じて生徒を対象としたアンケート 

を複数回実施し、推移を検証した。 

 

○モデル地域名：横須賀市公郷地区 

○学 校 数：小学校 １校 中学校  １校 

高等学校 １校 
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(3) その他の取組について 

ア 学校安全アドバイザーによる指導助言 

緊急地震速報（訓練版）を用いた地震発生に 

伴う火災の発生を想定した避難訓練を実施した。 

訓練実施前に要項、校舎内外の確認し、指導助 

言をした。訓練実施後には振り返りをして今後 

の実践に活かせる指導助言をした。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

 ・横須賀市内の地域住民や教育関係者の学校 

  安全に対する関心が非常に高く、取組の公開し 

た際は視察等参加者も多かった。取組の普及や 

情報共有ができた。 

【課題】 

・各モデル地域内の学校間の管理職や防災担当者

間では連携が取れたが、そのほかの教職員につ

いて普及等促していきたい。 
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（防災） 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

人口：１１４万人 

（うち児童・生徒数：１１３，７６５人） 

市町村数：１９市町    

学校数：公立学校 

小学校  ２０６校    中学校８５校  

義務教育学校 ２校 高等学校４７校   

    特別支援学校１２校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

 本県では、平成５年に能登半島沖地震（M6.6）、

平成１９年に能登半島地震（M6.9）が発生してい

る。また、森本富樫断層帯、邑知潟断層帯など主

要な活断層があり、今後３０年以内に地震が発生

する確率は高いとされ、その規模はM7.2 程度と

推定される。 

 しかし、幸いにもこれまで津波による被害もな

く、地域によっては、大きな被害に遭った経験が

ないため、自分事として捉えられないところがあ

る。そのため、安全教育において、児童生徒に、

防災に対する意識を向上させ、自らの命を守る力

を育成すること、また発達段階に応じて、共助、

公助の力を育成することが大切である。さらに、

地域の学校間で連携し地震等の災害に備えるな

ど、地域一帯となって学校安全を推進していく必

要がある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

 本県には活断層があるため、地震がいつ起きて

もおかしくない状況にあり、津波による浸水想定

区域内にある学校は４３校、土砂災害警戒区域内

にある学校は５６校ある。 

 県内全域で地震等の災害による影響は少なから

ずあるため、県内全市町のそれぞれにおいて、モ

デル地域を選定することとした。県立学校につい

ては、能登半島沖地震を経験し防災意識の高い地

域ということで、モデル地域、拠点校を選定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全・健康教育講習会 

県内全ての学校の教職員を対象に学校安全に

関する研修会を実施 

日時：平成30年10月 23日 

会場：石川県地場産業振興センター 

講師：文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育調査官  吉門 直子氏 

内容：安全教育調査官による講演 

「安全な学校生活のための危機管理 

とこれからの安全教育」 

       石川県教育委員会指導主事による解説 

    

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

モデル地域内の学校に対してアンケートを実施

し、災害安全に関する取組を評価・検証した。ま

た、毎年、県内全ての学校を対象に、「石川の学

校安全に関する取組み状況調査」を実施し、経年

比較し、検証している。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・アドバイザーによる学校の安全体制への指導・

助言等は、各学校の安全管理体制の構築や見直

しに大いに役立ち、また、防災研修会等によ

り、児童生徒の防災に関する意識の向上が見ら

れた。 

・モデル地域内での学校間の連携は、拠点校での

取組のみならず、各学校や地域の実情や課題等

も情報共有することができ、地域の学校安全体

制の構築を進めることができた。 

 

 

 

学校安全総合支援事業 

石川県 

 教育委員会名：石川県教育委員会 

 住  所：石川県金沢市鞍月１－１ 

 電  話：０７６－２２５－１８４７ 

別添 
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【課題】 

・学校の規模等により、校務分掌で中核教員を位

置づけることが困難で、管理職が取組みの中心

となる学校が多い。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

いつ起こるかわからない災害に対応するため

には、「自助」「共助」「公助」が大切である。災

害を自分事として捉えるとともに、発達段階に応

じてこれらの力を身につけられるようにする。 

また、地域内の学校が連携し、児童生徒の引き

渡し方法等を共有できるようにしたり、学校が避

難所となるため、その運営に携わったりする等、

地域の学校安全推進体制を構築できるようにす

る。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

    モデル地域で行われる実践委員会において、

各学校での課題や実践等について情報共有を図

った。 

 

イ 安全・健康教育講習会への参加 

 県が実施する、防災教育に関する研修会に参

加。 

日時：平成30年10月 23日 

内容：安全教育調査官による講演 

石川県教育委員会指導主事による解説 

  

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

 学校安全の取組みについては、モデル地域内で、

また児童生徒の災害安全に対する意識については、

拠点校ごとにアンケート調査を実施し、状況把握

を行った。また、学校防災アドバイザーである金

沢大学の青木准教授、同じく林准教授より次年度

に向けての助言をいただいた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・全ての学校において、学校安全に関する会議や

研修等を実施し、日頃の安全教育・管理や危機

発生時における各教職員の役割について、共

通理解を図ることができた。 

・特に防災アドバイザーの派遣後、拠点校の報告

書には、７０％の学校で、「災害安全に関して

教職員の意識が向上した。理解が深まった。」

等の内容が記載されており、モデル地域内の

８５％の学校で避難訓練や危機管理マニュア

ルの見直しがなされた。 

・モデル地域内での学校間で連携することで、地

域の課題を共有することができ、例えば、兄弟

で小学校と中学校に通う場合の引き渡しのル

ールを検討する等ができた。 

 

 

【課題】 

・地域での学校間の連携によって、情報共有が図

られたり、それぞれの学校での研修や教育活動

に活かすことができたが、事業後も、地域が一

体となって継続的で発展的に取組みを進めてい

けるようにする必要がある。 

・保護者引き渡しについて、課題を抱えている学

校が多かったため、危機管理マニュアルの見直

しや近隣の学校との共通理解を進めていく必要

がある。 

 

○モデル地域：県内１９市町 

○学 校 数：小学校 １３校 中学校 ６校 

高等学校 １校 

○アドバイザー派遣回数：１校につき１回 
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（交通安全） 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

○通学路の特徴 

・通学路の多くは生活道路として利用されてい

る。 

・道幅が狭い道路でも、交通量が多く危険な地域

がある。 

・積雪時は車道を通行しなければならないこと

もある。 

○登下校中における主な交通事故 

・平成２４年６月かほく市内 

 自転車で登校中の高校１年生女子生徒が国道 

交差点で、横断歩道を横断中にトラックには 

ねられ死亡する。 

・平成２６年１０月小松市内 

自転車で登校中の高校３年生女子生徒が信号 

機のないＴ字路で軽自動車にはねられ死亡す

る。 

 

３ モデル地域選定の理由 

 道路状況は毎年変化するため、継続的な通学路

の安全点検が必要である。また、全ての市町で取

組みを普及するため、県内全市町のそれぞれにお

いて、モデル地域を選定することとした。さらに、

過去にアドバイザーを派遣されていない学校を

中心にモデル地域とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全・健康教育講習会 

県内全ての学校の教職員を対象に学校安全に

関する研修会を実施 

日時：平成30年10月 23日 

会場：石川県地場産業振興センター 

講師：文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育調査官  吉門 直子氏 

内容：安全教育調査官による講演 

「安全な学校生活のための危機管理 

とこれからの安全教育」 

       石川県教育委員会指導主事による解説 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

モデル地域内の学校に対してアンケートを実施

し、交通安全に関する取組を評価・検証した。ま

た、毎年、県内全ての学校を対象に、「石川の学

校安全に関する取組み状況調査」を実施し、経年

比較し、検証している。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・通学路の安全確保の取組は、地域の学校の合同

点検と実践委員会を行っており、道路管理者お

よび警察官などの関係機関と連携を図ること

で、様々な視点からの情報を共有することがで

きた。 

・アドバイザーの的確なアドバイスを受けて、危

険箇所に対する具体的な対策を図ったり、学校

での児童生徒への安全教育に活かすことができ

た。 

 

【課題】 

・どうしても改善できない箇所、予算面で改善で

きなかった箇所があるため、学校、地域、関係

機関が連携体制をしっかりと構築し、安全教育

を充実させる側面からも通学路の安全を推進し

ていく必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

○モデル地域：県内１９市町 

○学 校 数：小学校 ６９校 中学校 １５校 

○アドバイザー派遣回数：２回 

（能美市、川北町、金沢市、津幡町、内灘町、か

ほく市、宝達志水町、志賀町、中能登町、能

登町、穴水町、珠洲市） 

○アドバイザー派遣回数：３回 

（加賀市、小松市、白山市、野々市市、羽咋市、

七尾市、輪島市） 

人口：１１４万人 

（うち児童・生徒数：１１３，７６５人） 

市町村数：１９市町    

学校数：公立学校 

小学校  ２０６校    中学校８５校  

義務教育学校 ２校 高等学校４７校   

    特別支援学校１２校 
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２ モデル地域の安全上の課題 

 石川県は、これまでも継続的に通学路の点検が

行われているが、車の交通量が比較的少ない場所

が多く、油断して、飛び出して事故に遭うケースも

少なくない。学校、保護者、地域住民、警察等が連

携し、児童生徒自身が交通安全に対する意識を高

め、身を守る力をつけられるようにする。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

    モデル地域で行われる実践委員会において、

各学校での課題や実践等について情報共有を図

った。 

 

イ 安全・健康教育講習会への参加 

 県が実施する、防災教育に関する研修会に参

加。 

日時：平成30年10月 23日 

内容：安全教育調査官による講演 

石川県教育委員会指導主事による解説 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

学校安全の取組みについては、モデル地域内で、

また児童生徒の災害安全に対する意識については、

拠点校ごとにアンケート調査を実施し、状況把握

を行った。また、通学路安全対策アドバイザーよ

り次年度に向けての助言をいただいた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学校、関係機関等が合同で安全点検したことで、

危険箇所における児童生徒の様子を共通認識

することができ、どのような対策や安全教育

が必要かを検討することができた。 

・通学路安全対策アドバイザーの助言を受け、通

学路でのルールやマナーについて安全指導に

活かすことができた。 

・通学路において、どのような危険が潜んでいる

かを分析し、それぞれの立場でどのように対

応すれば児童の安全が確保できるのか確認し

合うことにより、関係機関の連携がとれるよ

うになった。 

・環境整備をするとともに、学校や地域での安全

指導の重要性を再確認することができた。 

・９８％の学校において、学校安全に関する会議

や研修等を実施し、日頃の安全教育・管理や危

機発生時における各教職員の役割について、

共通理解を図ることができた。 

・専門的なアドバイスを受け、看板設置等で危険

箇所を知らせる等の対策が図られた。 

 
【安全点検の様子】 

【課題】 

・区画整理で宅地が造成され、道路整備が進み交

通状況も著しく変化しており、通学路の安全

確保には毎年の点検や見直しが必要である。

その際に警察や道路管理者など専門的な見地

からの指導助言が不可欠であるので、今後も

連携を深めていくことが必要である。 

・交通安全に関する取組みは、年度当初に行う必

要性があり、多くの学校は、交通安全教室等を

事業前に行っている。このため、事業後に交通

安全教育につなげていくには課題が多い。 

・通学路は交通量が多い道だけでなく、そこから

自宅までの細い道もあり、学校が危険箇所全

てを把握するのは困難である。そのような箇

所におけるハード・ソフト両面での対応方法

を検討できるよう、関係機関同士がスムーズ

に話し合える場を作ることが必要である。 

・危険箇所を情報共有し、対策を進めるだけでな

く、児童生徒が事故に遭わないよう安全教育

を充実させていくことが必要である。 

 

【歩道のない通学路】 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

（モデル地域） 

 ３地域（福井市、あわら市、県立嶺北地域）  

Ⅱ 取組の概要 

１ 地域防災の取り組み 

（１） 避難訓練の参観 

土砂災害警戒区域にある拠点校が緊急地震速報

を使用した土砂災害を想定した避難訓練を実施し、

モデル地域内の学校が参観した。実施後、情報交換

会を開催し、避難経路の確保、２次避難場所の確保

についての情報交換がなされ、立地環境を考えた災

害を想定しての避難訓練を行う大切さを再確認し

た。 

（２） 実践委員会の開催 

学校防災アドバイザーに助言を依頼し、実践委員

会を開催した。成果として、シェイクアウトの行動

が身についたこと、授業時間以外の休み時間や掃除

の時間などで避難行動がとれたことがあがった。 

（３） 地域との連携 

 拠点校の校地が土砂災害警戒区域に指定されて

おり、より安全な避難場所を確保するため、隣接す

る施設の避難訓練を参観し、避難場所を確認した。

参観後の話し合いで、２次避難場所として隣接する

施設敷地を利用できるように今後依頼していくこ

とになった。 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）学校防災アドバイザーの派遣 

本県では、県防災士会（含、大学教授）、福井地方 

気象台と連携し、防災士会員および防災気象官、地

震津波防災官を学校防災アドバイザーとして委嘱し、

県内公立学校に派遣している。 

本年度は、小学校(１２回)・中学校(７回)・高等

学校(４回)・特別支援(４回)、計２７回アドバイザ

ーを派遣した。 

（２）防災訓練前後の指導助言 

防災訓練実施前には、学校の立地環境や校舎内外 

の危険箇所をアドバイザーが調査し、適切な避難場

所や避難経路、避難に際しての要注意箇所を示し、

防災訓練実施計画の見直し・改善等に対しての指導

助言を行った。また、訓練実施後には、訓練全般に

対しての指導助言や今後の訓練実施に対しての工夫

や改善点等の指導助言を行った。 

（３）防災講座    

 

児童生徒に対し、７０年前の福井地震での被災状況

学校安全総合支援事業 

福井県 

 教育委員会等名：福井県教育委員会 

 住  所：福井県福井市大手３丁目１７番１号 

 電  話：０７７６－２０－０５９８ 

本県は、本州日本海側のほぼ中央にあり、敦賀

市と南越前町の間にある木ノ芽峠を境にして北

を嶺北地方、南を嶺南地方とに分かれる。県土の

７５％が森林におおわれ、山沿いに建てられてい

る学校も多くある。そのような学校は地震が発生

した場合、土砂災害の危険も高く複合災害のおそ

れがある。本年度は、土砂災害特別警戒区域、警

戒区域に立地し、緊急地震速報が未設置の学校の

ある地域をモデル地域に指定し、複合的な災害が

発生した際に安全な避難行動ができるための取

組を実践した。 

人口：７７万４千人 

（うち児童・生徒数：76,657人） 

市町数：１７    

学校数：幼稚園８３園  幼保型認定こども園８５園 

小学校１９１校 中学校７５校   

義務教育学校 １校 

高等学校３５校 特別支援学校１１校 

主な災害 

●昭和２３年福井地震 ●昭和５６年福井豪雪 

●平成１６年福井豪雨 ●平成３０年福井豪雪      
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や現在の学校周辺の自然環境を説明しながら、想定さ

れる災害の危険性についてプレゼンテーション形式で

の講義を実施した。視聴覚教材を使用した防災講座を

開催し、児童生徒は、防災の基礎知識を得ることがで

きた。 

（４）危機管理マニュアルの見直し・改善 

   
学校安全担当者、管理職の危機管理マニュアル見直

し・改善の話し合いに派遣し、児童生徒の保護者への

引き渡しの方法や通学時の災害における安否確認の仕

方などについて助言した。通学時の災害における安否

確認には地域の協力体制や児童生徒とのルール決めが

大切という助言があり、今後の検討事項としていくこ

とになった。 

 

３ 安全教育手法の開発・普及 

（１）緊急地震速報受信システムの設置と設置校の取

り組み 

ア 実践的な取り組みを実施する学校 

・土砂災害警戒区域に、校舎または施設の一部

が含まれている８校 

・（福井市）：本郷小学校、清水北小学校  

清水南小学校、清水東小学校、清水中学校 

至民中学校 

・（あわら市）金津小学校 

・（県立嶺北地域）清水特別支援学校 

イ 推進委員会、実践委員会の実施 

【推進委員会】 

・モデル地域担当者と学校安全総合支援事業に 

ついての事業説明と実践報告 

①緊急地震速報について 

②緊急地震速報受信システムを活用した訓 

練実施について 

③引き渡し訓練等 

        【実践委員会】 

   ・学校安全総合支援事業の事業説明と危機管理

マニュアル、避難訓練等の情報交換 

 

 

 ウ 学校防災アドバイザ－の派遣 

・学校防災マニュアル及び避難訓練計画等への

指導助言 

・学校内外の危険個所の確認と改善策等につい

ての指導助言 

・児童生徒への防災に関する講義 

エ 緊急地震速報装置の設置 

  ・緊急地震速報について児童生徒、教職員対象

に校内研修会の実施 

オ 避難訓練の実施 

 ・緊急地震速報装置を活用した避難訓練の実施 

・実践的な避難訓練（避難時の障害物）の実施 

・訓練の検証 

     

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

・実践委員会や情報交換会を開催し、避難経路や

避難場所を判断するポイントを確認することが

でることができた。 

・学校防災アドバイザーを27回（22校）に派遣

し、各学校の防災マニュアルや避難訓練に対し

指導助言を行い、マニュアルや訓練等がより実

践的なものになるよう見直した。 

・消防署、地域の方々と連携した訓練を実施する

ことにより、今後の連携の仕方を再確認するこ

とができた。   

２ 今後の課題 

・更なる地域防災の取り組みの推進 

・学校防災アドバイザー未派遣校へのアドバイザ

ー派遣による、避難マニュアルなどの見直し 

・立地環境を考慮した実践的な避難訓練の実施 

・防災教育年間指導計画の充実と体系的な防災教

育の推進 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

 

１ 都道府県・指定都市の現状 

 

県 人 口：2,065,168人（平成 30年4月 1日） 

児童生徒数：  252,174人（平成 30年 5月1日） 

市 町 村 数：77    

学校数：幼稚園 96園  小学校 370校 

    中学校196校  義務教育学校 2校 

高等学校110校 特別支援学校 20校 

    中等教育学校１校 

 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

長野県は、地質的には非常に複雑化しており、

糸魚川－静岡構造線，中央構造線の２つが，本県

の地質分布を特徴づけている。火山帯に加え，信

濃川，姫川両地震帯が存在するとともに，数多く

の活断層が密集する地域が存在することから，こ

れらを中心に地震の発生が予想されている。ま

た、諏訪地域以南 34 市町村が南海トラフ地震に

備え、地震防災対策推進地域に指定されている。 

 最近の主な災害としては、 

○平成18年７月  豪雨災害 

  ○平成23年３月  長野県北部地震 

○平成26年２月  豪雪災害 

○平成26年７月  南木曽町土石流 

○平成26年９月  御嶽山噴火 

○平成26年11月 神城断層地震 

があげられ、各学校では，地域や関係諸機関と連

携した学校安全に関する取組が進められている

が，その取組については，地域や学校間に温度差

が見られるといった課題がある。また、児童生徒

等が自らの命を守るために主体的に行動する態

度の育成にも重点をおく必要がある。 

本事業においては、これらの課題を少しでも改

善するため、県内４地区の９市町村（学校組合）

29校を対象校として指定し、事業を実施した。 

 

３ モデル地域選定の理由 

モデル地域は、学校安全に対して意欲的な地域

や過去において、災害時に大きな被害を受けた地

域、又は今後受ける可能性のある場所を選定し、

防災教育・防災管理についての必要性を他地区に

広めた。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 長野県防災教育研修会 

県内の防災教育担当の教職員を対象に防災 

管理・防災教育に関する研修会を実施。 

日時：平成30年７月20日 

会場：長野県総合教育センター 

講師：信州大学教授  廣内大助 氏 ほか 

内容：「大震災から考える学校防災の取組」 

   「本事業及び本県の学校防災教育の 

現状説明」ほか 

 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

事業を実施した各市町村教育委員会でアンケー

ト調査を実施し、学校安全、特に災害安全におけ

る組織的な取組が促進できたかを確認した。 

 

(3) その他特の取組について 

ア 関係機関等による学校安全に関する検討会 

県教育委員会、県危機管理部、学校防災アドバ 

イザー等で本事業の成果を全県で有効活用させる 

ことができないか検討。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・各市町村での取り組みや実践委員会での議論も

それぞれ有意義なものであった。今後は、更な

学校安全総合支援事業 

長野県 

 教育委員会名：長野県教育委員会 

 住  所：長野市南長野幅下692-2 

 電  話：０２６－２３５－７４４４ 

別添 
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る地域との連携の充実や先進事例の広報の仕方

について検討していきたい。 

・全県の学校代表者が集まる場（全県生徒指導連

絡協議会等）及び県が主催する防災教育研修会

での情報提供や学校安全リーフレット配布によ

り、各学校・地域で取り組むべき内容を確認

し、学校安全に対する理解を深めた。 

・例年作成している実践報告集に加えて、教職員

向けのリーフレット「学校の防災管理の手引

き」を作成し、本事業の取組み及び成果を県内

の学校及び教職員に周知する。 

・関係機関と連携するための会議を開催したこと

で、学校で実施している取組等について関係機

関と共通理解を図ることができた。 

 

【課題】 

・本県は、広く各市町村の地形や面積、校数、人

数もかなりの格差があり、意識もそれぞれなの

で、県全体で統一しての取組はなかなか困難な

状況である。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

・学校が避難施設となるケースまでを想定し、

地域や学校防災アドバイザー、そして小中

（幼）などの学校間での連携を図り，防災訓練

や引渡し訓練を行うなど学校防災体制を整え

ていく必要がある。 

また 、引き続き緊急地震速報受信システム

を有効に活用し，最初の速報音に反応して初

期の避難体制をとる抜き打ちのショート訓練

を計画的に行い，授業時間外（職員不在時）で

あっても児童生徒達が自分で判断し，安全な

避難行動に移ることができるように教育して

いく必要がある。 

 

 
 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

事業実施の各市町村で実践委員会を開催。 

実践委員会での情報交換により各学校での実践

等についての共有が図られた。 

 

 
 

アドバイザー派遣対象校（29校） 

○モデル地域名  学校名（派遣延べ回数）

佐 久 市 臼田小学校(2)           

立 科 町 立科小学校(1)  立科中学校(1)   

泰 阜 村 泰阜小学校 (1) 泰阜中学校(1)  

安曇野市 豊科南小学校(2) 豊科北小学校(1) 

豊科東小学校(2) 穂高西小学校(2) 

穂高南小学校(2) 堀金小学校(2) 

明南小学校(2)   明北小学校(2) 

穂高東中学校(2) 堀金中学校(2) 

明科中学校(2) 

白 馬 村 白馬中学校(4) 

長 野 市 山王小学校(5)   加茂小学校(2) 

松代小学校(2)   信里小学校(6) 

西部中学校(2)   豊野中学校(1) 

須 坂 市 相森中学校(2) 

飯 山 市 木島小学校(1) 

飯 綱 町 飯綱中学校(8) 

長 野 県 木曽養護学校(2) 飯山養護学校(1) 

諏訪養護学校(2) 
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イ 授業及び避難訓練の公開 

拠点校を中心にモデル地域の学校で授業及び

避難訓練等を公開。先進的事例を各校の防災中

核教員等が見学。学校での防災管理・防災教育

の充実に活かした。 

 

 

 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

事業を実施した各市町村教育委員会の全ての学

校でアンケート調査を実施し、学校安全、特に災

害安全における組織的な取組が促進できたかを

確認した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 緊急地震速報受信システムの設置 

要配慮者支援の視点から、県立特別支援学校 

２校（飯山養護学校 、諏訪養護学校）へ緊急 

地震速報受信システムを整備し、より実践的、 

先進的な避難訓練等を実施するなど、防災管 

理・防災教育の推進を図る。またその取り組み 

を県内に発信し、防災教育の普及充実に取り 

組む。  

 

イ 危機管理マニュアルの見直し 

各校において、学校安全について学校外の専

門家による指導・助言を受け、安全点検や防災

避難訓練の改善、危機管理マニュアルの見直し

等を行った。 

 

 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・地域によっては、児童生徒が自らのフィールド

ワークによりハザードマップを作製すること

ができた。自分たちで活用効果も高くなる。マ

ップ作成に留まらず、デジタルマップとしてイ

ンターネットで閲覧もできるようにした。この

ため学校種を越え、地域にも有効に活用できる

ものとなった。 

・昨年までは、各学校での充実・改善に留まって

いた部分があったが、本年度は、実践委員会や

情報交換会を通して他校の様子を共有できる

ようになったことが大きな成果である。 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

・学校種や地域によって課題や取組状況に違いが

あるが、学校防災アドバイザーなどの指導によ

り改善された危機管理マニュアルなどを共有し

ながら、各市町村での底上げを図りたい。職員

の異動もあるが、本年度の成果や課題を確実に

引き継ぎ、本事業を更に前進させるために、関

係各所での連携を図り、防災教育中核教員を中

心に、情報共有を密にする機会を増やすことが

有効であり必要でもあると考える。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約２００万２千人 

（うち児童・生徒数：約２２万人） 

○市町村数： ４２    

○学 校 数： 幼稚園 ７２園 

       小学校 ３６８校 

中学校 １７８校  

高等学校 ６６校 

特別支援学校 ２２校 

義務教育学校 ２校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、海抜０ｍ地帯の平野部から標高 3,000

ｍ級の山のある山間部まで、地域の実情が大きく

異なることから、地域の実情に応じた安全教育を

実施することが必要である。各学校では、安全教

育を進めてきたが、地域の実情に応じないで実施

しているといった課題がある。 

また、平成２９年度の「防災教育を中心とした

実践的安全教育総合支援事業（文部科学省委託事

業）」のモデル校は、安全教育の取組が進められて

きた。しかしその地域内であっても、学校安全に

関する取組については、学校間に差が見られると

いった課題がある。 

地域の実情に応じ、小中高の発達段階に応じた

系統的、継続的な安全教育を実施することで、児

童生徒が安全に関する実践的な力を身に付ける

ようにする。 

 

３ モデル地域選定の理由 

御嵩町は、平成２３年９月の豪雨により校庭な

どに土砂が流れ込むなど過去に自然災害の被害が

あった地域である。その時のことを教訓に災害に

強い町づくりを進めており、平成２９年４月に「御

嵩町 防災コミュニティセンター」を開設し、最

新の設備が整い、被災時の活動拠点であるセンタ

ーが設置してある町である。 

町として 7年前から防災アカデミーを実施し、

これまで町民の１５０名以上が受講し、半数以上

の人が防災士の資格を取得している。さらに平成

２９年度から夏休みに高校生向けの防災アカデミ

ーを実施し、参加した高校生が防災士の資格取得

している。 

このように御嵩町は、地域全体の防災力向上を

推進している地域であり、幼稚園・小学校・中学

校・高等学校の安全教育の連携をしていくことが

可能な地域であることからモデル地域とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校安全講習会 

県内の学校安全担当者又は管理職、市町村教

育委員会の学校安全担当を対象に学校安全管

理・教育に関する研修会を実施。 

日時：平成３０年５月１４日～２４日 

会場：岐阜県内５会場 

講師：岐阜県教育委員会 学校安全課 

 学校安全企画監 室屋 秀和 

内容：学校安全指導者養成研修受講者による

伝達講習 

   新たな危機事象への対応「インターネ

ット上の犯罪被害への対応」 

   交通安全マップの作成の取組 

   学校安全計画の見直し 

イ 学校防災力向上研修会 

県内の希望する防災担当者等を対象に防災 

教育に関する研修会を実施。 

日時：平成３１年２月１日 

会場：岐阜県総合教育センター 

講師：清流の国ぎふ 防災・減災センター 

   特任准教授  村岡治道氏 

内容：防災教育の実践事例 

  校内安全点検の見直し 

  避難訓練の指導方法、改善 

学校安全総合支援事業 

岐 阜 県 

 教育委員会名：岐阜県教育委員会 

 住  所：岐阜市薮田南２丁目１番１号 

 電  話：０５８－２７２－８８５３ 

別添 
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(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

岐阜大学高木朗義教授監修の「減災力テスト」

を県内の公立高校、モデル地域の小、中学校で年

間２回実施。 

統一の指標により、学校安全の取組の進捗を

評価。これにより、県内の複数の学校の取組の進

捗度を横断的に比較することができるようにな

った。 

また「減災力テスト」を夏休みの前までに１回

目を実施。２回目を１２月頃実施したことにより

防災教育で実施した内容の効果を指標から判断

することができるようになった。 

 

＜減災力テスト＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) その他特の取組について 

（監修：国立岐阜大学工学部 高木朗義教授 編著：一般

社団法人 DoItYourself 協力：岐阜県教育委員会） 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・「減災力テスト」を活用した評価を取り入れる

ことにより、ＰＤＣＡサイクルが実践されるよ

うになった。 

・防災担当又は学校安全担当の研修会を開催した

ことで、大学や関係機関から専門的な内容を学

ぶことができた。 

 

【課題】 

・各学校の防災担当又は学校安全担当者は、学校

の実情に応じて毎年度変わる可能性があり、取

組が継続しにくい。 

・研修で学んだことを職員会等で伝達することが

多く、実践するまで至っていない。 

 

 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

 

 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

 

ア 授業研修会の開催 

モデル地域内をはじめ、県内の学校の教職員

を対象に拠点校の学校安全に関する授業を公開

し、学校の安全教育の取組について発表。 

日時：平成３０年１１月１９日 

会場：御嵩町立上之郷小学校 

内容：授業公開 ４年 学級活動 

   「地震が起きたらどうするの」 

     防災教育についての取組発表 

     意見交流、検討会を行い、各学校の実

践等について共有を図った。 

 

 

 

 

 

今までは、各園・学校が学校安全計画を作成し

たり、研修を行ったりして地域内でも学校間の

差が見られた状況であったことが課題である。 

そこで地域内で段階的に児童生徒の安全に関

する実践力の向上を図ることができるようにす

る。 

町内にある全ての学校（幼、小、中、高）にお

いて、それぞれの発達段階に応じた実践的な学

校安全教育を実施することにより、児童生徒が

「安全・安心」に対する正しい知識と技術を身に

付け、学校生活や日常生活での危険認知、予防へ

の意識を高めることができるようにする。 

安全教育で学んだ知見を学校間・教職員間で

共有を図り、今後の学校安全に関する取組の活

性化及び全体の底上げにつなげていく。 

１  モデル地域の現状 

○モデル地域名：可児郡御嵩町 

○学 校 数：幼稚園 １園 小学校 ３校 

中学校 ３校 高等学校 ２校 
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 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

 モデル地域内の小・中学校、高等学校の児童生

徒を対象に岐阜大学高木朗義教授監修の「減災力

テスト」を実施した。 

また、統一した指標を用いて取組の実施状況を

把握するとともに、岐阜大学小山真紀准教授、一

般社団法人 DoItYourself の東善朗氏から次年度

に向けての助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画の見直し 

学校安全担当又は防災担当者を中心に各学

校での学校安全の取組を整理するとともに、拠

点校の学校安全計画から学び、自校の学校安全

計画を見直した。 

     
 

 イ 幼、小、中、高における発達段階に応じた

安全教育のカリキュラムの実施 

   幼稚園から高等学校までモデル地域の全て

の園、学校で育てたい力、身に付けたい力を

明確にした安全教育のカリキュラムを構成し、

実施。 

   幼稚園：集団行動の大切さ、ルール・手順・

約束ごとへの理解を深める。 

   小学校：自ら危険を回避する行動（自助）

と仲間との助け合い（共助）を学ぶ 

   中学校：有事における的確な判断と行動、

自身の役割の理解 

   高等学校：自ら先頭に立ち、防災行動を実

行するための技術習得 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・児童生徒の発達段階に応じた実践的な防災教育を

実施することにより、段階的に防災スキルの向上

を図ることができた。さらに児童生徒が学校で安

全教育を実施したことで家庭内においても防災

や学校安全に関する話し合いの場、情報共有の場

となった。 

・地域の防災リーダーや消防団、安全指導員など地

域住民と連携して事業実施したことにより世代

を超えた交流や地域との関わりを再認識するこ

とができ、地域と学校の結びつきが強くなった。 

 

【課題】 

・モデル地域内であっても取組への意欲や学校安全

に対する認識に学校間で温度差があった。今まで

他校との情報共有の場が少なかったことがあり、

１年目の今年は、他校と連携して系統的な指導を

行うことは不十分であった。 

・今後は中核教員による実践委員会などを定期開催

するなど連携を密に図り、全体の底上げを図って

いきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【幼稚園】煙体験 

【中学校】避難所開設 

【小学校】通学路マップ 

【高校】防災展示 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

〇人 口：366万人（うち児童・生徒：47万人） 

〇市町数：35（市：23、町：12） 

〇学校数：幼稚園 393園 

     幼保連携型認定こども園 220園 

     小学校 508校、中学校 294校 

     義務教育学校 1校、高等学校 158校 

     特別支援学校 39校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

 本県は、東名・新東名等の東西交通及びこれら

の流出入の交通量が多く、交通事故件数は全国第

５位、さらに人口１万人当たりの交通事故件数は

全国第２位と非常に多く発生しており、とりわけ

西部地区は生徒の交通事故件数が多い地域であ

る。 

 

３ モデル地域選定の理由 

 交通事故件数の多い西部地区の中から、人口が

増加しており、それに伴い交通量も増加している

袋井市周南中学校区を選定。 

 また、中部・東部地区からは、人口は減少して

いるが交通事故件数は横ばいであり、特に小学生

の事故割合が高い伊東市門野中学校区をモデル地

域として選定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 小中学校学校安全教育指導者研修会 

県内の公立小中学校の教職員を対象に学校安

全（交通・防犯）に関する研修会を実施。 

開催日：平成30年６月 26日、27日 

会 場：26日 静岡県総合教育センター 

27日 三島市民文化会館 

講 師：常葉大学准教授  木宮 敬信氏 

    大阪教育大学教授 藤田 大輔氏 

内容：学校安全の考え方・進め方 

   通学路の安全管理と交通安全教育 

   交通安全教育の実践事例発表 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

・統一の指標により、各学校又は市町教育委員会

の学校安全の取組、推進体制の進捗状況を評価。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

 ・学識経験者、関係機関で構成する会議を開催

したことで、学校で実施した取組等について助

言を得るとともに、関係機関と共通理解を図る

ことができた。 

 

【課題】 

・モデル地域で実践した取組の普及について、モ

デル地域での実践終了後に取組の周知を実施し

ても周知期間が限られており他地域へ普及させ

るのが困難であった。 

・また、本事業の内容やモデル地域の取組につい

てイメージが湧きにくく、取組を実践するにあ

たり予算面も含めハードルが高い印象を各市町

教育委員会及び学校が抱いている可能性があ

る。 

・以上のことから、モデル地域で取組を実践する

際、取組への各校中核教員等の参観を促すとと

もに、情報共有の場を設けるなど周知方法の工

夫が必要である。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組（袋井市） 

１  モデル地域の現状 

 

 

 

学校安全総合支援事業 

静岡県 

 教育委員会名：静岡県教育委員会 

 住  所：静岡県静岡市葵区追手町9-6 

 電  話：054-221-3677 

〇モデル地域名：袋井市立周南地中学校区 

〇学校数：小学校１校、中学校１校 

別添 
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２ モデル地域の安全上の課題 

 袋井市では、人口が増え新たに道路等が整備

され便利になってきた反面、児童生徒数や交通

量も増え、市内では毎年20件以上の児童生徒が

関係した交通事故が毎年発生している。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 小中学校学校安全教育指導者研修会（県主催） 

県内の公立小中学校の教職員を対象に学校安

全（交通・防犯）に関する研修会を実施。 

開催日：平成30年６月 26日 

会 場：静岡県総合教育センター 

講 師：常葉大学准教授  木宮 敬信氏 

大阪教育大学教授 藤田 大輔氏 

内 容：学校安全の考え方・進め方 

    通学路の安全管理と交通安全教育 

    交通安全教育の実践事例発表 

イ 実践委員会における情報共有 

モデル地域以外の小中学校の中核教員に対し

て第３回実践委員会の参観を促すとともに、実

践委員会の中で情報交換の時間を設け、拠点校

の取組の共有を図った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

・市内全ての学校の児童生徒を対象にアンケート

を実施した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 通学路小中合同点検の実施 

  学校安全アドバイザーの東北工業大学小川教

授、常葉大学木宮准教授及び関係機関等と連携

し小中学校合同の通学路点検を実施し、通学路

の見直しを図った。 

イ 交通安全教室の開催 

  学校安全アドバイザーの東北工業大学小川教

授、常葉大学木宮准教授から助言を得ながら交

通安全教室を開催した。 

ウ 危機管理マニュアルの見直し 

  学校安全アドバイザーの常葉大学木宮准教 

授より、危機管理マニュアル作成における助言

を得て危機管理マニュアルの見直しを行った。 

 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学校、保護者及び関係機関等が連携し、情報を

共有することの重要性を再認識した。 

・学校安全アドバイザーと連携した授業づくり

を行うことにより、交通安全教育の手法を深め

るとともに、多様な交通安全の視点をもつこと

ができた。 

・危機管理マニュアルについて、記載が必要な項

目の整理ができた。 

 

【課題】 

・交通事故を防ぐには児童生徒自身の意識や主体

性を高めることが重要であることから、意識や

主体性の向上が図られる交通安全教育を実施し

ていく必要がある。 

・地域全体の学校安全を推進するには、効果的な

指導方法の在り方や関係者の連携、情報共有の

場の設定などの重要性を発信し、周知していく

必要がある。 

 

Ⅲ モデル地域の現状と取組（伊東市） 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 伊東市では、過去５年間の歩行者の事故状況

は年間60件程度発生しており、横ばいの状況で

ある。年齢別負傷者数は、小学生が８人と最も多

い状況である。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 伊東市学校安全対策検討委員会 

各校の中核教員を対象に、学校安全アドバイ

ザーによる通学路の安全対策に関する研修会を

実施。 

開催日：平成 30年７月９日 

会 場：伊東市役所 

講 師：埼玉大学大学院教授 久保田 尚氏 

内 容：通学路の安全対策について 

 

 

 

〇モデル地域名：伊東市立門野中学校区 

〇学校数：小学校 ２校、中学校 １校 
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(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

・市内全ての学校の児童生徒を対象にアンケート

を実施した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 通学路合同点検の実施 

  学校安全アドバイザーの常葉大学木宮准教授

及び関係機関等と連携し小中学校の通学路点検

を実施し、危険個所の対策について検討した。 

イ 交通安全教室の開催 

  学校安全アドバイザーの常葉大学木宮准教授

から助言を得ながら小学校５、６年生を対象と

した交通安全教室を開催した。 

ウ ヒヤリハット・マップ作り 

  交通安全教室で学んだヒヤリハットに関して、 

その後の児童自身の交通安全意識の向上を図る

ため、学校安全アドバイザーの常葉大学木宮准

教授の助言を得ながらヒヤリハット・マップ作

りを実施した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

   ・中核教員の決定について、各学校長から学校の

安全対策に影響力・指導力のある人材を推薦し

てもらい市教委で決定をしたが、学校内の安全

教育を推進するうえで効果的であった。 

・中核教員を中心に、校内での体制づくりが推進

され、全校で校内における教職員の役割の共通

理解が図られた。 

・拠点校の活動を中心に、他校や地域への情報共

有が図られた。 

 

【課題】 

・中核教員の資質向上の場である伊東市学校安全

対策検討委員会において、参加した中核教員が

各校に戻った際、研修会での内容をすぐに生か

せるよう、研修内容を吟味する必要がある。 

・通学路の合同点検について、合同点検への地域

住民の参加や、通学路だけでなくその周辺の道

路も併せて点検することが必要である。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：７５３万人 

（うち児童・生徒数：８２万８千人） 

○市町村数：５４ 

○学校数：小学校９７６校 中学校４４４校 

高等学校２２１校 特別支援学校４０校 

○主な災害 

● 昭和２０年 三河地震 

● 昭和３４年 伊勢湾台風 

● 平成１２年 東海豪雨 等 

 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県の学校では、学校安全計画を作成し、その

計画に沿った取組が進められている。地域の特性

に応じたそれぞれの取組が進められているが、家

庭・地域と連携・協働が十分推進されているとは

言えない現状がある。 

そこで、交通安全や災害安全に係る取組の充実

が求められる地域をモデル地域に指定し、地域・

学校間が連携して学校安全を推進する取組とな

るよう支援する。そして、その取組の成果を成果

発表会の開催等を通して、県内全域に周知するこ

とで、県全体の学校安全への取組をさらに質の高

いものにする。 

 

３ モデル地域選定の理由 

常滑市では、中部国際空港の開港やニュータウ

ンの開発に伴い、自動車の交通量がここ数年でか

なり増加している。そのため、これまでの交通安

全に関する取組について評価・検証するとともに、

地域と協働した交通安全の取組が求められること

からモデル地域とした。 

また、西尾市は、平成26年に県が発表した調査

によると、津波災害によっておよそ三分の一が浸

水する想定になっているが、ほとんどの地域で発

災後直ちに避難すれば、想定区域外に避難するこ

とは可能であり、避難の体制を整える必要がある

ため、モデル地域と指定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校事故対応講習会 

事故発生時の初動対応や事後対応等の学校の

危機管理の在り方、事故防止対策等に関する研

修会を実施。 

日時：平成30年５月 25日 

会場：ウィルあいち 

内容：さいたま市政策アドバイザーの講義 

   日本スポーツ振興センター職員の講義 

 

イ 防災教育指導者研修会 

県内の全ての学校の学校安全担当教職員を対

象に学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成30年10月 23日、26日 

内容：大学職員による防災に関する講義 

学校安全指導者養成研修受講者によ

る伝達講習 

   学校安全優良校による実践発表 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

統一の指標により、学校安全の取組の進捗を

評価し、県内の市町村教育委員会の取組の進

捗度を横断的に比較することができるように

なった。 

 

(3) その他特の取組について 

ア 推進委員会の開催 

交通安全、災害安全それぞれの分野で、県教

育委員会、学校安全に関する担当部局、県警本

部、気象台、有識者等が参加し、学校安全に関

する県の取組やモデル地域の取組等について意

見交換をした 

学校安全総合支援事業 

愛知県 

 教育委員会名：愛知県教育委員会 

 住  所：愛知県名古屋市中区三の丸3-1-2 

 電  話：052-954-6829 

別添 
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イ 成果発表会の開催 

事業にあたったモデル市町村の先進的な実践事

例を県下に広く普及させる 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・ほとんどの市町村教育委員会で、全ての学校で

学校安全を推進するための中核となる教員を位

置づけていることが確認できた。 

・マニュアルの見直しについても９割近い教育委

員会で指導を実施することができた。 

【課題】 

・学校単位では、有識者の活用が進んでいるとの

回答もあるが、教育委員会単位で専門的な知見

のある有識者が関わっている割合は半分に満た

なかった。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

 

（交通安全） 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

交通量が多くなってきた中で、抜け道として

利用される路地が多い学校があり、児童生徒自

らが主体的に安全を確保しようとする危険予測

行動や安全行動を修得させる。 

 また、交通量が増加する中でも安全を確保す

るため、関係機関と連携して、児童生徒が安全に

通学できるように通学路の安全確保を図る。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全教育推進会議における情報共有 

７月、11 月、２月に安全教育推進会を開催。

安全教育推進会議の中で情報交換の時間を設け、

各学校の実践等について共有を図った。 

 

イ 交通安全教室の開催 

拠点校で交通安全教室を開催し、モデル地域

内の学校の安全教育担当者が公開授業を視察し

た。 

日時：平成30年10月 17日、26日 

内容：学校安全アドバイザーをそれぞれ 2名

迎え、拠点校 2年生の授業公開 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

拠点校の交通安全教室や通学路安全推進会議な

どをもとに、安全教育推進会議において、市内の

すべてのモデル地域内の学校で、学校安全や交通

安全に関する実践を実施した内容について情報交

換を行うとともに、市内すべてのモデル地域内の

学校で、学校安全計画の見直し等を行い、教職員

の役割などについて、共通理解を図った。 

(3) その他の取組について 

ア 通学路安全推進会議 

青梅中学校区の３校を拠点校として、通学路

の合同点検を実施し、対策必要箇所を集約し、

「通学路安全推進会議」において具体的な対策

について検討した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ＤＶＤや歩行環境

シミュレータを用

いたことで、児童

の興味関心を高

め、多くの交通状

況，交通場面にお

いて，危険予測をし，交通安全について考えさ

せることができた。 

・通学路推進会議を通して、アドバイザーの助言

のもと、学校や保護者だけでなく、警察署や道

路管理者、区長等の地域代表者、市の土木課や

安全協働課と、危険個所の現状や対策案を協議

したことで、合意形成を図りながら、具体的な

対策を進めることができた。 

【課題】 

・事前事後のアン

ケートを通して、

「交通ルールに

ついて、家の人と

話をしています

か」の項目にあま

り変化がみられなかった。児童の交通安全意識

を高めていくためにも、保護者に対しても通学

路の危険について知ってもらう手立てが必要で

ある。 

○モデル地域名：常滑市 

○学 校 数：小学校 ８校 中学校 ４校 
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・市として通学路の改善・改修のための対策費の

確保と対策箇所についての今後の検証、そして

警察や道路管理者と整備計画等での連携を図っ

ていく。 

 

（災害安全） 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

自らの命を守ることはもちろん、他者を守る

意識を育てることが大切であるため、防災リー

ダーを育成する。 

また、津波到達時間が最短と予想される一色

南部小学校を拠点校として、小中連携を図って

いく。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

７月、10月、１月に実践委員会を開催。実践

委員会の中で既存の危機管理マニュアルの見直

しを行った。 

 

イ 防災講演会 

  拠点校２校

を会場にし

て、モデル地

域内の学校安

全の中核とな

る教員も参加

して講演会を

実施。 

日時：平成30年7月 5日、10日 

内容：防災教育アドバイザーによる講演 

 

ウ 防災学習発表会の開催 

モデル地域内の学校安全の中核となる教員を

含む学校関係者や市内の自主防災会等を対象に

発表会を実施。 

日時：平成31年１月 12日 

内容：事業報告 

   拠点校代表児童生徒の意見発表 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 昨年度の取組状況と本年度事業の実施後の取組

状況について、モデル地域の全ての学校に対して

アンケート調査を行う。 

 

(3) その他の取組について 

ア 消防署職員の協力による救出救護技術講習 

及び避難所簡易グッズ作りを中学生対象に実施。 

 

イ 中学生の浸水想定区域外への避難訓練 

  町内会ごと

にグループを

編成し、４小

学校及び公民

館を出発する

訓練を実施。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・本事業における防災活動はもちろん、各校の緊

急時対応マニュアルなどについても、アドバイ

ザーや委員から様々な意見をいただき、見直し

を図ることができた 

・「災害時に、人のためにできることがある」と

回答した割合は、事業前は４割程度であった

が、事業後には７割以上となった。様々な防災

活動を通して、児童生徒は「自分の命は自分で

守る」ことはもちろん、「小中学生でも地域の

助けになれる」ことを学び、災害時に防災リー

ダーとして積極的に活動できる姿が期待でき

るようになった。 

【課題】 

・他校や地域への情報共有を行った学校の割合は

４割程度にとどまっていることから、これまで

以上に各校での取組内容や実践を紹介したり、

地域に発信する場を設定したりしていく必要が

ある。 

・組織図を作成するなど横の連携を明確にし、で

きるだけ多くの方（保・幼・高の職員、避難所

配置職員など）を巻き込んで、継続して実施し

ていくことが必要である。 

○モデル地域名：西尾市（一色中学校区） 

○学 校 数：小学校 ４校 

中学校 １校  
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：180万人（うち児童・生徒数：21万人） 

○市町村数：29 

○学校数：幼稚園215園  小学校379校 

   中学校171校  義務教育学校1校 

高等学校77校  特別支援学校18校 

○主な災害 

(1)平成19年三重県中部を震源とする地震 

(2)平成23年台風12号による豪雨 等 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、南北約170km、東西約30～80km、北

中部には伊賀盆地、伊勢平野等の平地が広がる一

方、南部は山地が太平洋に迫りリアス式海岸をな

している。南海トラフ巨大地震の被害想定では、

県全域が強い揺れに見舞われると同時に、南部を

中心に大規模な津波被害が想定されている。 

本事業においては、高い津波による被害が想定

されている鳥羽市・御浜町、県教育委員会事務局

が事業を実施した。 

 

３ モデル地域選定の理由 

モデル地域は、地域性を考慮して県内を４つの

地域（北勢、中勢、南勢、東紀州）に分け以下の

理由により選定した。 

鈴鹿市（北勢）、松阪市（中勢）は、南海トラフ

地震による浸水被害が想定され、大雨時の水害や

土砂災害等への警戒も必要であるため。 

鳥羽市（南勢）は、南海トラフ地震による津波

で甚大な被害が危惧されているため。 

御浜町（東紀州）は、平成23年台風第12号に

より、堤防の一部が破れ河川が氾濫し、半壊した

家屋に巻き込まれ１人が死亡したほか、床上浸水

の被害を受け、平成29年台風第21号でも床上浸

水の被害を受けているため。 

 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校防災リーダー等教職員研修会 

県内の中核教員等を対象に防災教育に関する

研修会を実施した。 

日時：平成30年7月27日（金）※2回実施 

   平成30年8月20日（月） 

   平成30年8月24日（金） 

会場：三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター 

ほか 3カ所 

講師：川口  淳 三重大学大学院准教授 

   鬼頭 浩文 四日市大学教授 

   渡邊 喜内 三重県教育委員会 

学校防災アドバイザー 

内容：家庭・地域と連携した防災の取組を 

先進的に行っている学校の事例を紹介 

 

イ 体験型防災学習実践研修会 

体験型の防災学習により、学校が避難所にな

った際に生じるさまざまな課題を認識したり、

備えておくべきことについて考えたりする研修

会を実施した。 

日時：平成30年10月15日（月） 

平成30年10月18日（木） 

平成30年10月22日（月） 

平成30年10月25日（木） 

平成30年10月29日（月） 

会場：伊勢市防災センター 

ほか 4カ所 

講師：水木 千春 三重大学 

地域圏防災・減災研究センター助教 

      渡邊 喜内 三重県教育委員会 

学校防災アドバイザー 

内容： 避難所運営ゲーム（ＨＵＧ） など 

 

ウ 学校防災ボランティア事業 

県内中高生が宮城県と福島県の被災地を訪問

学校安全総合支援事業 

三重県 

 教育委員会等名：三重県教育委員会 

 住  所：三重県津市広明町１３番地 

 電  話：０５９－２２４－３３０１ 

別添 
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し、被災地の方々との交流や心のケア等を含め

たボランティア活動等を実施した。 

【事前学習会】 

日時：平成30年7月15日（日） 

内容：東北を訪問する前に、あらかじめ、地

震や津波、台風などの自然災害、また

防災のさまざまなことについて学習

した。 

全ての参加者が防災士教本を購入し、

防災士資格取得カリキュラムに基づ

いて、保護者同伴のもと本格的な防災

学習を実施した。 

 

【現地学習会】 

日時：平成30年8月6日（月）～8日（水） 

内容：児童７４名と教職員１０名が犠牲にな

った旧大川小学校を訪問した。 

   東松島市立矢本第二中学校で、第二中

学校の１０人、東女川町立女川中学校

の１３人の２５人合同で防災学習を

実施した。 

   避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）に取り組

み、学校を避難所と設定し避難してき

た人の配置や要求の対処について検

討した。 

避難所運営と仮設住宅の暮らしにつ

いての講演を聴講した。 

 

【事後学習会】 

日時：平成30年8月25日（土）・26日（日） 

内容：四日市消防本部、四日市大学機能別消

防団に所属している四日市大学生、四

日市看護医療大学生の協力を得て、防

災士試験受験に必要な普通救命講習

を実施した。 

その後、防災士試験を実施し、15名が

合格した。 

その後、東北でのボランティア活動の

思いや記録を共有した。 

 

エ 高校生フォーラムへの参加 

県内の高校生が一堂に集い、日ごろ取り組ん

でいる学習の成果を相互に発表し、交流を深め

る「高校生フォーラム」において、学校防災ボ

ランティア事業参加者が成果を発表した。 

日時：平成30年11月3日（土・祝） 

内容：学校防災ボランティア事業参加高校生

４人が、取組成果を発表した。 

   防災への意識を高め、東日本大震災を

知らない子たちにその教訓を伝えて

いくことの重要性について話した。 

   

オ 学校防災アドバイザー事業 

学校防災アドバイザーを派遣し、南海トラフ

地震が発生した際に甚大な被害が予想される県

南部の市町を中心に、県内全域の学校の防災教

育や防災研修の支援を行った。 

実績：県立学校、公立小中学校等 

   防災教育推進支援事業の活動 80日 

   支援件数 169件（7月～2月） 

講師：川口  淳 三重大学大学院准教授 

   渡邊 喜内 三重県教育委員会 

学校防災アドバイザー 

内容：三重県の防災教材である防災ノートの
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活用方法、地域との合同の防災訓練の

実施に対する指導・助言等を学校の実

情と課題等を踏まえながら行った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

・成果指標として設定している項目に関して達

成できていない理由や課題となっている点につ

いて、改善を図るための対策を検討した。 

・県立学校、公立小中学校の中核教員対象の学

校防災リーダー等教職員研修会等での周知を実

施した。 

・県の指導主事が、市教育委員会と連携し、拠

点校及びモデル地域内の学校を定期的に訪問し、

各学校の担当教員に対し取組の確認を行った。 

・実践委員会、中核教員に対する研修会等で各

学校の取組を共有した。 

 

(3) その他特の取組について 

ア 学校安全総合支援事業推進委員会の開催 

事業の実施方針や県内への普及計画の検討、

モデル地域の市町等教育委員会への情報共有・

指導・助言・支援、県における取組の検証を行

う「推進委員会」を2回開催した。 

推進委員会は、県教育委員会担当者、モデル

地域の市町等教育委員会担当者、警察や消防署、

大学等の関係機関、学識経験者等で構成してい

る。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・ 県内各地域の教職員が、学校防災リーダー等

教職員研修会で先進的な防災の取組を行って

いる学校の事例を聞いたり、体験型防災学習

実践研修会で体験的な防災学習を実体験した

りすることで、自校での取組に活かそうとす

る機運が高まった。また、学校と家庭・地域

が一体となった防災の取組を推進することの

重要性を認識し、親子での防災活動や、地域

を巻き込んだ一日防災デーなどの取組を実施

する学校が増えてきている。 

・ 学校防災ボランティア事業の参加者らは、ア

ンケート結果や感想文などから、中高生によ

る防災ボランティア活動・被災地支援の意

義・重要性が理解できたことがうかがえる。 

 

【課題】 

・ 防災教育推進支援事業については、家庭・地

域との連携の必要性は認識していながら、ま

だ学校内だけの取組に終わっている学校も見

られる。 

・ 学校防災ボランティア事業については、参加

中高生が、その後も、地域を担う若き防災人

材として、地域で実践し、地域の防災に貢献

する中高生や大学生に育つよう支援していく

必要がある。 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

（１）モデル地域名：北勢地域（鈴鹿市） 

揖斐・木曽・長良の三大河川に囲まれた輪中地帯

があり、昔から水害に悩まされてきている。また、

人口・面積規模の大きい市が複数ある。 

（２）モデル地域名：中勢地域（松阪市） 

 北勢地域に次いで人口・面積規模が大きく、北勢・

中勢地域ともに沿岸部から内陸部まで広範囲にわ

たっており、いずれも多種多様な災害の被害が予想

される。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

（１）モデル地域名：北勢地域（鈴鹿市） 

学 校 数：幼稚園 20園 小学校 30校 

中学校 11校 高等学校 5校 

特別支援学校  1校 

義務教育学校 41校 

（２）モデル地域名：中勢地域（松阪市） 

学 校 数：幼稚園 23園 小学校 41校 

中学校 13校 高等学校 4校 

特別支援学校  1校 

義務教育学校 54校 

（３）モデル地域名：南勢地域（鳥羽市） 

学 校 数：幼稚園  1園 小学校  8校 

中学校  5校 高等学校 1校 

特別支援学校  0校 

義務教育学校 13校 

（４）モデル地域名：東紀州地域（御浜町） 

学 校 数：幼稚園 0園 小学校  4校 

中学校  3校 高等学校 1校 

特別支援学校  1校 

義務教育学校  7校 
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（３）モデル地域名：南勢地域（鳥羽市） 

（４）モデル地域名：東紀州地域（御浜町） 

 南海トラフ地震では巨大津波の発生が危惧され、

中には道路網が寸断され孤立が心配される地域も

ある。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

11月、2月に実践委員会を開催。各学校の実

践等について共有を図ったほか、来年度に向け

た取組内容の検討を行った。 

 

イ 成果報告会（中高生防災サミット）の開催 

    中高生や大学生による防災ボランティア活

動・被災地支援の意義・重要性について考える

中高生防災サミットを開催した。 

日時：平成31年2月10日（日） 

会場：四日市大学 

内容：震災当時、教頭として宮城県石巻西高

等学校で壮絶な避難所運営にあたっ

てきた東北大学教育・学生支援部特任

教授である齋藤幸男さん、震災当時、

野蒜小学校６年生だったが、高校生に

なってから震災の記憶を語り継ぐた

め語り部グループを立ち上げ、視察団

体の案内や講演活動を行っている２

人の大学生 小山 綾さん、齋藤 茉弥

乃さんの講演会を開催した。 

被災地支援や防災ボランティア活動

に取り組む県内の中高生及び大学生

が取組内容を発表した。 

防災ワークショップや防災パネルデ

ィスカッションを実施した。 

   

 

 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

中核教員を中心として、学校において家庭や地

域と連携して防災学習等を行う際には、学校から

の要望に基づき「学校防災アドバイザー」を派遣

して取組の支援を行い、モデル地域内における学

校防災の普及を図った。 

これらの取組により、学校安全の取組について

地域への情報共有等の連携を図ったモデル地域内

の学校の割合は、事業実施前の６７．０％から６

９．７％へと増加した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 来年度に向けて 

市教育委員会が中心となり、地域と学校が協働

した学校安全に係る推進体制がより充実していく

よう、警察などの公的機関をはじめ、地域まちづく

り協議会等を積極的に活用していく。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ モデル地域の学校では、モデル地域内13箇所

において、通学路安全対策アドバイザー等が

通学路の安全調査を実施し、危険箇所の把握

を行った。 

・ 実践委員会等を通じ警察と地域との連携の場

を構築することができた。また、実際に通学

途中の児童生徒の様子を把握することで、よ

り効果的な指導につなげることができた。 

【課題】 

・ 地域全体の安全を確保するため、警察をはじ

めとする公的機関との連携を深めることがで

きたが、地域の自治会やボランティア、さら

に道路管理者へ対し道路環境の改善に向けた

働きかけが今後の課題である。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：１４１万人（うち児童・生徒数：16万人） 

○市町村数： 19市町 

○学 校 数：幼稚園 140 園 小学校 223 校 

中学校 106校 高等学校 54校 

特別支援学校 16校 

義務教育学校  １校 

中等教育学校  １校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では近年，豪雨災害，竜巻被害等の自然災

害による被害が発生している。平成 24 年大津市

南部集中豪雨や平成 26 年運用後初の大雨特別警

報、平成 30 年の西日本豪雨等、風水害が発生し

ている。また、平成 30 年６月には、米原市にお

いて風速約65ｍの竜巻とみられる突風が発生し、

８人の負傷者や140棟の建物被害が出たところで

ある。さらに、平成 30 年５月には、県内の小学

生が増水した側溝に流されて亡くなるという大

変悲しい事故も経験した。防災管理だけでなく、

防災教育の必要性を痛感した。 

学校や市町教委からの交通事故報告を集計し

たところ、自転車運転に関連する事故が報告数の

80％を超えており、自転車運転に係る危険予測・

回避能力の育成が急務であると言える。 

上記の防災・交通安全はもちろんのこと、防犯

においても対策が急がれる。「登下校防犯プラン」

に基づいた、地域住民や関係機関等と連携した取

組が進められてきたが，その取組については，地

域差、学校差が見られるといった課題がある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

彦根市では、拠点校となる小学校は、学区内に

土砂災害警戒区域や大雨時に冠水する個所があ

る。また、交通量も多く、スクールガード等学校

安全への取組に積極的で、学校安全に対する意識

が高い。今年度学区内全域の危険個所を調べ、安

全マップの作成を行う。また、本市で作成した防

災教育副読本の活用を推進するため、副読本のワ

ークシートを作成するにあたり、市内の中心部に

位置する拠点校となる小学校は、会合や授業研究

会に参集しやすい。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

 

ア 学校防災教育コーディネーター講習会 

県内の担当者を対象に防災教育に関する研修

会を実施。（悉皆研修） 

日時：平成31年１月22日 13:30～16:40 

会場：栗東芸術文化会館さきら 

講師：岩手大学大学院 准教授 森本晋也 氏 

   滋賀大学大学院 教授 藤岡達也 氏 

内容：新学習指導要領における防災教育 

   県内実践校の実践報告 

   水防法等改正に対する学校の対応 

 

イ 学校安全指導者講習会 

県内の全ての学校の学校安全担当教職員を対

象に学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成30年８月２日 13:30～16:40 

講師：京都市立養徳小学校 校長 中野喜夫 氏 

東北工業大学 教授 小川和久 氏 

内容：学校事故防止についての実践報告 

    発達段階に応じた交通安全教育 

 

  

 

   

学校安全総合支援事業 

滋賀県 

 教育委員会名：滋賀県教育委員会 

 住  所：滋賀県大津市京町４丁目１番１号 

 電  話：０７７－５２８－４６１０ 

別添 
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 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

県内全公立学校を対象に実施している「滋賀県

学校安全取組状況調査」を毎年実施することで、

経年変化を見ている。 

 

 (3) その他の取組について 

ア 子どもの安全確保に関する連絡協議会の開催 

 市町教育委員会と県警本部等の関係機関、

関係課が一堂に会し、県内での学校安全の

課題を共有し、対策を協議している。 

日時：第１回…８月 31日 14:00～16:30 

 第２回…２月７日  14:00～16:30 

アドバイザー 滋賀大学大学院 藤岡達也氏 

主な協議題：登下校防犯プラン、水防法改正への

対応、登下校交通安全プログラム等 

 

 イ 学校の危機管理トップセミナーの開催 

    県内の公立学校長を対象とした危機管理研修 

  日時：平成30年４月26日 13:30～16:40 

  講師：高崎市教育委員会 教育長 飯野眞幸 氏 

     文部科学省 安全教育調査官 吉門直子 氏 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・子どもの安全確保に関する連絡協議会を開催し

たことで、学校安全に関する危機感の地域差の

改善につながっている。 

・４月に校長を対象とした危機管理研修を実施す

ることで、校長をリーダーシップとした学校安

全体制の強化につながっている。 

【課題】 

・各学校の安全主任や防災教育コーディネーター

は毎年度変わる可能性があり、取組が継続しに

くい。 

・県域での情報共有を実施しているが、地域別に

よる関係機関（各警察署・消防署、市町防災担

当部局等）との情報交換の実施率はまだまだ低

い。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

受託３市がそれぞれ実践委員会を開催。域内

の中核教員による実践交流を行った。 

 

イ 副読本ワークシートの作成 

市で作成した防災教育副読本をさらに活用す

るために、ワークシートを作成した。 

 

 

①モデル地域名：彦根市 

学 校 数：幼稚園・こども園９園 小学校17校 

 中学校８校 高等学校６校 

 特別支援学校２校 

②モデル地域名：近江八幡市 

学 校 数：幼稚園・こども園９園 小学校 12校 

       中学校 ４校 高等学校３校       

③モデル地域名：米原市 

 学 校 数：幼稚園11園 小学校９校 

中学校 ６校 高等学校 ２校 

彦根市 

鈴鹿西縁断層帯による地震では震度７、南海ト

ラフ地震・琵琶湖西岸断層帯地震では、震度５強

から震度６弱の揺れが想定されている。琵琶湖洪

水や河川氾濫が生じた際には、市内を流れる４河

川流域の７割の地域で被害が及ぶことが想定され

ている。 

米原市 

公共交通機関がほとんどなく、市内中学校では

生徒のほとんどが自転車通学をしている。また、

校区も広域のため、長距離を通学する生徒も多い。

また、市の現状から、市民の移動手段も自家用車

が多く、通勤通学時には交差点などで自転車と自

動車が行き交うことが多い。そのため、毎年自転

車事故が発生している状況である。 

そのような市の実態から考えて、中学生の自転

車マナー向上や交通安全意識向上が、今後の市の

課題である。 
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ウ 授業研究会（ワークシートの検証）の開催 

日時：平成30年11月 15日 

内容：ワークシートを活用した防災教育の授

業研究会を実施した。 

 

エ 近江八幡市立桐原小学校：交通安全マップの改訂 

  これまでの安全マップは、平成２８年４月に新校

舎として移転する前のもので、校舎の位置も旧の

ままであった。そこで、各地域で構成する町別児

童会の意見やＰＴＡ地域委員さんの意見を参考に

しながら、危険箇所の洗い出しを行い、安全マッ

プを改訂した。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

米原市 

小中学校の安全担当・管理職から通学路の状況等

を直接ヒアリングする機会に、各校の学校安全の取

組状況なども聞き取り、他校のモデルとなる取組を

助言するなどしている。 

彦根市 

防災教育副読本の活用状況ならびに安全教育の

実施状況、学校安全体制構築の状況等について、市

内全校にアンケート調査を実施。これにより、市内

複数の学校の取組状況や進捗度を横断的に比較す

ることができるようになった。 

 

 

 

(3) その他の取組について 

ア 「８・３運動」（ながら見守り）の推進 

午前８時、午後３時に、「ながら見守り」を

していただくよう、防災無線で放送を流してい

る。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・消防署や危機管理担当課、地域まちづくり協議

会などと連携するための会議を開催したこと

で、学校で実施している取組等について関係機

関と共通理解を図ることができた。 

・学校管理職や安全主任、防災関係機関等と合同

で研修会を実施したことで、最新の防災に関す

る情報や考え方、拠点校の取組を共有すること

ができた。その結果として防災意識の向上が図

れた。 

【課題】 

・中核教員が中心となって学校安全を推進してい

く体制を整備すること。 

・拠点校の教職員の資質向上をは効果的に取り組

めたが、モデル地域全体のレベルアップの底上

げには時間がかかる。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：882万人（うち児童・生徒数：92万人） 

○市町村数：43（政令市含む） 

○学 校 数：幼稚園 627 園 小学校 1004 校 

中学校 525校 高等学校 270校 

特別支援学校 51校 

義務教育学校 4校 

中等教育学校 1校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

【災害安全に関すること】 

本府では平成３０年に大阪北部を震源とす

る地震や、台風などの自然災害により、多くの

被害が発生した。また、南海トラフ巨大地震に

よる「大阪府津波浸水想定」をはじめとする被

害予想では、M9 クラスの地震が発生した場合

には津波等により多くの死者が出ることが予

想されている。これまでの災害から得られた教

訓を踏まえ、南海トラフ巨大地震等、今後、予

想されている災害への対策を講じていくこと

が課題である。 

【交通安全に関すること】 

交通安全教育においては、中高生の交通事故

の特徴として、自転車乗車中の事故の割合が多

いことがあげられており、交通安全教室などを

通じて児童生徒等への交通安全教育の充実が

必要である。 

【生活安全に関すること】 

生活安全教育においては、通学路の一人区間

が多い地域や、建築物などによる死角が多い地

域など、防犯の観点における地域や学校の抱え

る安全上の課題は様々である。それらに対し、

「地域安全マップづくり」に取り組むことで、

児童生徒の危険予測能力及び危機回避能力の

向上を図り、犯罪や事故に巻き込まれないよ

う、主体的に行動する態度を育成することが必

要である。 

３ モデル地域選定の理由 

【災害安全に関すること】 

土砂災害の想定区域内にある学校に対し、防災

アドバイザーを派遣して、危機管理マニュアルの

整備を行うなど、地域や学校園が抱える課題を解

決するため、モデル地域を選定した。 

【交通安全に関すること】 

自転車マナーの向上や、交通安全意識の醸成等

を図る地域に対し、地域と連携した交通安全教室

の開催などを考慮し、モデル地域を選定した。 

【生活安全に関すること】 

 校区が住宅地のみである大阪北部の小学校にお

いて、児童及び教職員の危険に対する認知力の向

上を図るなど、それぞれの学校、地域が抱える課

題の解決を目的とし、モデル地域を選定した。 

 

４ 取組の概要 

大阪府における安全教育の課題として、大規模地

震を含む、様々な自然災害や、通学時に子どもが巻

き込まれる交通事故、被害者となる事件、事故の発

生があり、子どもの安全・安心に対する懸念が広ま

っていることから、安全教育の充実が求められてい

る。 

そういった現状を受け、本事業において、 

（ⅰ）「地域安全マップづくり」を通しての防犯教

育の推進・支援事業 

（ⅱ）スケアードストレイト教育技法を活用した

交通安全教室推進・支援事業 

（ⅲ）学校防災アドバイザー派遣事業 

（ⅳ）災害ボランティア活動の推進・支援事業 

（ⅴ）学校安全に係る学校間の連携の推進・支援 

事業 

を実施し、地域や学校の抱える学校安全上の課題に

対して支援する。 

 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 第１回安全教育推進委員会 

学校安全総合支援事業 

大 阪 府 

 教育委員会名：大阪府教育委員会 

 住  所：大阪市中央区大手前3丁目2番12号 

 電  話：06-6944-9365 

別添 
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有識者及びモデル地域の中核教員または市

町村教育委員会担当者による、事業概要や課題

の共有を実施。 

日時：平成30年7月 25日（水） 

会場：プリムローズ大阪 

内容：事業概要や課題の共有 

 

イ 第2回安全教育推進委員会 

有識者及びモデル地域の中核教員または市

町村教育委員会担当者による、事業成果や次年

度に向けた課題の共有を実施。 

日時：平成31年2月 6日（水） 

会場：プリムローズ大阪 

内容：事業成果や次年度に向けた課題の共有 

 
 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

府内統一の5項目の指標についてアンケート調査

を実施し、これにより、府内全域の自治体における

学校安全に関する取り組みの進捗度を比較するこ

とができた。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・安全教育推進委員会等の会議を開催したこと

で、地域の学校安全上の課題を踏まえた防災教

育や交通安全教育、生活安全教育の指導方法な

どの開発・普及に関する課題などについて意見

交換を行うことができ、本事業の円滑な実施や

報告会の内容の充実につながった。 

【課題】 

・モデル地域における組織的な学校安全体制の

構築、地域と連携した学校安全の推進などが

課題として挙げられた。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域 

【災害安全に関すること】 

（ア）学校防災アドバイザー派遣事業 

モデル地域：大阪府（拠点校４校）、太子町、

千早赤阪村、富田林市 

（イ）災害ボランティア活動の推進・支援事業 

モデル地域：大阪府（拠点校４校） 

【交通安全に関すること】 

モデル地域：大阪府、豊中市、岬町、門真市 

【生活安全に関すること】 

モデル地域名：大阪府、豊能町 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

【災害安全に関すること】 

・土砂災害警戒区域内にある中学校や、南海トラ

フ地震を想定した浸水想定区域内にある学校

などの、危機管理マニュアルの充実 

・PTAの保護者を対象とした防災意識の啓発 

・備蓄品の整備 

・避難訓練の方法 

など 

【交通安全に関すること】 

・交通ルールの徹底 

・自転車通学のマナー 

・自転車運転時の危機意識の低さ 

・地域全体での交通安全意識 

など 

【生活安全に関すること】 

・地域ボランティアの高齢化 

・下校時の一人区間の多さ 

・通学路上の怪我や事故が起こりやすい場所の

周知 

・聴覚障がいをもつ人の危機管理意識の醸成や

必要な知識の習得 

など 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

【災害安全に関すること】 

ア 「防災教育関連事業」成果発表会 

府内の全ての学校安全担当教職員を対象に防災

教育に関する研修と本事業の成果発表を実施。 

日時：平成31年1月 23日（水） 

会場：プリムローズ大阪 

講師：岩手大学准教授  森本晋也氏 
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内容：講演、各モデル地域からの実践発表 

【交通安全に関すること】 

ア 「交通安全及び生活安全に関する推進・支援事

業」成果発表会（※１） 

府内の全ての学校安全担当教職員を対象に交通

安全、生活安全に関する研修と本事業の成果発表

を実施。 

日時：平成31年1月25日（金） 

会場：大阪市立こども文化センター 

講師：科学警察研究所 齊藤知範氏 

   痴漢抑止活動センター 松永弥生氏 

内容：講演、各モデル地域からの実践発表 

 

【生活安全に関すること】 

ア 「地域安全マップをづくり」を通しての防犯教

育の推進・支援事業連絡協議会の開催 

 
イ 「交通安全及び生活安全に関する推進・支援事

業」成果発表会（※１） 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

【災害安全に関すること】 

各モデル地域内の地域と連携した避難訓練の実

施率を調査。また、その計画内容や評価の方法に

ついての調査を実施。 

【交通安全に関すること】 

各モデル地域内の学校を対象に、地域と連携し

た交通安全教室の開催に関する調査を実施。また

拠点校において、事業実施前後の児童生徒の変容

に関するアンケートを実施。 

【生活安全に関すること】 

各拠点校において、地域安全マップ作成前後に

おける生徒や学校の変容などに関するアンケート

を実施。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校防災アドバイザー連絡協議会の開催 

学校防災アドバイザーに事業の趣旨、実施方法

等の共通認識を図るために開催 

日時：平成31年1月29日（火） 

場所：大阪私学会館 

内容：学校防災アドバイザーによる協議 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

【災害安全に関すること】 

（１）学校防災アドバイザー派遣事業 

学校防災アドバイザーの指導・助言により、地

域や保護者等と連携した避難訓練や様々な事象

を想定した避難訓練を実施することができた。危

険等発生時対処要領や防災マニュアルについて

も、検討・改善され、より効果的で実践的なもの

となった。また、児童生徒・教職員のみならず保

護者や地域住民の防災意識も高まり、防災体制の

充実が図られた。 

防災アドバイザー派遣地域・学校数：２地域５校 

派遣回数合計： 計２７回 

（２）災害ボランティア活動の推進・支援事業 

  生徒が被災地を訪問し、ボランティア活動や被

災者との交流、被災地視察などに取組むことによ

り、生徒に災害の規模や悲惨さを実感させ、その

場に居合わせたときに自分たちにも果たせる役

割があることを気づかせることができた。また、

その実感や気づきは、校内・地域での活動報告を

通じて校内や地域へ広まり、「自助・共助」の精

神の普及を図ることができた。 

【交通安全に関すること】 

スケアードストレイトの特性上、事故の再現シー

ンに生徒がショックを受ける可能性が考えられる

ため、事前学習時に参加に不安を感じる生徒が相談

できるよう配慮する等、各学校の状況に応じて対応

を工夫した。事後アンケート調査の結果において
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は、安全意識が高まったと答える生徒がほとんどで

あり、主体的な交通安全への姿勢や態度の育成を図

ることができた。また、警察との連携を条件とした

ため、実施に向けての調整を通じて、関係が充実し、

今後の交通安全教育等における連携につながった。 

 
【生活安全に関すること】 

実際にマップを作ることで、より多く、より正確

な情報収集ができた。さらに、児童生徒が自らの視

点で安全点検することで、より防犯意識を向上させ

ることができた。 

【課題】 

【災害安全に関すること】 

近年は地域や保護者などと連携した防災避難訓

練を実施する学校が増加しているが、今後もより多

くの学校において地域一体となった、効果的で実践

的な防災避難訓練が実施されるよう推進していく

ことが必要である。 

  また、災害ボランティア活動の推進・支援事業で

の実践校の取組みについては、成果発表会や報告書

により、府立学校や市町村教育委員会に周知するこ

とができたが、「自助・共助」の精神の普及について

は、児童生徒の個々の意識へ浸透させる工夫も必要

である。 

【交通安全に関すること】 

スケアードストレイトを活用した交通安全教室

の参加に不安を感じる生徒に対しては、事前プリン

トを配付し、学級担任へ相談する等の呼びかけを行

った学校が多かった。今後も、事前指導を工夫する

等の配慮が必要である。 

今年度は地域と連携した取り組みを実践した学

校が多かったが、今後も地域と連携した交通安全教

室の開催を実施していく。 

【生活安全に関すること】 

取り組みの成果を、近隣の学校園にこれまで以上

に周知することで、地域全体の学校安全の推進につ

ながる。 

また、生徒変容を測るためのアンケートを作成す

ることで、より取り組みの成果がわかりやすくな

る。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：547万人（うち児童・生徒数：68万人） 

○市町村数：41    

○学校数：幼稚園 532園 小学校 764校 

     中学校 387校 高等学校 205校 

      特別支援学校 47校 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、東西の長さが111.13km、南北の長さが

168.50kmで、北は日本海、南は瀬戸内海に接して

おり、地域により自然災害に大きく違いがある。 

南海トラフ巨大地震の被害想定では、南あわじ

市には、約 40 分で１ｍの津波が到達し、最大９

ｍに達する。また、神戸市中央区には、約 90 分

で１ｍの津波が到達し、最大４ｍに達することが

予測されている。 

安全教育においては，児童生徒等に自らの命を

守る行動を主体的に実践する力や危険を予測し、

回避する力を育成することが必要である。 

 本事業では、近年広域に渡って起こっている

様々な自然災害に迅速に対応できる学校安全体

制の強化及び教職員・児童生徒の安全意識と発災

時の実践力の向上が課題である。 

３ モデル地域選定の理由 

災害安全 

 防災教育推進校 

本県は広域であるため、地域によって災害特性

が異なることから、一部地域をモデルとするので

はなく、主管モデル地域として南部～中部地域（主

管校：舞子高校）・北部～中部地域（主管校：西脇

北高校）および阪神昆陽高等学校・阪神昆陽特別

支援学校、中学校 1校（飾磨市立飾磨東））を指

定した。 

学校防災体制推進校 

本県は広域であるため、各地域によって災害特

性が異なることから、県内を７地域にわけ、学校

防災体制推進校を20校程度（公立小学校、中学校、

高等学校、特別支援学校）を指定した。 

学校安全 

学校安全への取組を推進する意欲が高い地域・

学校の取組を支援するとともに、それらの地域や

学校の取組を県内の県立学校の中核教員及び市町

教育委員会の学校安全担当者へ講習会・研修会等

を通じて伝達・紹介し、県内全ての学校において

学校安全に関する組織的取組の推進を図る。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 地区別防災教育推進連絡会議 

日時：平成 30年 5月 21日,5月 25日,5月 29

日,5月31日,6月8日 

  内容：学校安全（防災）体制の構築推進に関す

る講義等 

   各地区の防災教育について、平成30年度

重点的に取り組む事項について、各市町

での取組みについて等 

イ 防災教育研修会 

県内の全ての教職員を対象に防災教育に関す

る研修会を地区別に年２回実施。 

日時：（第１回）平成30年6月26日,7月10日,7

月 24日,7月 31日,8月 1日,8月 7日,9

月10日 

  （第２回）平成 30年 10月 26日,11月 15

日,11月20日,11月22日,11月26日,11

月29日,12月 7日 

内容： 学校防災アドバーザーによる講演、昨年

度防災教育推進校および防災体制推進

校実践発表、EARTH員による講演および

模擬授業等 

講師：神戸気象台防災管理官 山本善弘 

    兵庫県立大学院減災復興政策研究科 

     教 授  冨永 良喜 

准教授 浦川 豪 

     准教授 阪本 真由美 

    神戸学院大学 准教授 舩木 伸江 

    人と防災未来センター  

学校安全総合支援事業 

兵庫県 

 教育委員会名：兵庫県教育委員会 

 住  所：兵庫県神戸市中央区下山手通5-10-1 

 電  話：０７８－３６２－３２１４ 

別添 
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研究員 河田 慈人 

ウ 学校安全研修会 

県内の全ての市町教育委員会・県立学校の学

校安全担当教職員を対象に学校安全に関する研

修会を実施。 

日時：平成30年5月17日,11月13日 

  平成30年7月 2日,平成31年1月29日 

内容：学校安全体制の構築推進に関する講演 

   文部科学省安全教育調査官 吉門 直子 

   大阪教育大学 准教授 後藤 健介 

   各学校・市町教育委員会における学校安 

全の取組・課題についてグループワーク 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

実態調査により、県内の学校で統一した指標を

策定し、学校安全の取組の進捗を評価。これによ

り、県内の複数の学校の取組の進捗度および次年

度に取り組むべき事項を決めている。 

(3) その他特の取組について 

ア 関係機関等と連携した防災教育推進連絡会議

および地区別防災教育推進連絡会議の開催 

県教育委員会、有識者、学校関係者等が参加

し、学校安全に関する県の取組や関係機関の取

組等について共有。また、県内の教育事務所単

位でも同様に、市町防災部局、市町村教育委員

会、学校関係者等の関係機関が参加しての会議

を開催。 

５ 成果と課題 

【成果】 

・関係機関と連携した会議を開催したことで、学

校で実施している取組等や発災時の避難所設置

等について関係機関と共通理解を図ることがで

きた。 

【課題】 

・各学校の中核となる教員および管理職は数年ま

たは２～３年で変わる可能性があり、取組が継

続しにくい。 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

（災害安全に関すること） 

 防災教育推進校 

○モデル地域名：全県 

○学 校 数：中学校 387校 高等学校 205校 

        特別支援学校 47校 

拠点校（モデル校）：中学校 １校 高等学校

25校特別支援学校１校 

学校防災体制推進校 

各地域に拠点校（モデル校）を設定し実施 

① 阪神地区（小学校 173校 中学校79校 高

等学校41校 特別支援学校 13校） 

② 播磨東地区（小学校 132 校 中学校 61 校 

高等学校35校 特別支援学校８校） 

③ 播磨西地区（小学校 140 校 中学校 68 校 

高等学校35校 特別支援学校７校） 

④ 但馬地区（小学校 63 校 中学校 23 校 高

等学校12校 特別支援学校４校） 

⑤ 丹波地区（小学校 36 校 中学校 12 校 高

等学校６校 特別支援学校２校） 

⑥ 淡路地区（小学校 41 校 中学校 16 校 高

等学校６校 特別支援学校３校） 

２ モデル地域の安全上の課題 

本県は広域であることから、各地域によって

災害特性が異なるため、地域の実態に応じた防

災教育および防災体制の構築が課題。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 高校生等防災リーダー学習会、被災地におけ

る災害ボランティア活動、高校生等防災リーダ

ー・『絆』ボランティア活動報告会の実施 

イ 地区別防災教育推進連絡会議および地区防災

教育研修会 

地区別防災教育推進連絡会議１回、地区別防

災教育研修会２回を開催。防災に関する連絡お

よび研修を実施。 

エ 学校防災アドバイザーの派遣 

  学校防災体制推進校 21校へ1校２回派遣 

  防災教育研修会各地区へ１回派遣 

  内容：災害対応マニュアルの見直し等のアド

バイス 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 実態調査により県内の学校統一の指標を策定し、

学校安全の取組の進捗を把握。これにより、県内

の複数の学校の取組の進捗度および次年度に取り

組むべき事項を決めている、学校安全アドバイザ

ーにより次年度に向けての助言をいただいた。 

(3) その他の取組について 

 公開授業の開催 

播磨西教育事務所地域内の学校の教職員を対

象に防災教育公開授業を実施。そののちパネル

ディスカッションを実施し研修。 
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日時：平成30年11月 15日 

内容：発達段階に応じた防災教育の公開授業 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・地区別防災教育研修会において、防災教育の模

擬授業や公開授業をおこない、教科における防

災の視点をもった授業作り等を伝えることが

できた。 

【課題】 

・研修会の内容や取組みを自校で実践することが

課題である。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

四方を海に囲まれた家島は、姫路市街との交

通路は船舶しかなく、海とともに生活をすると

いったある意味孤立された空間である。細い道

が多くしかも信号機が１基も設置されていない

中で、児童生徒が危険な状況に遭うことも多い。

また、少子高齢化が進む中で島の老人方が被害

者あるいは加害者となる交通事故も増加してい

る。そのため、高校生が中心となり、他校や地

域と連携した安全教育に取り組み、園児から高

齢者まで地域全体で学校安全の推進に取り組め

るようにする。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

10月、２月に実践委員会を開催。実践委員会

の中で情報交換の時間を設け、各学校の実践等

について共有を図った。また、合同避難訓練・

自転車安全教室に関する計画等を中核教員が中

心となって行った。 

イ 合同自転車安全教室の開催 

モデル地域内の学校を対象に合同自転車安全

教室を実施。 

日時：平成30年12月 14日 

内容：自転車安全教室の運営を行うことによ

り、中核教員のリーダーシップを高め、

参加者の安全への意識を高めた。 

ウ 学校安全総合支援事業全国成果発表会への派

遣と伝達講習 

モデル地域内の中核教員等を対象に、全国

各地の学校安全の取り組みや、国の施策等の

情報を伝達。 

日時：平成31年 1月31日～2月27日 

内容：学校安全総合支援事業全国成果発表

会の内容の伝達・共有。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 モデル地域内の全ての学校の児童生徒を対象に

意識調査を実施した。また、各区長や自衛隊、警

察の方等から次年度の取組に関する助言をいただ

いた。 

(3) その他の取組について 

ア 幼小中高地域合同避難訓練の実施 

幼稚園児から地域の高齢者までが参加して、

避難訓練、救急処置の講習や避難所体験、高校

生による防災の研究発表などを行った。 

  イ 町民体育大会への参加・運営補助 

家島本島の住民が参加する大会に高校生が

運営、参加者として参加し、高齢者や小さい子

どもも安心して参加できるよう、傷害予防の取

組を行った。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・幼稚園、小中高等学校が連携することで、自治

体の協力体制の幅を広げることができた。自治

体の協力により経費面の負担が極めて少なく

なり、学校安全の取り組みの持続可能性の点か

らも、望ましい関係性を構築することができ

た。 

【課題】 

・学校での安全教室は平日に行わざるを得ず、地

域の方の参加が難しい面がある。地域の方々を

巻き込んだ学校安全に関する取組を一層充実さ

せることが今後の課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○モデル地域名：家島町 

○学 校 数：幼稚園 １園 小学校 １校 

中学校 １校 高等学校 １校 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約９３万人 

（うち児童・生徒数：約１０万人） 

○市町村数： ３０市町村   

○学 校 数：幼稚園 １１２園 小学校 ２５５校 

中学校１３１校 高等学校 ６０校 

特別支援学校 １２校 

義務教育学校 １校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

和歌山県は、紀伊半島の南西部に位置し、県の

面積の大部分は、紀伊山系を中心とした山林地帯

である。 

和歌山県は、昔から約９０年から１５０年周期

で繰り返し発生している南海トラフ地震により、

大きな被害を受けてきた。また、中央構造線とい

う断層帯が和泉山脈に沿って県を横断しており、

いま想定される地震は、南海トラフの地震と中央

構造線断層帯による地震などがある。 

加えて、県土の約８割が山地で占められ、「が

け崩れ」などの土砂災害の発生しやすい地形であ

ると言える。降水量は、南部の山地で多く、特に

那智勝浦町色川という地域では、全国７位の年降

水量で３５００ミリを超えている。 

近年では、２０１１年（平成２３年）の台風１

２号による紀伊半島大水害で、熊野川の氾濫や大

規模な土砂災害が起こってしまった。和歌山県で

は、６名の子供を含む６１名の犠牲者を出す大災

害となった。 

上記のように、自然災害の多発する和歌山県に

住む私たちは、常日頃から災害に対する準備、防 

災・減災に関する学習をしておく必要がある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

田辺市・印南町・那智勝浦町は、南海トラフ地

震や紀伊半島大水害のような大規模な災害に備

え、災害安全教育に力を入れて取り組んでいる先

進的な地域である。 

特に地元地域住民や自治体と連携した訓練の実

施や防災主任の設定を行っている学校が多く、県

内広範囲にその取組を共有することで、県内全体

における防災教育の意識向上を図れると判断し、

モデル地域に設定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災リーダー研修会【県単独事業】 

学校と地域の防災力をアップするため、災害

時に児童生徒を守る防災リーダー（管理職等）

を育成する研修会を実施した。 

日時：①平成30年７月５日 ②11月21日 

   ③11月22日 ④平成31年１月29日 

会場：①粉河ふるさとセンター 

   ②和歌山県教育センター学びの丘 

   ③和歌山県自治会館 

   ④有田市文化福祉センター 

講師：和歌山大学災害科学教育センター教授 

       和歌山地方気象台 職員 

       人と未来防災センター 職員 

    内容：防災活動における地域との連携 

       和歌山県の気象特性と防災気象情報 

       災害時の適切な対応 

   

イ 学校安全教室における成果発表会  

     各実施自治体（田辺市、印南町、那智勝浦）

から、事業の内容、成果及び課題等の発表があ

り、県内の他の市町村に先進的な実践を行って

いる学校の優れた取組などについて情報共有を

行った。 

    日時：平成30年 12月 26日 

    会場：田辺スポーツパーク 

    報告者：田辺市教育委員会 指導主事 

        印南町教育委員会 指導主事 

        那智勝浦町教育委員会 課長 

学校安全総合支援事業 

和 歌 山 県 

 教育委員会名：和歌山県教育委員会 

 住  所：和歌山市小松原通１－１ 

 電  話：０７３－４４１－３７０１ 

別添 
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 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  例年、県内すべての公立学校・園を対象に、年

度末に実施する「防災・防犯・交通安全の学習等

実施状況調査」により、学校安全に係る学習及び

訓練等の取組の進捗を評価している。 

   

５ 成果と課題 

【成果】 

  災害に備えた地域連携訓練（自治体主体訓練へ

の参加を含む）の実施状況を調査した結果、昨年

度よりも幼稚園・こども園で 0.7％、小学校で

9.2％、中学校で10.9％、高等学校で 18.4％の向

上があった。 

  また、防災学習及び訓練の実施内容について、

災害時を想定し、より実践的な内容に取り組む学

校が増えた。 

【課題】 

  各市町村の取組事例を基に、他市町村の学校で

も実践しようとする際に、成果発表会における交

流だけでは、詳細を伝えきることができない場合

がある。 

  次年度は、モデル校への視察等も想定し、計画

する必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

○田辺市 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

田辺市は平成１７年の市町村合併によって近畿

で最も広い面積を有する市となった。そのため、想

定される災害も、沿岸部の津波災害、平野部の洪水、

山間部の土砂災害など多岐にわたる。過去において

も、沿岸部では宝永地震、安政地震、昭和南海地震

による津波被害を受けてきた。また平成２３年紀伊

半島大水害では、大雨により河川の氾濫や土砂災害

が起こり大きな被害を受けた。田辺市において、防

災教育を充実させることは喫緊の課題である。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 定例校長会 

防災についての研修を行い、消防士、市の防

災部局職員からの講義を行った。 

 

イ 研究授業の開催 

モデル地域内の中核教員を対象に、新庄中学

校、本宮中学校、三栖小学校の３校で防災研究

授業を開催した。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

市内１４校全ての小中学校に、防災教育を計画、

実施する中核教員となる「防災教育担当教諭」を

位置づけ、防災教育担当教諭が担う役割、各校で

実践していく防災授業の計画、実践、研究授業の

提案、研究授業の課題、改善点等についての研修

を定期的に実施。 

 防災未来学校に参加した市立中学校１４校に加

え、県立中学校１校、県立高校４校の生徒を対象

に、防災に関する意識調査を実施。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

  防災未来学校を実施し、予定していた市立中学

校１４校に加え、県立中学校１校、県立高校４校

の生徒が自主的に参加して、交流することができ

た。 

【防災未来学校生徒アンケート結果】 

Aそう思う Bどちらかといえばそう思う  

Cあまりそう思わない Dそう思わない（％） 

①災害前に備える意識は高まったか。 

A.96   B.4   C.0   D.0 

②災害時、災害後の行動について深く考えること

ができたか。 

A.94   B.6   C.0   D.0 

③まわりの人と協力して問題を解決することが 

できたか。 

A.79   B.19   C.2   D.0 

④自分の考えを人に伝えたり、発表したりするこ  

 とができたか。 

A.58   B.36   C.6   D.0 

⑤自分の住んでいる地域のことを、大切に思うこ 

とができたか。 

A.85   B.15   C.0   D.0 

⑥命を大切に思うことができたか。 

A.100   B.0   C.0   D.0 

○人口：7万人（うち児童・生徒数：6000人）    

○学校数：幼稚園 ４園 小学校 ２５校 

     中学校 １４校  

- 76-



研修全体の感想は、参加生徒のうち 

「満足」が９７％、「やや満足」が３％、 

「やや不満」、「不満」は０％であった。 

上記アンケート結果により、参加生徒の多くは研

修に満足しており、災害への対応力や、協調性を高

めることができ、地域を大切に思い、命について考

えることができた。一方、自分の考えを表現する項

目が、他に比べると若干低かったので、研修内容や、

発表する方法等に改善の余地があると思われる。 

定例校長会での防災研修や、研究授業に防災教育

担当者が参加することにより、安全教育・管理や危

機発生時における各教職員の役割について共通理

解を図ることができた。 

【課題】 

  防災未来学校や研究授業に全ての学校が参加して

交流を深めることができたが、授業公開や研修会を

自校で企画・開催する学校が少なかった点が課題で

ある。 

次年度以降も、定期的に開催する防災教育担当者

会、定例管理職研修での防災研修の実施、防災に関

する研究授業を継続して実施し、田辺市全体で防災

教育を進めていきたい。 

 

○印南町 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

 ア 実践委員会の開催 

各校の連携を推進し、また中核職員へ様々な

情報提供を行うことにより中核職員の育成に取

り組んだ。 

イ 小中一斉地震津波避難訓練への参加 

  中核職員による情報伝達訓練を行い、情報伝

達には、衛星電話・Skype を使用し本部である

教育委員会へ避難の状況、安否確認の報告を行

った。 

 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

     年度末において、各学校の取組の中で抽出さ

れた課題等を中核教員が中心となり、全児童生

徒で情報共有し、課題に対する問題解決に取り

組む。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

   本事業で実施した印南中、切目小・中の取組は、

災害時の避難上の課題に対し学校が地域の人とと

もに考え、児童生徒自ら実践力を高めていこうと

するものであった。災害時要援護者避難を考える

学習から避難上の様々な課題が見えたが、それに

気付き、話し合うことができた。また、印南小の

取組は、学校の防災教育を家庭・地域への防災啓

発とし、家庭内ワークショップなど防災について

話し合う機会がますます広がることを期待してい

る。どのような場面であっても子供が自らの判断

で行動できる対応能力を身につけるためにも、地

域に根ざした活動が広がる気運を評価したい。 

【課題】 

  各学校は様々な想定の下に避難訓練を実施し、

行政も「世界津波の日」等の機会に一斉訓練を設

定することで、児童生徒・教職員の防災意識の一

層の高揚を目指している。繰り返し実施すること

が重要である一方で、それらが単に形式化してし

まうことを危惧する。 

今後、津波被害や土砂災害等の大規模災害がも

たらす大きな悲しみを受けとめるなど、原点に立

ち戻って防災について深く考える機会が重要であ

る。 

また、今年度初めて実施した情報伝達機器を用

○人口：８，３２４人（平成３１年１月４日現在）

うち児童・生徒数：６２３人 

○学校数：小学校 ４校 中学校 ４校 

     認定こども園 １園 

本町は、紀伊半島西部海岸の中央部に位置し、南

西部は太平洋に面し、北東部は紀伊山地西端の山地

からなる。また、町内を切目川、印南川、王子川の

３河川が流れている。平成２６年に公表された南海

トラフ巨大地震の被害想定では、最大震度６強、揺

れ等による全壊棟数１，４００棟、最大津波高１５

ｍとなっている。 

 およそ１００年周期で発生する南海地震の度に

津波が繰り返し襲来し、本町では津波対策は大きな

課題である。学校での防災教育を「いなみっ子」未

来プロジェクト事業として実施し、すべての児童生

徒が「生き抜く力」を身に付けるため、本事業によ

り家庭や地域との連携を進めながらより実践的な

避難訓練等の防災教育を推進した。 
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いた訓練においては、機器操作者の技能向上、伝

達内容の簡略化などの課題がみられたため、今後

とも継続し実施していくことが重要である。 

 

○那智勝浦町 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

 ア 防災アドバイザーの派遣 

   町内３校を対象に、体験的・実践的な防災学

習を実施し、「児童生徒を主対象とする講座」の

みならず、「教職員・保護者・地域住民・行政関

係者を対象とする講座」も併せて企画し、実施

地域内からの参加を呼びかけると共に、中核教

員による相互啓発を意図的に行った。 

 イ 「防災ミニ集会」の実施 

   和歌山大学、和歌山県土砂災害啓発センター、

(町)消防本部の方々を講師として招き、防災教

育の取組を共有すると共に、防災意識向上に係

る提起を行った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

   本年度事業の実施前及び実施後の取組状況を、

町内全小中学校に対してアンケート調査を実施。 

   成果指標を達成できていない理由や課題となっ

ている点についても調査し、改善を図るための対

策を検討。 

定例校長会（毎月）や「防災啓発集会」（８月・

１月）等で、指標・課題を共有すると共に、各校

毎の「特色ある取組み推進」「課題克服」をきめ

細かく指導・支援を行った。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

本事業を活用して継続的な防災教育を実施する

ケースに加え、新たな地域での事業活用をする学

校も増え、広がりが見られた。 

また、過去３年間とちがうプログラム開発・事

業を試み、今後の新たな展開の選択肢が広がった。 

加えて、児童生徒に留まらず、保護者・地域住

民の参加も積極的に呼びかけ、昨年以上のあらゆ

る世代層への「防災啓発」を行うことができた。 

【課題】 

   「防災学習」をさらに具体的且つ身近なものに

なるような仕掛けづくりを、学校教育・生涯学習

並びに行政施策の中で実施していく必要がある。 

そしてその成果を発信・広報していくことを意

図的・計画的に行う必要がある。 

また、研修講師とのつながりを生かし、自ら指

導役ができる人材育成及び体制づくりに努める必

要がある。 

 

○人口：15,200人（うち児童・生徒数：915人） 

○学校数： 小学校６校 中学校４校 

本町は、南北約１２km、東西約１９km、北には

那智連峰・大雲取・峯山がそびえ、南は太平洋に面

している。３連動地震での最大津波高予測は８m、

南海トラフ巨大地震では１４ｍとされており、海に

面している地区にとっては避難場所・時間の確保は

喫緊の課題となっている。また、台風・豪雨による

河川の氾濫や土砂災害による河川流域及び山間部

も災害の危険性がある。 

よって、町内全域が防災意識を高めていく必要が

ある一方で、被災経験の傷跡が癒えない状況もあ

る。年月が経ち、復旧・復興が進んでいるとも言え

るが、まだまだ被災者・被災地への継続的なケアや

配慮は必要である。学校での防災学習を拠点としな

がら、防災に対する意識の高まりを地域の大人たち

にも広げていくような事業を構想し、展開した。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：５６万人（うち児童・生徒数：６０千人） 

○市町村数：１９市町村    

○学 校 数：幼稚園 １６園 小学校 １２２校 

中学校 ５８校 高等学校 ３２校 

特別支援学校 １０校 

義務教育学校 ３校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では、平成２８年１０月に震度６弱を記録

した鳥取県中部地震の教訓をもとに各学校では、

地域や関係機関と連携した取組を進めてきてい

るが、学校間で差がみられるといった課題があ

る。 

また、昨年７月の豪雨では、特別警報が発令さ

れたにも関わらず、避難しなかった住民が多く、

安全教育においては、児童生徒が自ら判断し、命

を守る行動を主体的に実践する力を育成するこ

とが必要である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

鳥取市では、地域との連携・協働という視点に

重点をおき、青谷小学校を拠点校にして地域と連

携した実践的訓練に取り組む。青谷小学校は、指

定避難所に指定されているため、実際に被災した

ことを想定して、地域の住民とともに、初期消火

や煙・起震車等の体験や避難所開設シミュレーシ

ョン等を通して防災についての意識を高めてい

く。 

これら地域や関係機関と連携した取組が進めら

れることから、モデル地域として選定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校における防災教育研修会 

県内の教職員を対象に防災教育に関する研修

会を実施。 

日時：平成３０年６月１９日 

会場：ハワイアロハホール 

講師：県消防防災課・治山砂防課・河川課 

日本赤十字鳥取支部、鳥取地方気象台

倉吉警察署生活安全課 

内容：関係機関からの説明 

防災教育の実践事例発表 

学校安全指導者養成研修受講者による

伝達講習 

 

イ 学校安全（生活安全・交通安全）研修会 

県内の学校安全担当教職員を対象に学校安全

に関する研修会を実施。 

日時：平成３０年１２月６日 

会場：ハワイアロハホール 

講師：日本スポーツ振興センター 

県警交通企画課、生活安全企画課 

内容：学校での事故防止対策について 

   交通安全対策について 

   防犯対策について 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

例年実施している学校安全に関する取組状況

調査により、県内各学校の学校安全の取組の進捗

を確認している。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校の防災教育への専門家派遣事業の実施 

鳥取県学校防災アドバイザーや鳥取地方気象

台、県治山砂防課、河川課、消防防災課と連携

し、各学校の防災教育や避難訓練等に専門家を

派遣した。 

 

イ 学校の安全教育推進委員会の開催 

防災に関する担当部局、県警本部、気象台、

有識者等が参加し、学校安全に関する県の取組

や関係機関の取組等について共有した。 

学校安全総合支援事業 

鳥取県 

 教育委員会名：鳥取県教育委員会 

 住  所：鳥取県鳥取市東町一丁目２７１ 

 電  話：０８５７－２６－７９２３ 

別添 
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５ 成果と課題 

【成果】 

・学校安全担当教職員を対象とした研修会を開催

し、前年度事業の取組や、関係機関の取組を共

有することで、教職員の学校安全に関する意識

の高揚が図られた。 

・学校の防災教育への専門家派遣事業の実施によ

り、新たな災害に対する訓練の実施など、各学

校での取組の充実が図られた。 

 

【課題】 

・専門家派遣事業などの実施校においては取組が

進んできているものの、学校間で取組の差がみ

られることが課題である。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

モデル地域となる青谷地域は、日本海に面し

ており、学校行事等で青谷海岸を利用すること

もある。また、５校（勝部、中郷、青谷、日置、

日置谷）が１校に統合して１２年目となり、遠

距離からバス通学している児童も多い。本事業

では、地震・津波災害に視点をあてた防災教育

の実践を通して、安全な避難行動ができる取組

を実践していく。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における教職員の資質向上 

８月、１月に実践委員会を開催し、学識経験

者をはじめとする各委員より指導助言をうけ、

防災に係る知識や指導力の向上など、中核とな

る教員の資質向上を図った。 

 

イ 授業研究会の開催 

拠点校となる青谷小学校での授業研究会を開

催し、学校防災アドバイザーから指導助言をう

けるとともに、その取組内容の共有を図り、各

校での学校安全の取組に活かすようにした。 

 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

鳥取市小学校長会（学校安全部会）で実施した

２回のアンケート結果を通して、学校安全に関す

る現状と課題を共有し、今後の方向性について協

議した。 

また、第２回実践委員会において、本事業の取

組成果の報告を行うとともに、各委員から助言を

いただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 地域や隣接校との連携した避難訓練の実施 

地域住民や保護者と連携した引き渡し訓練

や隣接する高等学校との合同避難訓練を実施し、

その取組につい

て学校運営協議

会において意見

を伺い、防災体

制の改善につな

げた。 

 

イ 学校防災アドバイザーの活用 

  青谷小学校へ２回派遣 

 (ｱ) ６年授業研究会における指導助言（11/1） 

    鳥取地震をふまえた防災学習 

６年理科「大地のつくりと変化」の単元で、

「鳥取地震では、どこで何が起きたのだろう

か」という課題で学習を行った。７５年前に

発生した鳥取地震の特徴について家の人に

聞いたり、インターネットで調べたりしたこ

とを伝え合うことができた。また、鳥取地方

気象台の専門家の先生から地震発生のしく

み等について話を聞くことができた。その後、

職員研修会をもち、防災教育アドバイザーの

から、学校で

の防災教育の

あり方につい

て話を聞くこ

とができた。 

 

 

 

 

 

 

○モデル地域名：鳥取市青谷地域 

○学 校 数：小学校 １校 中学校 １校 
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(ｲ)ＰＴＡ保護者研修会（1/25） 

いつ発生するか分からない自然災害等の危

険に対し、保護者を含めた地域全体としての

防災意識の向

上を図ること

をねらって、

県学校防災ア

ドバイザーを

講師として派

遣し、研修会

を行った。 

 

ウ 地震を想定した防災教育 

地震・津波・台風等が来た場合、どのように

身を守るのか、とっさにどう判断すればいいの

かを考えさせる学習を行った。ＤＶＤ等の教材

を通して、経験のない自然災害を学び、とっさ

にどう行動した

ら身の安全を守

れるのか考えさ

せることができ

た。 

 

エ 学校防災マニュアルの見直し 

    拠点校の青谷小学校では、地震発生の対応と

して、あらゆる場面を想定し、「地震から身を守

る方法」「児童を安全に引き渡す方法」について、

文書や保護者研修会で周知した。遠距離からの

バス通学児童が多いことから、特に、登下校時

に地震が起きた場合の対応について、児童に指

導し、保護者へ理解を求めた。 

   

オ 先進地視察 

先進地視察で訪問した東京都東村山市立回田小

学校のでは、東京都作成の「防災ノート」を活用

した学習に年間を通して計画的・継続的に取り組

んでいた。いろいろな場面を想定して、災害が起

きたらどのように行動すべきかを考えさせる学

習を参観したり、避難所生活を想定した有効な準

備物・防災の教材について学んだりすることがで

きた。 

 

 

 

 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学識経験者や学校防災アドバイザーからの指導

助言をもとに、引き渡し訓練など、家庭や地域

と連携した様々な訓練を実施したり、学校防災

アドバイザーによる保護者を対象とした講演

会を実施したりし、児童や教職員だけでなく、

家庭や地域の自然災害に対する防災意識が高

まった。 

・鳥取市内の安全教育の中核となる教職員担当者

会で、本事業の取組の成果課題について共有

し、防災教育に対する意識高揚を図ることがで

きた。 

 

 

【課題】 

・様々な訓練や授業実践を通して、実際の災害時

の適切な対応のために今後求められる取組が課

題として見えてきた。各学校の立地条件等を考

慮し、各学校において、家庭や地域、関係機関

と連携したより実効性のある防災体制の構築が

必要である。
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約１９０万人 

（うち園児・児童・生徒数：２２０，５２１人） 

          平成３０年５月１日現在 

○市町村数：２７市町村 

○学校数：幼稚園２６０園 こども園６７園 

      小学校３９２校   中学校１６４校 

      中等教育学校２校  高等学校９２校 

           特別支援学校１６校      

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は温暖で自然環境に恵まれ、災害が比較的

少ないが、昨年発生した九州北部豪雨災害のよう

に、日本各地で発生する気象災害に対して備える

ことは、どの地域でも喫緊の課題となっている。

また、昨年度は下校中の児童が巻き込まれる交通

死亡事故が発生しており、通学路の安全確保が大

きな課題となっている。 

 

３ モデル地域選定の理由 

 気象災害について、浸水害、土砂災害の警戒区

域に立地する学校園は、水防法の改正により避難

確保計画と避難訓練が義務づけられた。そこで、

台風時に河川氾濫の危険性の高い真庭市草加部地

区と土砂災害警戒区域がある吉備中央町をモデル

地区とし、地域住民と合同で避難タイムラインづ

くりや避難訓練を行い、モデルプランを作成する

こととした。 

また、モデル地区の高梁市立津川小学校は、徒

歩、スクールバスによる登下校で、中学校からは

多くの生徒が自転車通学となる。県内の中山間地

域で多く見られるケースとして、通学路点検とと

もに、自転車通学に関して児童生徒同士が教えあ

い学び合う小中連携型交通安全教育を進めること

とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 交通安全教室講習会 

県内の教職員等を対象に交通安全教育に関す

る講習会を実施。 

日時：平成30年７月30日 

会場：岡山県庁分庁舎 

講師：岡山大学大学院准教授 橋本成仁氏 

内容：子供の交通事故を防ぐ交通安全教育・ 

   安全教育対策について講演、演習 

 

イ 防犯教室講習会 

県内の教職員等を対象に防犯教育に関する講

習会を実施。 

日時：平成30年７月 30日 

会場：岡山県庁分庁舎 

講師：ステップ総合研究所所長 清永奈穂氏 

   同主任研究員 堤紘子氏 

内容：犯罪者目線で考える子どもの安全教育 

   についての講演、見守り体制づくりの 

   実際についての演習 

 

ウ 防災教室講習会 

県内の教職員等を対象に防災教育に関する講

習を実施。 

日時：平成30年８月27日 

講師：岩手大学大学院准教授 森本晋也氏 

内容：震災を生き抜いた子どもたちに学ぶこ

れからの防災教育についての講義、   

台風・大雨における学校版タイムライ

ンづくりについての演習 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

  指定都市を除く全ての市町村を対象に成果 

 指標の調査を実施した。 

 

学校安全総合支援事業 

岡山県 

 教育委員会名：岡山県教育委員会 

 住  所：岡山市北区内山下２－４－６ 

 電  話：０８６－２２６－７５９１ 

別添 

- 82-



(3) その他の取組について 

ア 学校安全総合支援事業推進委員会を２度開 

 催し、有識者等から助言をいただいた。 

 

イ 学校安全総合支援事業の県での成果発表会を

実施し、モデル地域の取組を広めるよう努めた。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・中核教員の位置付け、学校安全計画や危機管理

マニュアルの見直し、地区自主防災組織の構築

及び避難所運営支援体制の整備については、事

業実施前の段階で既に高い割合であったが、そ

れぞれ向上がみられた。 

【課題】 

・先進的な実践を行っている学校の優れた取組な

どについての情報共有については、向上はみら

れたが、今後一層の推進をする必要がある。 

 現在、モデル地域での取組の成果を成果発表会

や報告書の配付で他の地域に伝えているが、今

後、より効果的に伝えていく方法を検討してい

く必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

（高梁市の取組） 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

拠点校のある高梁東中学校区では学区内に線

路や踏切、国道があり、交通量も多い。しかし、

人通りや民家のまばらな道や、空き家等不審者

の隠れやすい箇所も少なからずある。 

 そのような中で児童生徒は徒歩・路線バス・自

転車を利用して登下校している。登下校の際に

一緒に通学する人数が少ないという状況も軽視

できない。歩道の整備が不十分であったり、白線

が消えかかったままとなっていたりする道路が

多いという共通する課題がある。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 通学路合同点検への参加 

８月 21 日、28 日に通学路合同点検を実施。

学校安全アドバイザーから点検の視点を共通理

解し、各学校での点検に活かすこととした。 

 

イ 交通安全教室講習会、防犯教室講習会への参 

 加 

学校の教職員等を対象にした学校安全に関す

る講習会への参加。 

日時：平成30年７月30日 

内容：外部専門家による講義、演習 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

・モデル地域内の全ての学校を対象に成果指標 

 の調査を実施した。また、拠点校での取組に 

 ついては、３回行った安全マップづくりの発 

 表での児童の様子の変化や様々な取組後の児 

 童の感想等から児童の安全意識の向上につい 

 ての把握に努めた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・通学路合同点検では学校安全アドバイザーか

らの4つの視点と、それを踏まえた各箇所での

具体的な改善策が示された。これは毎年点検を

行う学校関係者や PTAにも大変分かりやすく、

今後の通学路安全点検での活用が期待できる。 

・各関係機関が一緒に危険箇所を回ることで、メ

ンバー全員で危険箇所の情報共有ができる。実

際に現場に出て様々な機関が連携して行うこ

とができるため、非常に効率的である。そして

実際に現場を見ているので比較的対応が早い。

今年度危険箇所として挙がった東中学校区 9

箇所の内、12 月末の時点で対策完了 2 箇所、

今年度中の発注予定 1箇所、今年度以降の計画

◯モデル地域名：高梁市津川地域 

◯学 校 数：幼稚園 ２園 小学校 ２校 

        中学校 １校 
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4箇所、未定・他方法の対応 2箇所となってい

る。 

・モデル校となっている津川小学校では岡山県

県民生活部くらし安全安心課の協力を受け

GPS を活用した安全マップ作りの取り組みを

行った。これまで地図づくりに時間がかかった

り思い思いの地図をかいてしまい情報の共有

が困難だったりすることが解決される点で非

常に有効な手段である。児童自らが通学路の危

険を正しく認識し、さらに各方面への発信を通

して、安全な登下校への構えができた。発信を

受けた巨瀬小学校では来年度の導入に前向き

である。 

【課題】 

・災害復旧優先のため、高梁市では補修、改修な

どハード面での対策を要する箇所に関しては時

間と費用がかかることから対策を早急に行うこ

とができない箇所もある。 

 ・児童一人一人の危機管理意識を育成していくこ 

  とが必要である。学校の先生方とも連携をとっ 

  て交通安全教育をさらに推進する。 

 

（真庭市の取組） 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

草加部地区は、浸水想定区域に指定されており、

過去には台風による大雨で避難準備情報が発令

されており、地域とともに防災管理体制の強化

が必要な地区である。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における専門家による研修 

  10月、11月、12月に実践委員会を開催。拠 

 点校の中核教員も含め、学校安全アドバイザー 

 から講義等研修を受けた。 

 

イ 防災授業公開の実施 

  拠点校で防災授業の公開を行い、モデル地域 

 内の小中学校教員も参加。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

・モデル地域内の全ての学校を対象に成果指標 

 の調査を実施した。また、拠点校での取組に 

 ついては、防災の授業や避難訓練での児童の様 

 子等から児童の安全意識の向上についての把 

 握に努めた。地域や家庭とも連携した研修・避 

 難訓練を行い、高い評価を受けた。 

 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学校安全アドバイザーの講演やフィールドワ

ークを通して、学校防災マニュアルを見直した

り、避難確保計画の作成ができたりした。 

・管理職以外に学校安全を推進していくための

中核教員を位置づける学校が 100％となり、評

価指標を達成できた。 

・地域との合同避難訓練を実施できた。また、行

政機関の連携により避難所体験も行うことが

できた。草加部地区の自主防災組織との連携が

深まった。中核教員を中心として中学校区単位

で学校安全計画を見直したことにより、小中学

校 9 年間を見通した系統的な安全教育を行う

ための計画を作成できた。 

【課題】 

・今年度の取組をきっかけにして、来年度以降草

加部地区の自主防災組織が主体となっての避難

訓練が継続できるかが課題である。 

・市内全校に中核教員を位置づけるきっかけとな

った。次年度以降も中核教員の位置づけを明確

にしていけるよう取組を進めていく必要がある。 

・今回の取組で、自主防災組織との連携構築の契

機となった。しかし、市内全域で同じ取組を行

っていくことは、地域性もあり困難が予想され

る。 

 

 （吉備中央町の取組） 

１  モデル地域の現状 

○モデル地域名：吉備中央町大和地区 

○学 校 数：幼稚園  １園 小学校  ８校 

      中学校  １校 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

吉備中央町大和地区は町の南西部に位置し、町

○モデル地域名：真庭市草加部地区 

○学 校 数：幼稚園  １園 小学校  ４校 

中学校  １校 
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役場大和支所を中心に保育園、小学校、公民館

が半径300ｍ内に立地している。小学校は土砂

災害警戒区域に指定されていないが、大和地区

には指定されている場所もあり大規模災害時

には幹線道路の状態によって周囲の地区から

孤立する可能性もある。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における研修 

８月の第１回実践委員会の中で、学校安全ア

ドバイザーによる講話を受けた。 

 

イ 教職員防災研修会の開催 

町内の学校の教職員を対象に、学校安全アド

バイザーによるに講演を実施。 

日時：平成30年12月３日 

内容：災害危険箇所や災害発生時における避

難の在り方等 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 ・モデル地域内の全ての学校を対象に成果指標 

 の調査を実施した。また、拠点校での取組に 

 ついては、３～６年生児童を対象に事前、事後 

 にアンケートを実施した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・中核教員を配置した学校の割合や、各学校の危

機管理マニュアルの見直しを実施した学校の

割合が１００％という結果であった。事業前か

らの高水準を維持するとともに、教職員の防災

に対する意識の高揚を図ることができた。ま

た、地域と協力体制の構築を推進した学校の割

合が上昇したことも大きな成果であった。 

【課題】 

・今年度は、学校行事の避難訓練に合わせて地区

住民も参加のワークショップ形式で実施したが、

地域との連携や防災協力体制の確認・構築の観

点から、地区との合同避難訓練の実施が望まし

い。学校と地域の実施時期・内容等についての

協議・調整が課題である。 

・吉備中央町内には土砂災害警戒地区内に位置す

る学校も存在する。このような環境下の学校に

おいて、拠点校で実践された、取組内容の共有

と実践を進めることで学校園・地域・関係機関

の協働による防災管理体制の構築・強化を図っ

ていく必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：136万人（うち児童・生徒数：12.7万人） 

○市町村数： 13市6町   

○学 校 数：幼稚園 36園 小学校 288校 

     中学校 144校 高等学校 51校 

     中等教育学校 1校 

     特別支援学校 12校 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では近年、豪雨災害等の自然災害による被

害が発生している。また、児童生徒等が関係する

事件や事故が発生している。 

現在、コミュニティ・スクールや中学校区で子

どもたちを育成しようとする、やまぐち型地域連

携教育を推進しているところである。学校安全の

推進においても、課題共有や解決のための手だて

を地域で共有して、実践されつつある。 

安全教育においては，児童生徒等に自らの命を

守る行動を主体的に実践する力や、危険を予測

し、回避する力を育成することが必要であり、危

険予測学習等の導入により、取組を充実させてき

た。 

しかし、地域間・学校間で、取組状況に格差が

あり、今後、学校安全の質と水準の向上を図るこ

とが課題である。 

３ モデル地域選定の理由 

通学路の安全を確保する取組として、前年度重

大な交通事故が複数発生した柳井地域を、観光名

所として県内外からの訪問者が増加しつつある下

関市をモデル地域として選定した。 

地域ぐるみの防災活動への取組として、臨海地

域・山間地域である上関町・田布施町・宇部市を、

モデル地域として選定した。 

地域の意向をふまえ、専門家である学校安全ア

ドバイザーの知見を取り入れ交通安全・生活安全、

災害安全への取組を強化するために、13市町を選

定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校と防災部局等関係機関をつなぐ学校防災

研修会 

県内の教職員を対象に、避難所運営等の地域

と連携した学校防災に関する地域別研修会を実

施。 

日時：平成30年6月～7月（県内7か所） 

会場：県総合庁舎等 

講師：学校防災アドバイザー 幸坂美彦氏 

   防災部局職員等 

内容：地域と連携した防災管理体制の構築 

市町別協議 

イ 防犯教育・学校事故対応研修会 

県内の全ての学校の学校安全担当教職員を

対象に学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成30年8月17日 

会場：県庁 

講師：元さいたま市教育長 桐淵博氏 

日本赤十字社支部職員等 

内容：危険予測学習 

学校事故対応 

救急救命講習 

ウ 防災教育研修会 

県内の教職員を対象に防災教育に関する研修

会を実施。 

日時：平成30年11月 5日 

会場：県セミナーパーク 

講師：兵庫県ＥＡＲＴＨ所属教員 

   気象台職員等 

内容：防災教育の実践事例発表 

   災害時の活動体験紹介 

地震・ワークショップ 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内全ての学校を対象に、学校安全の取組につ

いて、統一の調査（進捗状況の評価）を実施した。

各校において、自校の取組状況を客観的に検証す

学校安全総合支援事業 

山口県 

 教育委員会名：山口県教育委員会 

 住  所：山口県山口市滝町1番1号 

 電  話：０８３－９３３－４６７３ 
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通学路の安全確保の取組 

 〇モデル地域（柳井市、下関市） 

○学 校 数：小学校 10校、中学校2校 

地域ぐるみの防災活動の取組 

〇モデル地域（宇部市、上関町、田布施町）

○学 校 数：小学校 7校、中学校 3校 

学校安全アドバイザー派遣を中心とした取組 

〇モデル地域（13市町） 

○学 校 数：幼稚園1園、小学校 19校 

中学校19校、高等学校 5校 

特別支援1校、中等教育 1校 

 

交通量が多いことや、臨海地域・山間地域で

あることなど、生活安全・交通安全・災害安全

それぞれの領域で危険が潜む地域であり、地域

との連携をふまえ、学校の危機対応能力の強化

と、児童生徒の安全に関する資質能力の向上を

図る必要がある。 

るために、集計結果をフィードバックした。 

市町教育委員会の学校安全担当の指導主事を

対象とした研修会を開催して、焦点化を図って指

導助言及び進行管理（評価・検証）するための情

報共有を図っている。 

(3) その他の取組について 

ア 関係機関等による学校安全に関する会議の開

催 

県教育委員会、学校安全に関する担当部局、

県警本部等が参加し、学校安全に関する県の取

組や関係機関の取組等について共有している。 

イ 専門家等による防災出前授業等の実施 

気象台、大学等の専門家と連携して、災害時

に命を守る避難行動につながる防災知識を学ぶ

防災授業を実施している。 

また、災害ボランティア活動講演会を開催し

て、自助・共助・公助の意識を涵養するための

場を設定している。 

５ 成果と課題 

【成果】 

・ 関係機関や専門家と連携した取組を重視する

学校が増加してきている。また、地域連携教育

を推進する中で、地域ぐるみの避難訓練の実施

率が向上してきている。 

・ 危険予測学習の実施率が高いことから、児童

生徒に自他の生命を守るための実践力や、危険

を予測能力の向上に努めている状況が伺える。 

【課題】 

・ 管理職以外の中核となる教員の位置付けが進

んできているが、地域連携教育への参画等につ

いては、学校間の格差がある。 

地域の実情に応じた危険予測学習資料の活用

についても、格差は同様であり、今後も啓発に

努める必要がある。 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会等における情報共有 

事業開始及び終了時期に実践委員会を開催

して、アドバイザー派遣等の取組内容等の情報

共有を図り、各校の取組に反映させた。 

イ 授業研修会の開催 

9月から11月を中心に、モデル地域内の教職

員を対象に授業公開等の場を設定して、安全教

育に係る研修を実施した。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 全ての関係校を対象に、学校安全の取組につい

て、統一の調査（進捗状況の評価）を実施した。

各校において、自校の取組状況を客観的に検証す

るために、集計結果をフィードバックした。 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画の見直し 

他校の実践例を参考に、自校の学校安全計画

の見直しを図った。 

イ 危機管理マニュアルの見直し 

学校安全アドバイザーの指導助言内容を共

有して、自校のマニュアル見直しの参考とした。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ モデル地域を基盤とした実践を推進する中

で、関係する学校間での情報共有が図られ、各

学校での取組の参考となった。 

本県で推進している地域連携教育において、

学校安全を一つの取組として全県に周知する貴

重な事業となっている。 

【課題】 

・  県内全ての学校における学校安全の取組の質

と水準の向上を掲げているが、学校の課題・現

状は大きく異なる。本事業の成果をしっかりと

還元して、より良い実践を取り入れながら、各

学校での取組を充実させていく必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：73.3万人（うち児童生徒数：75,554人） 

○市町村数：24  

○学校数（公立）： 幼稚園・認定こども園128園 

小学校166校 

中学校82校 

高等学校36校 

特別支援学校11校 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

災害安全においては，南海トラフ巨大地震や中

央構造線活断層帯の直下型地震，近年多発する豪

雨災害など，大規模自然災害のリスクが一段と高

まっており，学校における防災教育の充実は重要

な課題となっている。 

交通安全においては，児童生徒の交通事故が発

生するなど，依然として通学中や家庭の日常生活

において，交通事故に遭う事案が報告されてい

る。また，生活安全において，登下校時の児童生

徒が関係する不審者情報が報告されたり，犯罪被

害に遭ったりする事案も発生しており，通学時の

安全確保は学校・家庭・地域にとって重要な課題

となっており，安全教育を推進する必要がある。 

○平成29年度 児童生徒の交通事故 

発生件数204件，死者数1件，負傷者295人 

○平成29年度 不審者情報 217件 

３ モデル地域選定の理由 

災害安全・生活安全・交通安全の３領域につい

て，各モデル地域を設定し，安全教育を推進した。 

災害安全 つるぎ町では吉野川水系の洪水，剣

山系の土砂災害，南海トラフ巨大地震等の大規模

災害の発生が懸念されている。那賀町では，那賀

川水系の洪水，剣山系の土砂災害，南海トラフ巨

大地震等大規模災害の発生が懸念されている。ま

た，過疎地域であるつるぎ町，那賀町において，

地域防災力の強化と防災の担い手となる人材育成

は喫緊の課題である。 

生活安全 三好市は四国高速道路の交差する要

所にあり，ラフティングの世界選手権が開催され

るなど近年不特定多数の人の往来も増え，不審者

等の報告もあり，地域と連携した見守り体制の充

実が求められている。 

交通安全 交通量の多い徳島市・鳴門市は，通

学途中における交通事故の多く発生しており，交

通安全教育の充実が求められている。 

そこで，県教育委員会は各市町村教育委員会と

連携し，各学校に安全教育の中核となる教員を配

置し，拠点校の成果を安全教育部会や研修会等で

共有し，小学校，中学校の連携を図りながら，各

校の安全教育に反映させモデル地域の安全教育の

推進を図ることとする。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校防災研修会 

県内の防災教育担当教員を対象に防災教育に

関する研修会を実施。 

①日時：平成30年５月 16日 

会場：徳島県総合教育センター 

内容：学校安全指導者養成研修受講者による

伝達講習，学校安全計画及び危機管理

マニュアルの見直しについて県教委

から説明，校種別に協議・再検討。 

②日時：平成30年８月９日 

会場：徳島県総合教育センター 

講師：山城 新吾 徳島文理大学講師 

内容：幼稚園の中核教員を対象に，学校安全

計画及び危機管理マニュアルの見直し

について説明，幼稚園における避難訓

練等実践的な防災教育について講義 

③日時：平成31年８月 27日 

会場：つるぎ町農業構造改善センター 

講師：中野 晋  徳島大学教授 

   西山 賢一 徳島大学准教授 

内容：学校安全計画，危機管理マニュアルの

見直しについて周知，幼・小・中・高

学校安全総合支援事業 

徳島県 

 教育委員会等名：徳島県教育委員会 

 住  所：徳島県徳島市万代町1丁目1番地 

 電  話：０８８－６２１－３１６６ 
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の連携と防災教育の推進体制の構築 

④日時：平成31年１月 7日 

会場：あわぎんホール 

講師：齋藤 真 花巻市教育委員会 

内容：小・中・高から防災教育実践事例の報

告と防災教育に関する講演会を開催。 

イ 学校安全教室並びに学校安全指導者養成研修 

学校安全担当教職員を対象に学校安全に関する

研修会を実施。 

日時：平成30年10月 26日 

会場：徳島県総合教育センター 

内容：交通安全・生活安全に関する講演会， 

交通安全教育実践事例の報告 

救急救命法に関する講演，講習会 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

学校防災研修会等で周知を行い，年度末に県

下一斉の学校安全に関する調査を実施すること

により，各学校の取り組み状況を把握し，評価・

検証を行う。事業の実施により，学校安全計画及

び危機管理マニュアルの見直しが進んでいる状

況が把握できた。 

 (3) その他の取組について 

ア あわ教育発表会 

県内の教員を対象に学校教育関する実践事例

報公開を開催 

日時：平成30年12月 26日 

会場：徳島県総合教育センター 

内容：災害安全に関する教育実践事例報告 

生活安全に関する教育実践事例報告 

  イ 地域防災力充実強化大会 in徳島2018 

日時：平成30年11月 13日 

会場：アスティ徳島 

内容：災害安全における本事業のモデル地域

における実践等について共有し，指導

方法等の普及等の充実を図る。 

５ 成果と課題 

【成果】 

・拠点校では，学校・地域・家庭の連携が図られ

学校安全に対する管理体制が推進された。 

・学校安全に関する研修会や成果報告会等を実施

したことにより，優れた取り組みを各学校で共

有が図られた。 

・拠点校の取り組みを参考として，学校安全計

画，危機管理マニュアルの見直しが図られた。 

【課題】 

・本県の市町村教育委員会は規模が小さいため，

単独で学校安全に関する研修会等を開催するこ

とは効率的ではない。今後も県教育委員会が主

体的に，研修等を実施していく必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

（ⅰ）災害安全 貞光中学校 

１ モデル地域の現状 

モデル地域名：つるぎ町 

○学 校 数：幼稚園  １園，小学校  ２校 

中学校  １校，高等学校 １校 

２ モデル地域の安全上の課題 

・地元の地域における自然災害のリスクと正し

い知識を知り，災害が発生した際には生徒自身

が主体的に適切な避難方法がとれるようにす

る。 

・生徒自身が，自発的に他の要配慮者等の避難の

手助けに取り組み，被災後の避難所運営に協力

し，災害ボランティアに取り組む意欲や態度の

育成を図る。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

８月，１月に実践委員会を開催。実践委員会

の中で情報交換の時間を設け，各学校の実践等

について共有を図った。 

イ 貞光中学校・公開地域防災訓練 

日時：平成30年10月 21日 

会場：貞光中学校 

内容：１５の協力団体と生徒・保護者・教員・

地域住民など２５０名を超える参加

者による合同防災訓練を実施。 

訓練内容 ①心臓マッサージ・人工呼吸，心

肺蘇生法②避難所運営シミュレーシ

ョン体験③ロープワーキング，土嚢作

り④消火訓練，煙体験，簡易担架づく

り） 

モデル地域の防災担当教員等にも公開し実践

の共有を図る。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 事業の実施前と地域防災訓練実施後に拠点校の

生徒・教員にアンケートを実施し，意識の向上を

把握した。 

(3) その他の取組について 
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 学校防災計画を見直し，児童生徒の避難活動の

改善，避難所運営支援計画の作成，学校再開手順

の策定及び改善などに取り組み，災害時の園・学

校及び教職員の防災体制について検討した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・拠点校においては，防災教育を推進し地域と連

携した防災活動が実施できる体制が整った。本

事業終了後も町当局等から支援を受け，中核と

なる教員を中心に今後も生徒の防災知識と対

応力を高め，将来の地域防災の担い手を育成し

ていく。 

【課題】 

・モデル地域の園・学校の距離が遠く，地理的特

性が異なるため避難場所も異なるなどの理由で，

中学校と幼小高の園児・児童・生徒が連携した

取組は難しいところがある。 

 

（ⅱ）災害安全 那賀高等学校 

１ モデル地域の現状 

モデル地域名：県南部地域 

○学 校 数：高等学校  ９校 

２ モデル地域の安全上の課題 

・各学校に設置した「防災クラブ」を中心に，高校

生が自主的な防災活動を行うための体制づくりを

推進する。 

・地域に根ざした防災ボランティア活動を通して，

防災の担い手としての実践力の向上を図る。 

・全ての学校に学校安全の取組の中核となる教員を

位置付け，「防災クラブ」の活動をはじめ，学校安

全の取組を推進する。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 高校生防災クラブ交流イベント，高校生防災

クラブ県外見学研修，成果発表会において，拠

点校の取り組みについて情報共有し，各校の情

報交換を行い，各学校の取り組みの参考とする。 

イ 那賀よし防災キャンプⅣ  

日時：平成30年10月 27日～28日１泊2日 

会場：那賀高等学校 

内容：①消防署による三角巾による止血法と

包帯法②那賀川河川事務所による那

賀川の河川調査や流量観測③段ボー

ルを使用した疑似避難所を作成し武

道館での④非常食の体験⑤学校周辺

の地図を使ったＤＩＧ演習 

   後日，成果報告を行いモデル地域の防

災担当教員への実践の共有を図った。 

ウ 防災食づくり講習会 

日時：平成30年9月8日，2月 3日 

会場：那賀高等学校 

内容：講師を招いて，防災クラブ員が木沢・

上那賀・相生地区の婦人会と連携して，

「和洋折衷」をテーマにした防災食を

調理する講習会を開催。これまでの取

り組みをレシピ集にまとめ，生徒，地

域，モデル地域の学校に配布した。成

果報告会でモデル地域の中核教員と

情報共有を図る。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 事業の実施前と実施後に拠点校の生徒・教員に

アンケートを実施し，意識の向上を把握した。 

(3) その他の取組について 

 学校防災計画を見直し，児童生徒の避難活動の

改善，避難所運営支援計画の作成，学校再開手順

の策定及び改善などに取り組んだ。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・防災教育を推進し，防災クラブを中心とした地

域と連携した防災活動が実施されている。中核

となる教員を中心に今後も生徒の防災知識と

対応力を高め，将来の地域防災の担い手を育成

していく。 

【課題】 

・今後も，工夫を凝らした防災訓練を企画し，マ

ンネリ化にならないよう工夫が必要。 

 

（ⅲ）生活安全・交通安全 箸蔵小学校 

１ モデル地域の現状 

モデル地域名：三好市箸蔵地域 

○学 校 数：幼稚園    １園， 

小学校    １校 

特別支援学校 １校 

２ モデル地域の安全上の課題 

・園児児童生徒が，地元の地域における防犯や日

常生活における安全のリスクについて知り，防

犯や日常生活における安全確保の方法について

理解し，安全に行動できるようにする。 

・学校，保護者，関係機関，地域住民との連携の

- 90-



強化を図り，園児児童生徒の登下校時の見守り

活動を中心に，生活安全及び交通安全に関する

子供たちの安全を確保する体制の整備を図る。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会，成果発表会等における情報共有 

８月，１月に実践委員会を開催。実践委員会

の中で情報交換の時間を設け，各学校の実践等

について共有を図った。 

イ 児童・保護者・地域一斉下校通学路点検 

日時：平成30年９月 29日 

内容：児童・教職員・保護者・地域の方によ

る通学路の安全点検を実施，総合的な

学習の時間に安全マップの作成 

ウ 防犯カメラを活用した防犯避難訓練 

日時：平成30年10月 24日 

会場：箸蔵小学校 

内容：防犯カメラにより不審者を発見すると

いう想定で不審者対応訓練を実施。訓

練後に警察署と連携して「ドナルド防

犯教室」を開催し「いかのおすし」を

中心に，不審者被害に遭わないための

対応について学習 

 上記ア～ウについて，モデル地域の安全担当教員等

にも公開，成果報告書の配布，成果報告会での報告等

により実践の共有を図る。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 事業の実施前と実施後に拠点校の生徒・教員に

アンケートを実施し，意識の向上を把握した。 

(3) その他の取組について 

 学校安全計画について，１年間をとおして安全

教育，安全管理，学校行事が適切に計画され児童

生徒の安全教育が実践できるように見直しを図る。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・安全マップを新しく作成し，保護者をはじめ校

区在住の家庭に配布することで，地域の生活安

全・交通安全に対する啓発が図られた。 

【課題】 

・地域全体での見守り体制を更に充実させる。 

 

（ⅳ）交通安全 入田小学校・第一小学校 

１ モデル地域の現状 

モデル地域名：徳島市 

○学 校 数：小学校 １０校 中学校  ５校 

モデル地域名：鳴門市 

○学 校 数：小学校  ５校 

２ モデル地域の安全上の課題 

各学校の通学路における危険箇所等を把握

し，児童生徒の安全確保の観点に立った交通安

全教育を行うことにより，交通安全に関する意

識を高め，児童生徒が安全に通学できる態勢（ソ

フト面とハード面）を整える。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全対策推進協議会における情報共有 

合同点実施後に安全対策推進協議会を開催。

通学路安全推進アドバイザーの児童助言を参考

に各校の交通安全教育について情報交換を行い

実践の共有を図った。 

イ 拠点校を含むモデル地域の学校で， 

・歩行者シミュレータを用いた交通安全教室 

・自転車シミュレータを用いた交通安全教室 

・家庭・地域と連携した登下校指導・地域見

守り活動の実施  

上記の取り組みについて，モデル地域の中核と

なる教員で共有を図り，各学校の参考とする。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 事業の実施前と実施後に拠点校の生徒・教員に

アンケートを実施し，意識の向上を把握した。 

(3) その他の取組について 

 学校安全計画について，１年間をとおして安全

教育，安全管理，学校行事が適切に計画され児童

生徒の安全教育が実践できるように見直しを図る。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・通学路の危険箇所について，関係者が現地に出

向いて合同点検を実施する中で，共通理解を図

り，連携して安全対策を進めることができた。

また，実際の生活道路での安全教育の実践やシ

ミュレータを活用した交通安全教室を開催し，

その内容を報告書にまとめ各学校に配布する

ことにより各校の取り組みの参考となった。 

【課題】 

・通学路の危険箇所や園児・児童・生徒の実態に

対応した取り組みが，求められている。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：95万人（うち児童・生徒数：92,654人） 

○市町村数：17市町（8市9町） 

○学 校 数：幼稚園 139園 認定こども園19園 

         小学校160校 中学校73校 

高等学校42校 特別支援学校9校 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では、昭和21年南海地震、平成16年台風

災害で甚大な被害が生じたが、近年災害が発生し

ておらず、県民には比較的災害発生の少ない地域

という意識がある。県政世論調査（H30）からも

県民の防災意識の低さ、自分や家庭で取り組んで

いる防災・減災対策が十分進んでいない実態がう

かがえる。また、「防災教育の場などで災害対策

の重要性を教えられたことがある」者の割合は

10％という結果であり、防災教育を継続的・系統

的に進めることが求められる。 

地域環境として、北は瀬戸内海に面し、南は讃

岐山脈が連なり、平成25年３月に公表された「香

川県地震・津波被害想定（第一次公表）」では、

市町別の震度は６弱～７、最高津波水位は 2.8～

3.8ｍ、浸水域は12市町の69.8k㎡、液状化は危

険度Aのエリアが285.7k㎡となっている。 

各地域に応じた取組や関係機関等との連携体

制の構築に向けた取組みを進めているものの、そ

の取組みには、地域間や学校間に差が見られると

いった課題がある。 

３ モデル地域選定の理由 

モデル地域は３つの市（高松市、坂出市、三豊

市）を設定し、高松市と坂出市は主に防災、三豊

市は主に防犯・交通安全とした。その理由は、次

のとおりである。 

高松市は、県東部に位置し県人口の半分以上を

占め、学校数が最も多い。大規模校が多く、１つ

の小学校でも複数の自主防災組織があり、その組

織間の連携の難しさから学校の取組みに差があ

り、隣接する学校間の取組みの差を解消するため

にモデル地域に設定した。 

坂出市は、県中央に位置し瀬戸内海に面した工

業地帯が居住地近くにあり、発災時には津波によ

る被害や工業地域における火災被害等が予想され

る。各地域に応じた対策のあり方を提案し、地域

間の対策の差を解消するためにモデル地域として

設定した。 

 三豊市は、県西部に位置し、県内で２番目に幼

稚園・小学校数が多い一方、児童生徒数の減少に

より小規模校や統合がみられる。人口減少が進む

将来、どのように地域と連携して学校安全体制を

維持するのか、地域人材をいかに活用すればよい

のか、県内全域へと普及するためにモデル地域と

して設定した。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校防災アドバイザー派遣事業 

県内公立幼・小・中・高等学校・特別支援学

校を対象に、希望する学校（園）に大学教授等

の防災の専門家を派遣し、各学校（園）の防災

体制の整備や防災教育の一層の充実を図ること

をねらいとした事業を実施。 

日時：平成３０年６月２３日～１２月２０日 

対象：２２校（園）２団体に合計３０回派遣 

講師：香川大学危機管理機構職員、香川県防

災士会所属防災士、高松気象台職員等 

内容：危機管理マニュアル等への助言 

   関係機関と連携した避難訓練への助言 

   防災マップ作りや防災教育への助言 

イ 高校生を対象とした災害時ボランティアリー

ダー養成講習会 

県内公立高校生と防災教育担当者等を対象に、

災害時のボランティアリーダーの養成を図ろう

とする講習会を実施。 

日時：平成３０年７月２３日 

対象：９校３３名 

会場：香川大学創造工学部６号館 

講師：香川大学危機管理機構 松本秀應氏等 

内容：被災地支援活動を通した講義 

学校安全総合支援事業 

香川県 

 教育委員会名：香川県教育委員会 

 住  所：香川県高松市天神前６－１ 

 電  話：０８７－８３２－３７６４ 
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     訓練システム体験とグループ協議 

大学教授から防災教育や危機管理マニ

ュアルの見直し 

ウ 地域の見守り活動充実に向けた研修会 

  地域で見守り活動を行っている保護者・学校

ボランティア・教職員等を対象に、防犯・交通

安全の観点から見守り活動のポイント等につい

て研修会を実施。 

日時：平成３０年８月２５日 

会場：三木町文化交流プラザ 

講師：上小ふるさとの会 会長 小山英夫氏等 

内容：上小ふるさとの会の活動とその継続 

     香川県警察より見守り活動のポイント 

     地域や立場の異なる方とのグループ協議 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

指標 事業実施前 事業実施後 

① 全ての学校に、

学校安全を推進する

ための中核となる教

員を位置付けている

教育委員会の割合 

１００％ 

全教育委員会

数：１８ 

中核教員を位

置付けている

教育委員会

数：１８ 

１００％ 

全教育委員会

数：１８ 

中核教員を位

置付けている

教育委員会

数：１８ 

② 学校安全に関す

る会議や研修等を実

施し、学校安全計画

や危機管理マニュア

ルの見通しについて

の指導を行っている

教育委員会の割合 

１００％ 

全教育委員会

数：１８ 

学校安全計画

や危機管理マ

ニュアルの見

通しについて

の指導を行っ

ている教育委

員会：１８ 

１００％ 

全教育委員会

数：１８ 

学校安全計画

や危機管理マ

ニュアルの見

通しについて

の指導を行っ

ている教育委

員会：１８ 

③ 学校安全に関す

る会議や研修、成果

報告会等を実施し、

先進的な実践を行っ

ている学校の優れた

取組みなどについて

の情報共有を行って

いる教育委員会の割

合 

４４％ 

全教育委員会

数：１８ 

学校安全計画

や危機管理マ

ニュアルの見

直しについて

の指導を行っ

ている教育委

員会：８ 

５０％ 

全教育委員会

数：１８ 

学校安全計画

や危機管理マ

ニュアルの見

直しについて

の指導を行っ

ている教育委

員会：９ 

５ 成果と課題 

【成果】 

他地域や他校の取組みを情報共有すること

で自校の防災体制や危機管理マニュアルの見

直し・検証、実効性のある取組み等へとつなげ

ることができ、県内の地域間や学校間の差の解

消につながった。また、関係機関との連携体制

の構築に向けた活動が行われた。 

【課題】 

各学校やその地域を詳しく知る教職員の減

少と学校安全の中核となる教員の人材やその

体制づくり向けた事業の継続が求められる。 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１ モデル地域の現状（高松市） 

２ モデル地域の安全上の課題 

 大規模校が多く１つの小学校にも複数の自主

防災組織があること、マンションに住む児童生

徒数の増加に伴う自治会入会率の低下等から、

消防や校区自主防災組織等との関係機関や保護

者と連携した避難訓練等の実施がなかなか進ま

ないため、地域関係機関との連絡・協力体制の

構築に向けた取組みやその啓発が課題である。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 拠点校（栗林小）における防災学習授業参観

への参加及びモデル地域内の学校防災アドバイ

ザー事業への参加 

事業を実施した際、モデル地域内の学校（園）

の中核教員が参加し、各学校（園）の取組や学

校安全に関する協議の時間を設ける 

日時：平成３０年６月２３日～ 

内容：防災授業と体験学習を各１時間実施 

   引き渡し訓練 

【防災授業】 

低学年「もし、じしんがおきたら？（校外編）」 

中学年「津波について学ぼう」 

高学年「阪神淡路大震災に学ぼう」 

 

 

 

 

【体験学習】 

低学年「非常食・非常携帯」アルファ米等 

○モデル地域名：高松市 

○学 校 数：幼稚園 １園 小学校 ５校 

特別支援学校 ３校 
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実習Ⅰ「訓練システムの体験 

（地震発生時の避難行動）」 

実習Ⅱ「地震だ！ 

生き残れた！その次に

待っていることは･･･」 

情報交換 

～教員も一緒に考える～ 

中学年「防災訓練に取り組もう」水消火器等 

高学年「救助訓練に取り組もう」AED等 

 

 

 

 

イ 実践委員会における情報共有 

６月、１２月に実践委員会を開催。１２月の

実践委員会は中核教員や学校安全管理者等を対

象に、主に中学校区別に異校種間の担当者が域

内の学校安全について情報交換や共通理解を行

った。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

モデル地域内における学校防災アドバイザー

派遣事業を実施した９校（園）の中核教員を対象

に、実施前後にアンケート調査を行った。 

アンケート項目（各項目4.0点） 実施前 実施後 

地域の関係機関等との連絡・協

力体制の構築につながった 
３．２ ３．３ 

発達段階に応じた防災教育充

実につながった 
３．２ ３．８ 

教職員の防災意識の向上につ

ながった 
３．８ ３．４ 

児童生徒等の防災意識の向上

につながった 
３．４ ３．５ 

保護者等の防災意識の向上に

つながった 
２．７ ３．３ 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

拠点校は、防災教育の充実と保護者啓発を事業

参加の目的としており、その成果はアンケートか

らも読み取れる。その効果は、域内のA小学校に

も波及し、拠点校とA小学校の中核教員同士が連

携し、学校と地域と家庭が連携した取組みとして

防災授業参観が実施され、連絡・協力体制の構築

につながった。また、A小学校は、防災授業後に

授業内容に関するリーフレット（胸ポケットに入

り持参できる大きさ）を作成し、各家庭内の約束

事を決める等、家庭への啓発を行った。 

【課題】 

本県の教職員は広域人事交流を行うため、地

域を詳しく知る教職員の減少や教職員の世代交

代に伴う学校安全に関する教職員の人材づくり

が求められる。 

各学校で学校安全に関わる教職員が複数在籍す

ることを目標に、継続的な人材づくりや体制づく

りが必要である。また、その成果が表われるには

時間を要するため、継続して取り組めるかが課題

である。 

 

１ モデル地域の現状（坂出市） 

 

 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 地域の環境から津波被害や工業地帯の火

災被害等、発災時に高校生が「一人の支援者」

として何ができ、どのような活動が必要なの

かを考え、自助から共助、公助といった意識

をもちつつ実際に行動できるよう、発達段階

に応じた防災教育のあり方や発災後の取組

みやその啓発が課題である。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

高校生を対象とした災害時ボランティアリー

ダー養成講習会を開催したところ、９校３３名

の生徒とともに、中核となる教員が参加し、大

学教授等との情報交換や生徒と一緒に日々の実

践の見直し等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地区防災訓練等への参加 

６月、２月に地区防災訓練等の開催周知を行

い、１２月の実践委員会は中核教員や学校安全

管理者等を対象に、主に中学校区別に異校種間

○モデル地域名：坂出市 

○学 校 数：高等学校 ２校 

講義「災害時のボランティ

ア活動について」 
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の担当者が域内の学校安全について情報交換や

共通理解を行った。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

「高校生を対象とした災害時ボランティア

リーダー養成講習会」に参加した９校３３名の

高校生を対象に、講習会後にアンケート調査を

実施した。 

アンケート項目（各項目4.0点） 実施前 実施後 

A 支援者という言葉を知って

いるか 

B 支援者としての意識は高ま

ったか 

C防災・減災の効果的な手法を

知っているか（身に付けたか） 

D 本研修で得た知識や手法を

自校や異校種、地域住民等と連

携を図った避難訓練が普及で

きるか 

３．０ 

 

 － 

 

２．８ 

 

 － 

３．８ 

   

３．７ 

 

３．８ 

 

３．３ 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

参加した高校生が「一人の支援者」という意識

を高め、発災時にとるべき具体的な行動を学ぶと

ともに、自助から共助、公助といった意識をもち

実際に行動できるよう地域等の活動や行事に積極

的に参加したいという意見が多く見られた。また、

中核となる教員もこれまで以上に想定外への対応

や日頃の訓練等の見直しや検証につながった。 

【課題】 

現在、大学教授等の講義を中心としているが、

内容に実効性をもたせて、「各校の避難訓練」「各

校の防災教育（年間計画）」等、共通したテーマ設

定により学校の実践や地域の活動につなげる方法

の検討が求められる。 

 

１ モデル地域の現状（三豊市） 

 

 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

 児童生徒数の減少により、小規模校や統合が

みられる。将来、人口減少が進む中、どのよう

に地域と連携して学校安全体制を維持するの

か、地域の人材をいかに活用すればよいのか 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 地域の見守り活動充実に向けた研修会 

地域で見守り活動を行っている保護者・学校

ボランティア・教職員等を対象に、防犯・交通

安全の観点から見守り活動のポイント等につい

て研修会を実施した。 

イ 実践委員会の開催と情報交換 

    学校安全担当者や中核教員等、PTA代表、教

育委員会、警察署の関係機関と実践委員会を開

催し、各校の実践（通学路や危険場所等の安全

確認）やその対策等の情報交換を実施した。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

指標 事業実施前 事業実施後 

① 管理職の他に、学校安全

を推進するための中核とな

る教員を校務分掌に位置付

けている学校の割合 

② 学校安全に関する校内

会議や研修等を実施し、危機

管理マニュアルの見直しや

内容の周知などを行い、日頃

の安全教育・管理や危機発生

時における各教職員の役割

について、共通理解を図って

いる学校の割合 

③ 学校安全の取組に関す

る授業公開や成果報告会、研

修会等を実施し、他校や地域

への情報共有を行った学校

の割合   

９７．８％ 

(４４校／ 

４５校) 

 

９７．８％ 

(４４校／ 

４５校) 

 

 

 

 

 

８８．９％ 

(４０校／ 

４５校) 

 

１００％ 

(４５校／

４５校) 

 

１００％ 

(４５校／

４５校) 

 

 

 

 

 

８８．９％ 

(４０校／

４５校) 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

学校を支援するという立場を考えて活動を行う

こと、長く活動を継続するための会則等が存在す

ること等が、県内で見守り活動している多数の

方々の参考となった。 

【課題】 

どの地域においてもメンバーの人手不足や高齢

化に向けた対策が求められる。 

〇モデル地域名：三豊市 

〇学校数：小学校４校、高等学校１校 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：135万人（うち児童・生徒数：153千人） 

○市町村数：20    

○学校数：幼稚園 園 139園 

（国立1 公立60 私立78） 

小学校 284校 

（国立1 公立283） 

     中学校 134校 

（国立1 公立129 私立4） 

 高等学校 66校 

（国立1 公立53 私立12） 

      中等教育学校 5校 

      （公立3 私立2） 

      特別支援学校  10校 

      （国立1 公立9） 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、南海トラフ地震の被害が想定される地

域である。海、山、平野部と様々な地形がある中、

地域ごとの実情に応じた防災教育の取組を推進

する必要がある。 

安全教育において、自分の命は自分で守るとい

う行動をとれる児童生徒の育成が必要で地震だ

けではなく、津波、土砂災害、火災といった災害

への対応が必要。 

 

３ モデル地域選定の理由 

本県は地域を大きく分けると東予、中予、南予

の３地域に分かれる。東予地方の四国中央市は瀬

戸内海に面し平野部には工場が多く工業が盛んで

ある。また、山間部もあり幅広い地形となってお

り、土砂災害の危険箇所が多い地域である。 

中予地方は広い平野が広がり、瀬戸内海に面し

ている。東温市は中でも内陸にあり平野部と山間

部に囲まれた地形となっている。特に、上林地区

は山間部に位置し周辺に公共施設が少ないので災

害時には小学校は地域の中心的役割を果たすもの

と考えられる。 

南予地方の愛南町は、愛媛県でも最南端にあっ

て太平洋に面しており、南海トラフ地震では津波

の被害予想されている地域である。 

このような県内でも地形が異なると災害リスク

が異なることから、それぞれの地域をモデル地域

とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災管理担当者研修会（県単） 

県内の教職員を対象に防災教育に関する研修

会を実施。 

日時：平成30年12月 14日外２日間 

会場：愛媛県歴史文化博物館外２会場 

講師：愛媛大学教授  二神氏 

内容：愛媛県で起こりうる災害への備え 

講義：松山地方気象台 

内容：気象の知識と気象情報の利活用について 

防災教育の実践事例発表（29年度実施分） 

 

  イ 学校防災アドバイザー派遣 

    モデル地域の市町で開催する防災教育推進連

絡協議会に県教委が委嘱した学校防災アドバイ

ザーを派遣し、会での指導助言を行う。 

    派遣数３回（３市町） 

ウ 教職員防災士レベルアップ研修会（県単） 

県立学校の教職員防災士資格取得者に県消防

学校において、煙体験、ロープワーク、消火訓

練などを実施。（市町からも参加可能） 

日時：平成31年２月13日 

内容：煙体験、ロープワークの実施。初期消 

火訓練と消火訓練を伝達するための実技。  

学校安全総合支援事業 

愛媛県 

 教育委員会名：愛媛県教育委員会 

 住  所：愛媛県松山市一番町四丁目4-2 

 電  話：089-912-2980 

○参加学校数：幼稚園 44園 小学校 267校 

中学校 128校 高等学校 56校 

特別支援学校 10校 

中等教育学校 ５校 

別添 
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エ 学校防災推進委員会（２回開催） 

    大学教授や県防災担当部局、市町モデル地域

からなる委員で県内における防災教育の推進な

どを協議し、オブザーバーとして参加した委員

以外の市町とも情報共有を図った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

アンケートにより県内市町教育委員会の学校安

全の取組の進捗を評価。推進委員会で取組の強化

を情報共有した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 防災教育推進委員会の開催 

県教育委員会、県防災部局、PTA連合会、モデ

ル地域市町、有識者等が参加し、学校安全に関

する県の取組や関係機関の取組等について共有。

その他の市町はオブザーバーとして参加。 

また、市町単位で防災教育連絡協議会も同様

に市町村教育委員会、市町内学校、防災部局、

自主防災組織、消防等の関係機関が参加しての

会議を開催。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・関係機関と連携するための会議を開催したこと

で、学校で実施している取組等について関係機

関と共通理解を図ることができた。 

【課題】 

・職員の異動による学校体制の変更により、取組

の継続が難しい。 

・全ての教員の資質向上は難しい。 

   

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

自分自身への危険を的確に捉え、児童生徒等

が自らの命を守るために主体的に行動する態度

の育成を図るとともに、地域と一体となった体

制の構築の促進。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有（各モデル地域） 

実践委員会を開催し、実践委員会の中で情報

交換、各学校の実践等について共有を図ったほ

か有識者からの指導・助言をいただいた。 

イ 小中合同職員研修、防災教育研修会    

（四国中央市） 

モデル地域の拠点校の教員が、ファシリテー

ターとなって避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）を実

施し、先進地視察の報告なども行った。 

日時：平成30年８月10日、12月５日 

内容：拠点校中核教員による市内中核教員へ

の研修など 

   

  （中核教員を対象とした防災教育研修会） 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

 児童生徒を対象に意識調査を実施した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 危機管理マニュアルの見直し 

イ 地区合同避難訓練、防災キャンプ 

  ウ 防災マップつくり など 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・各研修会の実施により教員の資質向上。 

・避難訓練における児童と職員の意識が高まり、

訓練の質の向上がみられた。 

【課題】 

・この取組の維持継続。 

○モデル地域名：四国中央市 

学 校 数：幼稚園７園、小学校 19校、中学校

７校、高等学校３校 

○モデル地域名：東温市 

学 校 数：幼稚園５園、小学校 ７校、中学校

２校、高等学校１校、特別支援学校

２校 

○モデル地域名：愛南町 

学 校 数：幼稚園１園、小学校 13校、中学校

５校、高等学校１校 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：135万人（うち児童・生徒数：153千人） 

○市町村数：20    

○学校数：幼稚園 園 139園 

（国立1 公立60 私立78） 

小学校 284校 

（国立1 公立283（うち休校9）） 

     中学校 134校 

（国立 1 公立 129（うち休校 2） 

私立4） 

 高等学校 66校 

（国立1 公立53 私立12） 

      中等教育学校 5校 

      （公立3 私立2） 

      特別支援学校  10校 

      （国立1 公立9） 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

 本県では近年、小学校の登下校中における大き
な交通事故は発生していない。また、県内の小学
生の交通事故及び自転車事故件数も減少傾向に
ある。各学校や地域で関係機関等が協力・連携し、
学校安全に関する取組を進めてきた成果である
と考える。 
 一方、県内では不審者情報が多く、学校管理下・
外において、不審者対策が必要である。学校にお
ける安全教育では、自らの命を守る行動を主体的
に実践する力や危険を予測し、回避する力を育成
することが必要である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

松山市は本県の県庁所在地であり、人口も多く、
学校の立地環境も多種多様である。平成 24 年度
の合同点検以降、市内では道路環境も変わってき
ていることから、モデル地域として設定した。 
伊方町は、東西に長く伸びる佐田岬半島に位置

し、学校数や児童生徒数は少ないものの、立地環
境からスクールバスを利用して学校に通う子ども
も多い。スクールバスを登下校の手段として考え
る市町にとって、参考となるであろうと考えモデ
ル地域とした。 
鬼北町は、山間部に位置し、小規模校の学校が

多い。そのため、少人数での登下校となるため、
防犯面からの課題がある。見守り隊をはじめとす
る、ソフト面での対応が必要である。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 総合危機管理等研修会(学校安全教室事業) 

 県内の全ての学校の学校安全担当教職員を対象 

に学校安全に関する研修会を実施 

 日時：６月４～６日 13:30～16:20 

 会場：東予（総合科学博物館） 

    中予（生涯学習センター） 

    南予（歴史文化博物館） 

 講師：学校安全教育研究所教授 矢崎氏ほか 

 内容：学校における危機管理に関する研修 

イ 通学路安全推進委員会 

市町教育委員会の担当者がオブザーバーとして 

参加し、事業内容の概略説明と危険箇所合同点検

における中核教員の役割確認を行った。 

日時：平成30年10月９日（第１回） 

平成31年２月 20日（第２回） 

会場：にぎたつ会館 

委員長：愛媛大学教授  松村氏 

内容：事業概略説明、モデル地域取組発表 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

事業の実施前及び実施後の取組状況について、 

アンケート調査を実施し、評価・検証を行った。 

 

(3) その他の取組について 

  「登下校防犯プラン」の緊急合同点検時に、防

災と交通安全の観点からも点検を実施。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・研修会において、各校の学校安全担当者や中核

教員に対して、安全計画の見直しのポイントや

学校での役割について、共通理解を深めること

ができた。 

【課題】 

・各学校の中核となる教員は毎年度変わる可能性

があり、取組が継続しにくい。 
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Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１ モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

○松山市 

平成 29 年度に実施した市内小学校ごとの通

学路合同点検にて決定した対策の中で、新設や

補修など現時点で対応が出来ていない箇所につ

いて関係機関と調整しながら、早急に対策を講

じていく必要がある。 

○伊方町 

通学路の危険箇所対策を実施するにあたり、

地元の同意が必要な箇所について、状況を逐次

確認し、対策の実現に向け取り組んでいく。 

○鬼北町 

学校の安全指導や地域の見守り活動の強化な

ど、ソフト面での対策について、各機関と連携

をして取り組んでいく必要がある。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

各モデル地域において、実践委員会を開催。

実践委員会の中で情報交換の時間を設け、各学

校の実践等について共有を図った。 

  
伊方町通学路安全実践委員会（10月） 

 

イ 通学路危険箇所合同点検 

モデル地域内の学校の中核教員と関係機関等

が合同で通学路の点検を実施。通学路安全対策

アドバイザーが指導助言を行った。 

 

 

 

    

鬼北町の通学路危険箇所点検（９月） 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

事業の実施前及び実施後の取組状況について、 

通学路の危険箇所数の調査を実施し、対策の進捗

状況の確認を行った。対策困難箇所について、通

学路安全対策アドバイザーからの助言をいただい

た。 

 

(3) その他の取組について 

 危機管理マニュアルの改善ポイントの共通理

解。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・実践委員会や合同点検を通して、通学路の交通

安全対策及び児童の防犯意識の向上を図るこ

とができた。 

・中核教員の役割として、市町教育委員会や学校

間との連携を図り、実践委員会などの機会を

活用してモデル地域全域に情報共有を行うこ

とができた。 

【課題】 

・交通安全の観点では明確に対策が講じられて

いるが、新たな問題としてブロック塀などの防

災対策、防犯カメラ設置や不審者に対する防犯

対策での通学路（通学路以外の道路も含む）点

検をどのように行っていくかなど、教育委員会

だけで対応ができるものではなく横断的な対

応が必要である。 

・人事異動により、中核となる教員が代わる学

校については、これまでの取組や学校安全計

画の引継ぎを確実に行う必要がある。 

 

 

 

 

○モデル地域名：松山市 

学 校 数：小学校 54校 

○モデル地域名：伊方町 

学 校 数：小学校 ６校 

○モデル地域名：鬼北町 

学 校 数：小学校 ６校 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約70万3千人 

（児童生徒数：約 7万6千人） 

○市町村数：34 

○学校数：幼稚園 41園、認定こども園 13園、 

小学校233校、中学校 129校、 

義務教育学校２校、高等学校 45校、 

特別支援学校 16校 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

生活安全について、平成 29年度の本県における

子どもに対する声かけ事案等の不審者情報件数は

363件と、前年に比べ 110件増加しており、特に小

学生に関する不審者情報件数は 165 件と子ども全

体の 45％となった。犯罪から未然に子どもたちを

守るためには、子どもたち自身に危険回避能力を

身に付けさせるとともに、「安全で安心な地域づく

り」に、保護者や地域住民が積極的に参画していく

気運を醸成することが必要である。 

交通安全について、平成 29年度の本県における

児童生徒等の交通事故は 168件発生し、平成 30年

４月には中・高校生が自転車で登校中に自動車と

の接触により死亡する事故が連続して２件発生し

た。子どもたちに適切な交通行動を身に付けさせ

る交通安全教育を実施し、学校・保護者・地域・関

係機関等が連携した通学路合同点検や街頭指導等

による交通安全確保の推進が必要である。 

災害安全について、今後 30年間に70～80％の確

率で発生すると予測されている南海トラフ地震に

対し、迅速な避難行動や事前の防災対策など、防災

意識の向上と備えの実行が本県の重要課題であ

る。命を守る防災教育と減災対策の推進、地域一体

となった防災活動の実施が強く求められている。 

３ モデル地域選定の理由 

学校安全を推進するために、各学校において「高

知県安全教育プログラム」に基づいた安全教育の

充実を図り、児童生徒に「自らの命を守りきる力」

や「他者や地域の安全に貢献する心」を育むととも

に、学校・地域・関係機関等が連携した学校安全推

進体制を構築することが重要である。モデル地域

の先進的な実践や推進体制を広く県内に普及させ

ることで、各学校の学校安全の取組の強化を図る

ことを目指し、以下の観点からモデル地域を選定

した。 

生活安全では、スクールガード・リーダー等によ

る見守り活動が実施され、それを基盤に学校・家

庭・地域が連携した学校安全推進体制を確立し、安

全教育の推進と日常的な安全管理の強化を図るこ

とを目指し、２地域（安芸市・南国市）を選定した。 

交通安全では、交通量が多いうえに、安全整備が

不十分な道路や工事等による道路環境の変化に伴

う新たな危険箇所の増加等の課題をもつ拠点校を

抱えた２地域（いの町・黒潮町）を選定した。 

災害安全では、南海トラフ地震を想定し、強い揺

れや津波浸水、土砂災害等への対策を推進するた

め、各地域の課題に応じた防災教育及び安全管理

を研究し、広く県内に普及することを念頭に置き、

６地域（四万十市・黒潮町・南国市・高知市・香南

市・土佐清水市）を選定した。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校安全教室推進講習会の開催 

県内の教職員を対象に、実践的な安全教育・

安全管理等を推進する教職員等の育成及び資質

向上を図る研修を開催。 

日時：平成30年８月 21日 

内容：講演、演習、安全教育拠点校実践発表 

イ 防災教育研修会の開催 

県内全ての学校の学校安全担当教職員等を対

象に、南海トラフ地震に備えた、学校の危機管

理力・防災力の向上を図る研修会を開催。 

日時：平成30年７月 26日、27日 

        ８月２日、３日 

内容：震災を体験した教職員による講演、演

習、防災教育拠点校実践発表等 

ウ 推進委員会（学校安全の３領域）の開催 

モデル地域の市町村担当者及び拠点校の学校

安全担当教員が集う推進委員会を開催。充実し

た取組を目指しての協議や取組成果の交流を行

学校安全総合支援事業 

高知県 

 教育委員会名：高知県教育委員会 

 住  所：高知県高知市丸ノ内一丁目７－５２ 

 電  話：０８８－８２１－４５３３ 

別添 
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うとともに、モデル地域以外からの参加を呼び

かけ、県内の学校安全推進体制の普及を図る。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

学校安全に関する取組状況調査等を実施し、成

果指標に係る、県内の市町村教育委員会及び学校

の取組について評価・検証を行った。 

５ 成果と課題 

【成果】 

・防災教育研修会（災害安全）や学校安全教室推

進講習会（交通安全・生活安全）において、参

加者が研修会当日のアンケートに研修内容の活

用予定を記入、事後のアンケートで実績を把握

するようにした結果、研修会の内容を全ての参

加者が自校にフィードバックすることができた

（成果指標④：フィードバック率 100％）。各学

校において、安全教育担当教員の自覚が芽生え、

研修内容を活かした工夫ある実践事例が多く見

られるようになってきた。 

・県主催の推進委員会では、モデル地域の取組成

果を発表する機会を設定し、推進委員の助言を

もとに、地域や関係機関と連携した安全教育及

び安全管理の進め方を協議することができた。

また、モデル地域外の市町村教育委員会や学校

にも出席を呼びかけ、ソフト・ハードの両面か

ら児童生徒等の安全確保の取組を検討し、学校

安全の取組を充実させる重要性について共通理

解を図ることができた。モデル地域の取組は、

参加者に好事例として高く評価された。 

・各モデル地域において、拠点校の取組を核にし

た安全教育及び安全管理を充実させる推進体制

が構築された。特に、実践委員会では、拠点校

経験のある学校や関係機関から得られる専門的

な知見を、域内の学校で共有しながら安全教育

を波及させていく工夫があった。 

【課題】 

・県内全ての学校に、学校安全を推進するための

中核となる教員を位置付けている（成果指標

①）が、本県の喫緊課題である防災教育の推進

が中心となっており、交通安全教育及び防犯・

生活安全教育への関わりがやや弱い。 

・学校安全計画や危機管理マニュアルの見直し

について指導を行っている教育委員会の割合

（成果指標②）が49％と、想定より低い結果

であった。市村教育委員会の学校安全の取組

への意識の向上を目指し、必要性や方法を説

明していく必要がある。 

・市町村教育委員会においては、学校安全の取 

組内容や意識に温度差が見られる。モデル地域

の取組成果を参考として積極的に活用してもら

うためにも、市町村教育委員会を対象に、より

効果的な情報発信や啓発を行う必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組（防犯を含む生活安全） 

※２つのモデル地域から、安芸市を抽出 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

児童生徒の登下校及び生活安全についてスクール

ガード・リーダーや地域の方などと連携した見守り

活動が行われている。地域や外部の人材を活用した

児童生徒の安全を確保できる協力体制を整備すると

ともに、安全教育を体系的に実施し、地域と家庭と

協働した学校安全推進体制の構築に向けた取組を行

い、市内全体に普及していくことが重要である。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全教育実践委員会の開催（年２回） 

校区の小中学校の安全教育担当者、地域、

関 

係機関25名の参加で行い、拠点校の取組の情報

共有や取組内容への支援等について協議した。 

イ 拠点校の取組成果の普及に対する体制の構築 

    各校で、学校安全の取組を進める中核となる

教員を位置付ける。市内小中学校全教員に配布

している「研究所便り」や市の広報誌で拠点校

の取組等を情報発信した。拠点校で実施する発

表会の案内を市内全ての小中学校へ送付し、中

核教員を中心に積極的な参加を促した。 

  ウ 先進校視察研修 

    拠点校の教諭２名を、大阪教育大学附属池田

小学校・学校危機メンタルサポートセンターへ

の視察に派遣。視察研修内容を共有した。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

市内小中学校に対する安全教育に関するアン

ケート調査の実施。 

(3) その他の取組について 

  安芸市共有のネットワークを活用し、情報共

有を図った。教育委員会の共有サーバーに「学校

安全教育」のフォルダを作成し、拠点校の取組の

情報を発信し、各校が閲覧できる体制を整えた。 

○モデル地域名：安芸市（清水ヶ丘中学校区） 

○学校数：小学校 ５校 中学校  １校   
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４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学校安全を推進するための中核となる教員を、

全ての学校が校務分掌に位置付け、取組を牽引

する体制が整備できた。 

・アンケート調査では、「自校の学校安全計画や危

機管理マニュアルの見直しを行った」の項目で

肯定的回答が 70％(5月)→100％(12月)と上昇

した。さらに「自校の危機管理マニュアルにつ

いて周知を行い、日頃の安全教育・管理や危機

発生時における各教職員の役割について共通

理解を図った」の項目では、80％(5月)→100％

(12月)と自校の計画を教職員が共有し、子ども

達の命を守るための学校の危機管理など、全教

職員が適切な判断と指示ができるように再確

認ができている。 

・「学校安全の取組に関する授業公開や研修会等

を実施し、他校や地域への情報発信をしている」

の項目では、肯定的回答が 60％(5月)→90％(12

月)、「拠点校の取組を自校の安全教育及び安全

管理に活かしている」の項目では、50％(5 月)

→90％(12月)と大きく上昇している。拠点校の

取組の共有を通し、モデル地域だけではなく市

内全学校の安全教育についての意識が高まって

いる。また、「学校便り」「学校の立て看板」「開

かれた学校推進会議」「公民館便り」等を活用し、

地域等に様々な発信方法で啓発をしている学校

が増えてきている。 

【課題】 

・「学校安全計画」、「危機管理マニュアル」の見直

し、改善は行われたが、学校の実態に応じた具

体的な計画や役割を明確化しておく等の改善が

不十分である。次年度は、具体的で実践に役立

つ計画となるように、教科横断的な見直しの依

頼を校長会等で働きかけていく。 

・各学校の「学校安全計画」に基づく安全教育・

安全管理体制等について、ＰＤＣＡサイクルで

の検証が十分ではない。 

・安全教育についての取組を地域に発信をしてい

るものの、地域との協働・連携した体制の構築

まで至っている学校が少ない。次年度は関係機

関との連携をさらに深め、児童生徒の登下校の

見守り活動や危険箇所の点検等を行う。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組（交通安全） 

※２つのモデル地域から、いの町を抽出 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 交通安全教育推進研修会の開催 

平成 30 年８月１日に土佐警察署交通課長を

講師に招聘し、最近の交通事情についての研修

を、モデル地域の中核教員を対象に行った。 

イ 交通安全教育学習発表会の開催 

平成 30 年 12 月 14 日に交通安全教育学習発

表会を開催。町内各小中学校の交通安全担当者

が参加し、拠点校の取組成果を共有した。また、

３年生による交通安全学習の発表を２年生が参

観するスタイルを取り、上級生から下級生へと

学習が広がる設定とした。 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

ア 事業の実施前と実施後の取組状況について、

町内全ての学校に対してアンケート調査を実施。 

イ ６月と 12 月にモデル地域内の学校の児童生

徒を対象に、交通安全アンケートを実施。 

(3) その他の取組について 

拠点校の児童が作成した「交通安全マップ」

を、町内の小中学校、家庭、地域に配付した。

また、児童が考案した「止まれマーク」を、町

内の学校に配付、交差点路上に貼付を促した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

＜アについて（町内 12校）＞ 

・実践委員会委員及び小中学校担当者等が参加す

る学習発表会で、町の実践内容を発表し、町の

取組について情報共有できた。（11校/12校） 

・拠点校の取組を自校の教職員に共有し、日頃の

交通安全指導の充実を図った。（８校/12校） 

・発表会の講師の東北工業大学小川教授による助

言・提案により、町内小中学校の安全指導の重

要性を確認し、各校の交通安全の取組の発展を

考える機会を設けることができた。 

・モデル地域の学校を対象にスケアード・ストレ

イト教育技法による交通安全教室を実施し、交

通ルール遵守の大切さを生徒が考えられた。 

・交通安全教育３時間以上の実施（11校/12校） 

＜イについて（モデル地域内４校）＞ 

・小学生の道路の歩き方に関するアンケートでは

すべての項目で１回目より意識が高くなってい○モデル地域名：いの町（伊野中学校区） 

○学校数：小学校 ３校 中学校  １校   

交通量が多く、河川改修工事に伴う道路付け替え

工事などもあり、道路環境の変化に伴って危険箇所

が新たに増え、交通事故が心配される状況がある。 
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る。「道路を歩くときはふざけたりしない」

68.1％→95.4％（27.3％増） 

・小学生の自転車アンケートによると、自転車乗

車時の基本的な行動について安全ルールを守る

意識が高まっている。「歩行者へのベルを鳴らす

こと」65.1％→79.6％（14.5％増） 

・中学生自転車アンケートによると、交通ルール

を守ることへの意識が高まっている。「歩行者に

避けてもらうためにベルを鳴らしてはならない」

50.0％→74.3％（24.3％増） 

・アンケート調査で、見通しの悪い交差点、狭い

道路など、通学路の中で日頃危険又は注意が必

要と感じている箇所が把握でき、学校内で危険

箇所の再認識ができた。（12校/12校） 

【課題】 

＜アについて（町内 12校）＞ 

・拠点校の取組を教職員に情報共有したり、安全

教育等に活かす取組を目指していたが、町内全

校の学校へ拠点校の活動を普及したり、自校の

取組に活かしてもらうことをすべての学校には

定着させられなかった。 

＜イについて（モデル地域内４校）＞ 

・２回のアンケート調査から、学校内での学校安

全に係る取組は向上したと認識できたが、児童

生徒の意識の十分な向上にはつながらなかった。 

＜今後の取組の見直し＞ 

・学校・家庭の協力を得ながら、通学路の合同点

検を定期的に行うとともに、引き続き教職員の

指導力の向上に努める。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組（災害安全） 

※６つのモデル地域から、四万十市を抽出 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

６月、11 月に実践委員会を開催した。特に、

拠点校を含む中学校区の３校での連携を図りな

がら取組の質を高めてきた。 

イ 公開研究授業等の開催 

  拠点校の取組を共有する機会を設定し、教職

員で意見交換をし、自校で共有・活用すること

で、市内全域への防災教育及び防災管理の普及

を図った。 

 ・防災に関する公開授業（４回） 

・「四万十市みんなで防災訓練」（市内全域を

対象にした地震・津波防災訓練） 

・四万十市一校一役教育研究「オール四万十」

実践交流発表会（公開授業・実践発表等） 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

全校を対象にアンケート調査を行い、防災教育

の実施状況等の進捗管理を適宜実施しながら、

市内全域で防災教育体制の強化を図った。 

(3) その他の取組について 

   拠点校を中心とした市内の学校の取組や公開授

業等における指導案作成にあたり、防災学習アド

バイザー・コラボレーターの諏訪清二氏から指導・

助言を受けながら取組を進めた。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・事業目標の１つとして掲げた「市内全校での

防災担当教員の位置付け」については、全て

の学校で位置付けることができた。 

・各校の教職員間で危機管理マニュアルの見直し

や周知を行うこと（成果指標②）を徹底し、市

内全校で実施することができた。 

・公開授業や研究発表会、四万十市主催の実践交

流発表会等の実施により、拠点校の取組が市

内各校の中核教員等の自覚の高揚につなが

った。その結果、拠点校の取組を自校の教職

員に共有した学校の割合は 100％となった。 

・「四万十市みんなで防災訓練」では、拠点校

を中心に、市地震防災課や自衛隊等と連携

した創意工夫ある防災の取組が行われた。 

【課題】 

・成果指標①「管理職の他に、学校安全を推進す

るための中核教員を校務分掌に位置付けて

いる学校の割合」が、事業実施前 32％から実

施後 48％と、＋16ポイントにはなったが、ま

だ数値としては低い。今後は管理職以外の教

員の防災担当教員の位置付けについても呼

びかけ、各校の防災体制の強化を図っていく。 

・学校安全の推進を図る組織のある学校の割合

については、未だに 20％の５校で未設置とな

っている。既存のＰＴＡ組織や児童会・生徒

会での活動の中に学校安全の推進も盛り込

むよう働きかけが必要である。 

○モデル地域名：四万十市（下田中学校区） 

○学校数：小学校２校 中学校１校 

南海トラフ地震において、市街地を中心に震度６～

７の大きな揺れや、太平洋沿岸部や四万十川下流部の

広い範囲で甚大な津波の浸水被害が予測されている。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：819千人（うち児童・生徒数：97千人） 

○市町村数：20（10市 10町） 

○学校数：幼稚園 68園  小学校155校 

中学校（県立中学校含）84校 

義務教育学校 6校 

高等学校53校（定通含） 

特別支援学校 10校  

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、災害が少ない風土であり、これまで地

震等による大規模災害が少ないことから、学校の

安全に対する危機意識の低下が危惧されている。

また、佐賀県の人口１０万人あたりの人身事故発

生件数は、平成２８年度まで５年連続全国ワース

ト１を記録し、平成２９年度はワースト１から脱

却したものの、依然として多くの事故が発生して

いる状況である。災害や事故に対する教職員の危

機意識を高め、児童生徒が自らの命を守り抜くた

め「主体的に行動する態度」の育成や、地域住民・

保護者・関係機関との連携強化・構築など学校の

安全管理の充実・徹底を図ることが求められる。 

 

 

３ モデル地域選定の理由 

（災害安全に関すること） 

○鳥栖市（鳥栖中学校区） 

昭和２８年に「西日本水害」（筑後川氾濫によ

る死者・行方不明１，００１名、浸水家屋４５

万棟、被災者数約１００万人）の災害を受けて

いる。平成２９年度「防災教育を中心とした実

践的安全教育総合支援事業」の指定を受けた鳥

栖中学校区をモデル地域とした。 

○武雄市（北方中学校区） 

大雨により冠水する地区があり、過去には大

規模な水害が発生し、大きな被害を受けた。住

民の防災意識は高い地域であるが、緊急に対応

しなければならない事態も発生し、家庭や地域

との連携がさらに必要になっている。平成２６

年度から岩手県陸前高田市への被災地訪問研修

を実施している武雄市立北方中学校をモデル地

域とした。 

○佐賀県立高志館高等学校（農業系学校） 

以前から、土木技術や造園技術を基礎とし取

り組んでいる農業系学校の防災教育を、さらに

充実させ、県内の学校へ広められるようモデル

地域とした。 

なお、佐賀市北部には「佐賀平野北緑断層帯」

があり、近くには一級河川の「嘉瀬川」がある

など地震や大雨時の河川の氾濫の危険性がある

ことから、この地域にある学校を拠点校とした。 

 

（交通安全に関すること） 

○佐賀市（昭栄中学校区） 

佐賀市南西部に位置するこの地域は、福岡県

との交通渋滞緩和のため開発が進んでいる有明

沿岸道路がある地域である。特に、嘉瀬地区は

中学校へ通うためには佐賀市内の環状道路を越

えて登校しなければならない。また、有明沿岸

道路の入り口があり、今後も交通における危険

が多く予測されるため、モデル地域に設定した。 

○神埼市（千代田中学校区） 

神埼市南部に位置するこの地域は、中学校ま

で自転車で４０分かかる生徒もいる等広域な校

区である。特に、平野で見渡しが良い半面、交

差点がない農道が多く、歩道がない狭い道路も

多い。信号機がないため通勤等での自動車の交

通量が多く、交差点等での事故が後を絶たない

ことからモデル地域に設定した。 

○大町町（大町ひじり学園校区） 

大町町は、県内で最も交通事故発生率が高い

国道や鉄道の踏み切りも数多くある地域である

ため、「自分の生命は自分で守る」事を意識させ、

交通安全教育を行うことにより町内での交通事

故の減少を目指し、モデル地域に設定した。 

 

学校安全総合支援事業 

佐賀県 

 教育委員会名：佐賀県教育委員会 

 住  所：佐賀県佐賀市城内一丁目１番５９号 

 電  話：０９５２－２５－７２３４ 

別添 
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４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 安全教育の推進に関する研修会 

県内の教職員を対象に安全教育に関する研修

会を実施。 

日時：平成31年1月 22日 

会場：メートプラザ佐賀 

講師：日本赤十字社佐賀県支部 

気象庁佐賀地方気象台 

九州地方整備局武雄河川事務所 

内容：拠点校事業報告 

気象台等が行う防災教育の実践事例紹 

介 

       

 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

県内の市町教育委員会やモデル地域内の学校

統一の指標により、学校安全の取組の進捗を評価。

これにより、県内の複数の学校の取組の進捗度を

比較することができるようになった。 

 

(3) その他の取組について 

ア 関係機関等による学校安全に関する会議の開

催 

県教育委員会、学校安全に関する担当部局、

県警本部、気象台、有識者等が参加し、学校安

全に関する県の取組や関係機関の取組等につい

て共有。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

○専門機関と連携し、専門機関から教職員研修で

の講話やモデル校の教員による防災に関する授

業への指導助言を行ってもらい、そのことを活

かし、モデル校等での安全教育を行った。専門

的知見の活用した学校安全に係る取組の向上が

図れた。 

○危険箇所の把握を、学校だけでなく地域全体や

関係機関で取り組み、要望書（通学路の整備）

を提出するまでに至ったことで、組織的な取組

を的確に行えるような体制を構築するきっかけ

となった。 

【課題】 

○学校安全に係る対策の充実を図るためには、専

門機関との連携が欠かせない。モデル地域以外

での専門的知見の活用の機会が不足しているた

め、研修会等の機会に各学校が専門機関と連携

し、避難訓練の計画を立て、後日各学校で実施

する体制整備を行う必要がある。 

○各学校の通学路危険箇所に応じた取組を、児童

生徒や教職員だけでなく、保護者・地域・関係

機関等と連携した交通事故防止活動の継続をす

る必要がある。 

       

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１ モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

児童生徒等が自らの命を守るために主体的に行動

する態度の育成を図るために、中学校区及び県内農

（災害安全に関すること） 

○モデル地域名：鳥栖市（鳥栖中学校区） 

学 校 数：小学校 8校 中学校 4校 

○モデル地域名：武雄市（北方中学校区） 

学 校 数：小学校 11校 中学校 5校 

○モデル地域名：県立高志館高校（農業系学校） 

学 校 数：県内農業系学校5校 

 

（交通安全に関すること） 

○モデル地域名：佐賀市（昭栄中学校区） 

学 校 数：小学校 3校 中学校 1校 

○モデル地域名：神埼市（千代田中学校区） 

学 校 数：小学校 3校 中学校 1校 

○モデル地域名：大町町（大町ひじり学園校区） 

学 校 数：義務教育学校 1校 
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業系高校で安全に関するカリキュラムを検討・作成

し，系統的・継続的に学校安全に取り組むことがで

きるようにする。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

8月、1月に実践委員会を開催。実践委員会の

中で情報交換の時間を設け、各学校の実践等に

ついて共有を図った。 

 

イ 体験型による教育手法の開発 

  次の取組後に、モデル地域で成果と課題等に

ついて検証する機会を設け、情報共有を図った。 

（ア）被災地訪問（ボランティア活動等） 

災害安全に関するモデル地域内学校の被災地

訪問（ボランティア活動等）の実施。 

日時：平成30年8月～11月 

内容：被災地（熊本県、宮城県、福岡県、岡

山県）を訪問し、被災箇所の視察研修や

ボランティア活動を行った。 

（イ）スケアードストレート方式事故再現の実施 

  交通安全に関するモデル地域内拠点校でスケ 

アードストレート方式交通事故再現の実施。 

 日時：平成30年10月～11月 

 内容：スタントマンによる交通事故の再現を 

地域の実情に応じて実施した。 

    

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

モデル地域内の全ての学校の児童生徒を対象に

意識調査とテストを実施した。また、各学校の取

組については、統一した指標を用いて取組の実施

状況を把握するとともに、実践委員会委員より次

年度に向けての助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画の見直し 

中核教員を中心に各学校での学校安全の取

組を整理するとともに、モデル地域内の中学校

区及び県内農業系高校単位で学校安全計画を見

直した。 

  イ 危機管理マニュアルの見直し 

    中核教員を中心に各学校での学校安全に関す

る校内会議や研修等を実施し、危機管理マニュ

アルの見直しや内容の周知などを行い、日頃の

安全教育・管理や危機発生時における各教職員

の役割について、共通理解を図った。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

○各学校において、学校安全を推進するための中

核教員を明確に位置付けることにより、モデ

ル地域内での被災状況や各学校の取組を情報

収集することができた。また各中学校区内で

の学校安全に関する行事等の理解が深まり所

属校における学校安全の推進を図ることがで

きた。 

○アドバイザーによる交通教室、スケアードスト

レート、危険箇所調査・報告に取り組み、児童

の意識が変わった。五感を通じ、事故の怖さを

感じることができ、命の大切さについて、より

真剣に考えるようになった。 

【課題】 

○拠点校を中心に被災地体験研修や学校防災ア

ドバイザー派遣事業は、モデル地域全体での

学校安全推進体制の構築や防災意識の向上に

有効であった。今年度と同様な体験研修や学

校防災アドバイザーの派遣事業ができない場

合に、地域内の関係機関等との連携・協力の必

要性を感じる。 

○本事業を通して、生徒は、交通事故の恐ろしさ

や命の尊さを実感し、自らの自転車の乗り方

や交通安全に対する意識を振り返ることがで

きたが、本事業での指導後も、並進、十分な安

全確認ができていないなどが見受けられ、交

通安全については継続指導の課題を残してい

る。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

人口：１４３万人（うち児童・生徒数：１５万人） 

市町村数：２１ 

学 校 数：幼稚園 １１４園 小学校３３０校 

中学校１８９校 高等学校８８校 

特別支援学校１８校 

義務教育学校２校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、台風や豪雨、噴火による火砕流など、

大きな自然災害にたびたび見舞われており、その

都度対策を進めてきた。 

また、県北の県境に玄海原子力発電所があるた

め、災害が起きれば避難を余儀なくされる。 

一方、大きな地震が少ないため、学校単位での

災害安全に向けた取組は見られるものの、学校間

に温度差があり、地域と連携した取組も十分では

ない。 

安全教育は、児童生徒が主体的に自らの命を守

る「自助」に関する資質能力の育成が求められる

が、教師の指示による避難訓練だけを行っている

学校は今も多い。そのため、共助や公助の大切さ

に気付く体験活動を計画したり、児童生徒が自ら

考え、行動する資質能力を育んだりするような安

全教育は、十分には行われていない。 

 

３ モデル地域選定の理由 

壱岐市は、周りを海に囲まれた島で、玄海原子

力発電所から 30 キロ圏内に入る地域を多数抱え

ているため、災害時には地域と連携した対応が求

められる。また、学校単位での災害安全に向けた

取組は見られるものの、地域と連携した取組が十

分ではない。そこで、モデル地域に選定すること

で、学校・家庭・地域の合同避難訓練等を通して

連携を深め、防災意識の向上を図るとともに、事

業終了後も定期的に実施するよう計画に位置付け

ることで、意識の継続を図れるようにした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災教室推進研修会 

県内の教職員を対象に防災や交通安全に関す

る研修会を実施。 

日時：平成30年6月7日（木） 

会場：長崎県立総合体育館 

講師：平戸市教育委員会指導主事 

長崎県警察本部 

日本防災士会長崎県支部 

長崎市北消防署 

内容：防災教育実践事例発表、交通安全講義 

   避難所運営演習、ＡＥＤ実技講習 

 

イ モデル地域成果発表会 

県内の全ての市町教育委員会の防災教育担当

者を対象に、学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成31年2月20日(水) 

内容：モデル地域からの実践発表 

   推進委員による指導助言 

   県教育委員会による講義 

   「逃げ地図」の作成演習 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

事業の取組の前後にアンケートを実施すること

で、県内の取組の進捗度や学校安全への理解度を

横断的に比較することができるようになった。 

 

(3) その他の取組について 

ア 推進委員会の開催 

県教育委員会、学校安全に関する担当部局、

気象台、有識者等が参加し、学校安全に関する

県の取組や関係機関の取組等について共有。ま

た、拠点校の研究内容を市町の学校安全担当者

に伝達する場においては、各推進委員が、専門

的見地から指導助言を行った。 

学校安全総合支援事業 

長崎県 

 教育委員会名：長崎県教育委員会 

 住  所：長崎県長崎市尾上町３番１号 

 電  話：（０９５）－８９４－３３３９ 

別添 
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５ 成果と課題 

【成果】 

・拠点校の成果発表によって、各市町教委の学校

安全担当者の、防災に関する知識が深まった。 

・主体的に行動する態度の育成を、防災計画の見

直しの視点に入れた市町教育委員会が増えた。 

【課題】 

・中核となる教員が毎年替わったり、役割が明確

でなかったりする。校内における学校安全に関

する職員向けの研修が充実できていない。 

 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１ モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

壱岐市は周りを海で囲まれ、島内に１８小

学校・４中学校が様々な環境の中、存在してい

る。そのような地理的状況において、防災に関

する問題解決能力を高めることは不可欠であ

る。また、島内に玄海原子力発電所から３０キ

ロ圏内にある地域を広く抱えている。 

そこで、その玄海原子力発電所に面した立

地条件にある壱岐市立石田小学校を中心とし

た地域をモデル地域に指定することで、地域

全体の防災意識を高める。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

７月、１月に実践委員会を開催。実践委員会

の中で情報交換の時間を設け、各学校の実践等

について共有を図るとともに、事業計画及び具

体策の検討、取組成果の検証を行った。 

 

イ 成果発表会の開催 

モデル地域内の学校の管理職と防災教育担当

者等を対象に、拠点校の学校安全の取組の成果

発表と有識者による講演会を開催。 

日時：平成31年2月 20日 

内容：成果発表及び推進委員の指導助言 

   東北大学災害科学国際研究所 柴山

明寛准教授による講演 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

・本年度事業の実施前及び実施後の取組状況に

ついて、モデル地域である壱岐市内の全ての

学校に対してアンケートによる実態調査を行

った。 

(3) その他の取組について 

ア 防災に関する三つの力を育てるための防

災教育の視点の設定と、それに基づく教育課

程や指導法のあり方を深めた。 

イ 防災に関する関係機関等との連携による、

効果的な学習のあり方を深めた。 

ウ 家庭や地域との連携を深め、学校・家庭・

地域が一体となった防災意識の向上を図っ

た。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・全ての学校において、「防災に関する三つの力

（知力・心力・体力）」に加えて、「問題解決能

力」も含めた、防災教育の中核となる力を高め

る指導計画の整備ができた。 

・全ての学校において、モデル地域内における防

災教育に関する考え方の共通理解と、モデル地

域内における方向性を定めた資料「防災教育を

進めるために」の配備ができた。 

・全ての学校において、避難訓練の担当者ではな

く、防災教育推進担当者が校務分掌上に位置付

けられ、各校の実態に合った総合的な防災教育

を推進する体制の確立ができた。 

【課題】 

・防災教育に関する指導計画と指導内容の更なる

見直し。 

・実際の指導と指導後の検証を通した総合的な学

習の時間や学級活動、避難訓練等の指導内容や

指導方法の改善・向上。 

・各校における取組の継続と、各校の実践に関す

る（各種計画・資料等）の蓄積による、モデル

地域内における各校の意識と実践の継続。 

  

○モデル地域名：壱岐市 

○学 校 数：小学校18校、中学校 4校 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：182万人（うち児童・生徒数：19.8万人） 

○市町村数：44市町村    

○学校数：幼稚園 30園 小学校 342校 

     中学校 163校 高等学校 55校 

      特別支援学校 19校 

     義務教育学校２校 

○主な災害 

(1) 昭和28年  熊本県大水害 

(2) 平成11年  台風18号による高潮被害 

(3) 平成15年  集中豪雨による土砂災害 

(4) 平成24年  熊本広域大水害 

(5) 平成28年  熊本地震 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では近年，豪雨災害等の自然災害による被

害が発生していたが、平成 28 年に未曾有の被害

をもたらした熊本地震が発災した。想定を超える

大規模地震の中、児童生徒等は周囲の状況を自ら

判断し、命を守る行動をとる必要があった。また、

学校においては、児童生徒等の安否確認や避難所

協力、施設設備の安全確保など、今まで経験した

ことのない様々な対応に戸惑いながらも学校を

再開することができた。 

このような経験を通して、過去の災害の経験を

語り継ぎ、日頃から防災意識を高めておくことの

大切さや地域と顔の見える関係をつくっておく

ことが、災害発生時の「共助」につながるなど貴

重な学びを得ることができた。 

このような貴重な学びを地域へ、全国へ、そし

て未来へつなげ、「自助」、「共助」のために主体

的に行動できる児童生徒等を育成することを目

的に施策を展開している。 

被災地と未災地の温度差、防災に関連する業務

の中心となる防災主任の資質能力の向上など、改

善すべき課題は多くある。 

３ モデル地域選定の理由 

本県は、平成 29 年度に全ての県立学校に防災

型コミュニティ・スクールを位置付け、学校運営

協議会が中心となり、学校防災体制の構築を図っ

ている。その中でも関係県立学校３校においては、

合同学校運営協議会を開催するなど、すでに連携

体制を構築しつつあった。そのため、この３校の

地域をモデル地域に指定することで、地域や関係

機関との連携強化につながり、さらなる連携体制

が図られ、県内の県立学校等のモデルとなること

が期待できるため。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 先進地視察研修 

関係県立学校３校の防災主任の資質能力向上

を目的に実施。 

日時：平成30年７月 25日～７月27日 

視察先：兵庫県立尼崎小田高等学校視察 

    兵庫県防災ジュニアリーダー育成

合宿視察 

内容：防災教育の充実や防災管理体制の強化

について研修し、各学校の今後の取組の

参考とした。 

 

イ 避難所運営ラーニング研修会 

関係県立学校３校の生徒及び防災主任を含む

教師に対して、研修会を実施。 

日時：平成30年８月21日 

講師：福島大学 特任教授  本多 環 氏 

内容：防災について講話及び避難所運営ラー

ニング演習。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

県内の44市町村教育委員会に、防災に関する取

学校安全総合支援事業 

熊本県 

 教育委員会名：熊本県教育委員会 

 住  所：熊本県熊本市中央区水前寺 

     ６丁目１８番１号 

 電  話：０９６－３３３―２３５５ 

別添 
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組状況を調査。これにより、県教育委員会として

事業を推進するにあたり、課題を把握することが

できた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 県教育委員会が作成した「学校防災教育指導

の手引」を基に、防災教育を実施した。学習内

容が実際の活動に結びつきやすいように、防災

学習と避難訓練を関連付け、自らの命を守る意

識や実践力を学ぶ内容を実施した。 

イ 平成29年度から、本県では各県立学校に防災

型コミュニティ・スクール学校運営協議会を立

ち上げ、災害が発生した際の協力体制について、

町の防災担当部局、警察、消防、地域住民や保

護者等において協議を行っていた。この防災型

コミュニティ・スクール学校運営協議会委員を

実践委員会として位置付け、有識者等と合同で

推進委員会を実施した。 

ウ 推進委員として大学の教授、地方気象台次長、

防災士、県防災担当者等に委嘱し、本事業の推

進計画や関係県立学校３校の取組について、指

導助言をいただいた。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・前年度は有識者等で構成していた推進委員会を

実施していたが、今年度は有識者に加え防災型

コミュニティ・スクール学校運営協議会で、推

進委員会を開催した。事業に関わる全員の共通

の認識の基、事業を推進することができ、学校

や地域の意見が反映されやすかった。 

 

・日本防災士会熊本県支部の防災士に学校安全ア

ドバイザーを委嘱し、関係県立学校３校の取組

に派遣した。豊かな実践経験を活かし、校内研

修・避難訓練・防災教育公開授業・学校安全計

画及び危機管理マニュアル見直しの計４回派遣

し、指導助言をいただいた。指導助言を基に関

係県立３校では、危機管理マニュアルの改善や

防災教育の充実に役立てることができた。 

 

【課題】 

  ・ 有識者等と防災型コミュニティ・スクール学

校運営協議会メンバーを加えて、推進委員会を

開催したことで、様々な意見が出されたが、事

業に関係しない事柄についても話し合われるこ

とがあった。 

  ・関係県立学校３校は、推進委員会での指導助言

を受け、共通認識に基づき取組を推進した。情

報の共有や連携もよくとれていた反面、各学校

の特色が薄れ、同様の実践が多くなってしまっ

た。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

平成28年熊本地震では、関係県立学校３校に

在学する児童生徒や教職員も被害を受けた。避難

所としての指定は受けていなかったものの、発災

後には地域住民が３校に避難してきた。施設設備

の破損や避難所運営等により、約２週間の臨時休

校を余儀なくされた。避難所の指定を受けていな

かったため、避難所運営に関する町との取り決め

やその当時作成されていた危機管理マニュアル

では対応できなかったことなど、課題が浮き彫り

となった。避難所としての町との協定、町・専門

○モデル地域名：大津地域 

○学 校 数：高等学校２校 

       大津高等学校・翔陽高等学校 

特別支援学校１校 

 大津支援学校 
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機関及び地域住民との協力体制の構築、危機管理

マニュアルの改善、防災教育の充実、緊急地震速

報受信システムを活用した実践的な避難訓練等

を行い、熊本地震の貴重な経験から学んだ課題を

解決するため本事業を推進した。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 推進委員会における情報共有 

６月、10 月、12 月に推進委員会を開催。推

進委員会の中で情報交換の時間を設け、各学校

の実践等について共有を図った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

 関係県立高等学校２校については、生徒を対象

に意識調査を実施し、事業実施前後の状況を調査

した。また、特別支援学校については、教師の観

察による評価を行った。さらに、推進委員や学校

安全アドバイザーから各校の実践や次年度に向け

ての助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画及び危機管理マニュアルの見直 

 しについて、関係県立学校３校に、学校安全ア

ドバイザーを派遣し、見直しを行った。 

イ カリキュラム・マネジメントの視点を踏まえ、

防災教育と避難訓練を関連付けて実施した。 

ウ 防災型コミニュティ・スクール学校運営協議

会を開催し、町防災担当部局・警察・消防・地

域住民・保護者等と連携を図った。特に、大規

模災害が発生した際の避難所運営に関する連携

体制について話し合った。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

 ・関係県立学校３校では緊急地震速報受信システ

ムを活用した実践的な避難訓練を実施した。３

校とも地震による火災発生に伴う避難という形

で訓練が行われた。システムからのアラームや

音声により、臨場感のある避難訓練となり３校

ともに例年以上に、真剣な姿勢で訓練が実施で

きた。また、大津支援学校では引き渡し訓練も

実施され、手順の確認や課題点の洗い出しを行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・防災学習を避難訓練の日程と関連付けたこと

で、防災学習で学んだ身を守る動きを、避難訓

練で行う児童生徒の姿が見られた。また、避難

所運営をテーマに防災学習を受けた生徒から

は、熊本地震を振り返り、「もっとボランティア

活動をすればよかった」と反省する感想や、「将

来のためにいつ災害が起きても対応できるよう

学んだことを生かしたい」と感想を述べていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

  ・児童生徒のみならず職員の危機管理意識を向上

させる必要がある。そのため、震災を忘れるこ

となく、機会を設けて研修を続けていかなけれ

ばならない。 

・引き渡し訓練では、避難所運営や誘導等、同時

進行で行う可能性のある動きや職員の体制作り

は、確認が必要であることが分かった。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：114万人（うち児童・生徒数：１３万人） 

○市町村数：１８    

○学 校 数：幼稚園 164 園 小学校 254 校 

中学校 127校 高等学校 59校 

特別支援学校 17校 

義務教育学校 1校 

中等教育学校 0校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は、県土の大半が山地であり河川延長も

長いため、水害や土砂災害が多く発生してお

り、平成２９年も「九州北部豪雨」と「台風１

８号」による甚大な被害が発生した。県中部に

は、「中央構造線断層帯」から伸びる「別府万年

山断層帯」があり温泉の恵みをもたらす反面、

歴史的に多くの地震や津波が発生しているこ

とが知られている。 

 児童生徒がさまざまな生活上の場面におい

て自然災害のリスクを予測して回避できるよ

うにするためには、単に校内で防災訓練を実施

するだけでなく、教科等の学習を通じて防災に

関する系統的な知識を理解した上で、想像力を

働かせる必要がある。そのため、カリキュラム

マネジメントの考え方を防災教育に導入し、学

校教育全体を通じた防災教育の手法を実践研

究し、県内の学校に広く普及する 

 

３ モデル地域選定の理由 

モデル地域とモデル校の選定に当たっては上

記のとおり県内で頻発する水害・土砂災害や発

生する可能性の高い地震・津波に関する教育研

究に適した立地条件の学校を選定した。モデル

地区内の小学校２校、中学校２校、高校１校は、

いずれも中山間地にある一級河川に隣接した学

校であり、水害や土砂災害の学習に適した立

地環境である。 

（本匠小・中→番匠川、緒方小・中→緒方川、三

重総合高→大野川） 

またモデル校のうち大分特別支援学校は市街地

の海岸近くの高台にあり、津波や地震に関する

学習に適した立地環境である。 

 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災教育コーディネーター研修会 

県内の中核教員等を対象に防災教育の考え方

や手法に関する研修会を実施。 

日時：平成30年5月25日 

会場：大分県庁 

講師：岩手大学准教授 森本晋也氏 

内容：防災教育の実践事例紹介と東日本大震 

災における避難行動 

 

  イ 学校安全（防災）研修会 

    県内の中核教員等を対象に、登下校中の災害

リスクを踏まえた演習形式の研修会を実施 

    日時：平成30年 8月6日 

    会場：大分県教育会館 

    講師：NPO法人大分県防災活動支援センター 

    内容：災害図上演習（DIG） 

 

ウ 防災士養成研修 

県立学校の中核教員を対象に防災士養成研修

を実施。 

日時：平成31年1月16日～17日 

内容：講義及び演習 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

広島大学と共同で中核教員にアンケート調査を

実施し、校内の取組状況や課題について調査を実

施した。 

学校安全総合支援事業 

大分県 

 教育委員会名：大分県教育委員会 

 住  所：大分市大手町３－１－１ 

 電  話：０９７－５４５－５５４４ 

別添 
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(3) その他の取組について 

ア 関係機関等による学校安全に関する会議の開

催 

年３回、「大分県防災教育推進委員会」を開催

し、県教育委員会、学校安全に関する担当部局、

気象台、有識者等が参加し、学校安全に関する

県の取組や関係機関の取組等について共有した。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・関係機関と連携するための会議を開催したこと

で、学校で実施している取組等について関係機

関と共通理解を図ったり、取組のヒントを得る

ことができた。 

【課題】 

・各学校の中核となる教員は毎年度変わる可能性

があり、取組が継続しにくい。 

  ・高校の教員は、担当する教科以外の教科の内容

に詳しくないため、カリキュラムマネジメント

の考え方を導入するには、支援が必要 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

【県立学校】 

県下に６１校の県立学校があり、地震・津波・

水害・土砂災害等、様々な自然災害への対応や

防災教育が課題となっている。 

【佐伯市】 

 南海トラフ地震の津波浸水想定地域であると

ともに、１級河川番匠川の水害や山間部の土

砂災害等が危惧されている。 

【豊後大野市】 

 内陸部に位置しており、市内の大半が山間部

と１級河川大野川水系によって形成された谷

地形となっていることから例年水害や土砂災

害が発生している。 

 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 県立学校 

中核となる教員「防災教育コーディネータ 

ー」を各県立学校から選任させ、５月に防災

教育の手法に関する研修（県単）、８月に災害

図上演習（学校安全教室推進事業を活用）１

月に防災士養成研修（県単）を実施した。 

また、各拠点校において公開研究発表会を開

催し中核教員が参加した。 

また、「学校防災出前講座」を県内２０校で開

催し、中核教員を含む教職員の資質向上に努

めた。 

イ 佐伯市 

県立学校と同様に「防災教育コーディネータ

ー」を選任。 

・公開研究発表会 

日時：平成30年 12月 12日 

内容：小中一貫防災教育の取組等 

・防災教育コーディネーター研修会 

日時：平成31年 2月15日 

内容：防災教育の手法及び各学校の取組の

情報交換 

  ウ 豊後大野市 

県立学校と同様に「防災教育コーディネータ

ー」を選任。 

・公開研究発表会 

日時：平成30年 10月 12日 

内容：防災の視点を取り入れた教育活動 

・防災教育コーディネーター会議 

日時：平成30年 12月 12日 

内容：講義「命を守る教育」実現に向けて 

    及び「防災の日」の取組の情報交換 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

ア 県立学校 

   広島大学教育学部から、本県の「防災教育コ

ーディネーターについて調査したい」という

依頼があったため、協同で各学校のコーディ

○モデル地域名：県立学校 

○学 校 数：中学校 1校 高等学校 44校 

特別支援学校 16 校 

 

○モデル地域名：佐伯市 

○学 校 数：小学校 19校  中学校 12校 

 

○モデル地域名：豊後大野市 

○学 校 数：小学校 11校  中学校 7校 
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ネーターの取組等のアンケート調査を実施 

 イ 佐伯市 

   市内各学校に対してアンケート調査を実施 

 ウ 豊後大野市 

   市内各学校に対してアンケート調査を実施 

 

(3) その他の取組について 

ア 県立学校 

〇三重総合高校 

 カリキュラムマネジメントの考え方を導

入し、教科における防災教育の実践研究を

高校で始めて本格的に実施した。 

 地理の学習では学校安全アドバイザーの

小山先生（地理学）、家庭科の授業では熊本

大の中迫先生（住生活）の助言を受けて指

導案を計画した。 

 ・地理 日本の自然の特徴と人々の生活 

   ・家庭科 安全に住まう 

   ・保健体育 心肺蘇生法 

   いずれも、演習や実習を取り入れ、生徒の

主体的かつ体験的な学習を行うことができ

た。（各授業とも指導案を作成） 

    〇大分支援学校 

   同校でもカリキュラムマネジメントの考え

方を導入し、各教科等において防災教育の

授業実践を実施した。 

      

   小学部：体育 

   中学部：国語、総合的な学習の時間等 

   高等部：国語、保健体育、美術、作業学習 

   児童生徒の発達段階に応じて、作業やフィ

ールドワーク等の体験的な学習を充実させ

た。（各授業とも指導案を作成） 

イ 佐伯市 

  ・拠点校である本匠小・中学校において、総

合的な学習の時間を中心に各教科とも連携

した防災教育の授業を計画的に実施した。 

      

  ・地域の防災訓練に児童生徒の参加を図った

り、児童生徒が地域の防災上の課題を整理

して佐伯市に提言するなど、地域と連携し

た防災教育に取り組んだ。 

ウ 豊後大野市 

  ・拠点校である緒方小・中学校において、総

合的な学習の時間を中心に各教科とも連携

した防災教育の授業を計画的に実施した。 

       

  ・スカイプを活用して被災地の行政関係者と

対話したり、グーグルマップのマイマップ

機能を活用した防災マップ作りなど最新の

科学技術を活用した授業を実施した。 

・１１月２５日を「豊後大野市防災の日」と

して、市内の全ての小中学校において防災

訓練や防災学習を一斉に実施した。 

  

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

ア 各モデル地域（県立学校・佐伯市・豊後大野

市）の全ての公立小中高校・特別支援学校に

中核教員を選任し、研修等を実施することに

より、資質向上を図ることができた。 

イ 各拠点校においてカリキュラムマネジメント

の考え方を導入し教科等における防災学習の

手法を研究開発して学習指導案を収集するこ

とができた。 

ウ 豊後大野市では拠点校の取組を参考に、「学

校における危機管理マニュアル」を作成し、

各学校に配布した。 

エ 佐伯市では、児童生徒が考えた、地域の防災

上の課題について市当局及び市議会に提言し

た。 
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【課題】 

・小学校では教員が全教科について一定の知識・

技能を持っているためカリキュラムマネジメン

トの考え方を導入しやすいが、中・高校では教

科担任制のため、中核教員が他教科についての

知識も知る必要がある。カリキュラムマネジメ

ントの考え方を普及して、全ての学校に広める

ためには各教科のどの単元に防災に関する内容

が入っているのか、また、国語や算数など、直

接的に防災を取り扱わないが、題材として取り

上げたり、防災に関するツールとして活用でき

る教科の学習に関する研修の開催や学習指導案

等の資料提供が有効と思われる。 

・小中学校では総合的な学習の時間が防災教育で

有効であることがわかったため、高校でも実践

研究して普及させる必要がある（次年度に実施

予定） 

・会場のスペース等の都合もあり、これまで各地

域の防災教育コーディネーターを実践委員会に

参加させていなかったが、取組の普及を諮るた

め次年度からは参加させることとしたい。 

・これまでの拠点校で取組が継続している学校で

は、中核教員を中心として「安全部」などの分

掌を設けて防災教育を複数の教員で分担してい

る場合が多いため、今後は「中核教員＋α」で

各学校が取り組めないか検討する必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：約１０９万人 

（うち児童・生徒数：約１２万３千人） 

○市町村数：２６    

○学校数： 

 幼稚園  １３園  小学校 ２４０校 

中学校 １２６校  県立中学校２校 

高等学校 ３９校  特別支援学校 １３校 

中等教育学校 １校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県では、大雨や台風等の被害により、家屋倒

壊や河川氾濫、床上・床下浸水等の被害が発生し

ている。また、新燃岳噴火による落石や河川汚濁

等の被害も発生している。さらに、将来的に発生

の可能性が高い南海トラフ巨大地震において、本

県の被害想定では、６市７町が最大震度７と想定

され、最大津波高が１７ｍ、最速津波到達時間が

１４分となっていることから、現段階からの備え

が急務である。 

このような状況にある本県において、津波浸水

地域内や河川氾濫地域内、火山噴火による被害発

生地域内に所在する県立学校を安全教育の推進

校に指定し、地域住民や関係機関等と連携した学

校安全の取組を進めてきた。しかし、県内全ての

県立学校の安全教育の充実を鑑みたときに、各学

校における取組内容に課題がある。 

また、交通安全や生活安全（防犯を含む）にお

いても、通学路における危険箇所が存在し、ハー

ド的な対応も急がれる状況にもある。 

安全教育の三領域においては、児童生徒等に自

らの命を守る行動を主体的に実践する力や危険

を予測し、回避する力を育成することが必要であ

る。さらに、地域や関係機関と連携した安全体制

を構築する必要があることから、外部専門家（有

識者）を活用した安全教育の推進に取り組む必要

がある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

串間市は、日向灘に面し、今後発生が危惧され

る南海トラフ巨大地震等による津波浸水想定地域

である。また、台風常襲地帯であり、豪雨や台風

により、家屋の全壊・半壊、床上浸水・床下浸水

等の被害がたびたび発生している。このような自

然条件下にある串間市は、平成２９年度、市内の

全ての中学校を串間中学校に統合し、隣接する県

立福島高校と連携を推進している。 

そこで、串間市を本事業のモデル地域に指定し、

防災教育の連携を推進するために串間中学校、福

島高校に市内すべての小学校を加え、学校・行政・

自治会と連携することにした。また、市内全ての

中学校が串間中学校に統合されたことにより通学

範囲が広がり、児童生徒の登下校時の安全確保が

重要な課題となっていることから、災害安全だけ

でなく、交通安全と生活安全の領域を含めた学校

安全体制を構築することにした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 県立・私立学校生徒指導主事会 

県内の公立・私立の生徒指導主事を対象に、

生活安全「情報モラル」に関する研修会を実施。 

日時：平成３０年１０月２６日 

会場：宮崎県立図書館 

講師：株式会社ソフトウエアセンター 

   チーフエンジニア 黒木 啓史 氏 

内容：講義「高校生の情報モラルの現状と課

題及び対応」 

   各学校での取組についてのワークショ

ップ 

 

イ 県立学校安全教育推進リーダー研修会 

県内の県立学校の安全教育推進リーダーを対

象に学校安全に関する研修会を実施。 

学校安全総合支援事業 

宮崎県 

 教育委員会名：宮崎県教育委員会 

 住  所：宮崎県宮崎市橘通東１－９－１０ 

 電  話：０９８５－２６－７２３８ 

別添 
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日時：平成３１年１月２９日 

講師：大阪教育大学  

准教授 後藤 健介 氏 

内容：講義「学校の災害レジリエンス向上に

向けて」 

   各学校での取組についてのワークショ

ップ 

学校安全総合支援事業モデル地域の

拠点校による実践発表 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内の学校統一の指標により、外部専門家や保

護者、地域、換券機関等と連携した学校安全教育

の取組状況を評価した。これにより、県内の学校

の取組状況を把握でき、次年度の取組について支

援を行う手立てができるようになった。 

 

(3) その他特の取組について 

ア 安全教育推進委員会等の開催 

県教育委員会、県警本部、気象台、有識者等

が参加し、学校安全に関する県の取組や関係機

関の取組等について共有した。 

 

イ 自然災害発生地域訪問の実施 

  県教育委員会、モデル地域の市教育委員会担当

者、拠点校の生徒・職員が、宮城県気仙沼市や石

巻市等を訪問。気仙沼向洋高校において、防災に

関するワークショップを行い、生徒交流を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・ 県立学校・私立学校における中核教員への研

修を開催したことで、安全教育への意識を高め

ることができたとともに実践等を周知すること

ができた。 

・ 外部専門家や関係機関等と連携した会議を開

催したことで、学校で実施している取組等につ

いて共通理解を図るとともに、専門的知見に基

づいた指導・助言等をいただき、今後の取組の

参考にすることができた。 

・ 実際に自然災害発生地域の訪問したことで、 

防災（減災）への意識が高まり、生徒たちの主

体性を育むことができた。 

【課題】 

・ 各学校の中核教員の育成をさらに強化するた

めに、研修内容を工夫し、実効性のあるものに

していく必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

○ モデル地域名：串間市 

○ 小学校  １０校  中学校 １校 

  高等学校  １校 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

串間市は、これまで 6 校あった市内の中学校

を再編統合し、平成29年度より串間市立串間中

学校が開校した。それに伴い、各地区からのス

クールバスでの登下校とともに、近隣に住む生

徒の多くが自転車で登校するようになったた

め、交通安全に対する指導の充実・徹底が喫緊

の課題となっている。また、市の東側は太平洋

に面し、海沿いで生活する生徒が多く、また西

側は山間部となっているため、南海トラフ地震

など大規模地震が発生した場合、津波、土砂災

害、交通網の寸断など、子どもたちを取り巻く

生活環境の安全上、課題が山積している。そこ

で、通学における交通安全指導の在り方や大規

模災害における避難・連絡体制の整備について、

中核教員が先進地域の取組を視察・研修し、現

在の「人・もの・こと」のリソースを学校関係

者、行政、有識者、地域団体関係者等で組織し

た学校安全連絡協議会で共有しながら、市の実

態に応じた具体的な取組を構築する。 
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３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 串間市学校安全連絡協議会における情報共有 

１１月と２月に連絡協議会を開催した。自然

災害発生地域訪問及び先進地域視察訪問の報告

や各学校の実践等について共有を図った。 

 

イ 市内一斉通学路合同点検の実施 

モデル地域内の学校の中核教員を中心に、関

係機関・地域住民と連携した合同点検を実施し、

危険箇所の共通理解を図った。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 モデル地域内の全ての学校の小学校５年生以上

の児童生徒と教職員を対象に、防災（減災）につ

いての問題意識や学校安全に関する意識の調査を

実施した。また、通学路のおける危険箇所の共通

理解を図るとともに、学校安全アドバイザーや関

係機関の方々から助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 防犯に関する職員研修の実施 

拠点校である串間中学校の教職員を対象に、

警察署による不審者侵入訓練を実施した。 

 

 イ 防災訓練・災害復旧体験の実施 

   拠点校である串間中学校と福島高校が合同で、

自衛隊による訓練を実施した。 

 

ウ 小学生を対象にした安全教育の実施 

   モデル地域内の小学校を対象に、宮崎地方気象

台による防災出前授業や防災士協会による津波避

難経路確認のワークショップを実施した。また、

携帯電話会社による生活安全「情報モラル講座」

を実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ 串間市学校安全連絡協議会の開催により、小・

中・高の取組を共有することができた。その成

果として、中・高合同の訓練を実施しできた。 

・ 串間市の小中校一貫教育推進の柱である小・

中学校の「くしま学」と、福島高校の｢地域創生

学｣の系統的な取組内容を検証することができ

た。 

・ 市内一斉通学路合同点検の実施により、危険

箇所の共有が図れたとともに、関係機関や地域

住民と今まで以上の関係性を構築することがで

きた。 

【課題】 

・ スクールバスでの通学において、地震・津波

発生時の避難経路の確認及びその体制の構築が

必要である。 

・ 中核教員を中心に、小・中・高と連動した系

統的な学校安全計画を作成し、持続的な取組を

実施していく必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口 ： １７０．６万人 

（うち児童・生徒数：２０１，８３５人） 

○市町村数 ： ４３ 

○学 校 数 ： 幼稚園   １２２園 

        小学校   ５０８校 

中学校   ２３０校  

高等学校   ９０校 

特別支援学校 １６校 

義務教育学校  ２校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県は，有人離島を含め南北約 600 ㎞にわた

り，2,643 ㎞という長い海岸線を有しており，南

海トラフ巨大地震では，東側で約７ｍ，西側で

4.5mの津波が想定されている。また，ここ数年中

学生以下の児童生徒に対する性犯罪前兆事案は，

300件を越えている。各学校では，地域住民や関

係機関等と連携した学校安全に関する取組が進

められてきたが，その取組については，学校間に

差が見られるといった課題がある。 

安全教育においては，児童生徒等に自らの命を

守る行動を主体的に実践する力や危険を予測し、

回避する力を育成するとともに，学校安全の取組

を推進していく上で中核となる教員を位置付け，

地域や関係機関も含めた地域ぐるみによる学校

安全体制を構築していく必要がある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

防災の面において，志布志湾の湾奥ほぼ中央に

位置し，沿岸部においては南海トラフの巨大地震

に伴う津波被害が想定される志布志市をモデル地

区として指定した。 

また，声掛け事案等が多く発生している宮崎県

との県境に位置する湧水町と，観光客等も多い徳

之島に位置する徳之島町をモデル地区として指定

した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災教室 

県内の熊毛地区・屋久島の教職員を対象に防

災教育に関する研修会を実施。 

日時：平成30年８月９日 

会場：屋久島町離島開発総合センター 

講師：岩手大学准教授 森本 晋也 氏 

内容：防災教育に関する講義 

   各学校での取組についての研究協議 

 

イ 防犯教室 

県内の日置地区の教職員を対象に防犯に関す

る研修会を実施。 

日時：平成30年８月２日 

内容：防犯に関する講義 

   不審者侵入時の対応実技訓練 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内の学校統一の指標により，学校安全の取組

の進捗を評価。これにより，県内の複数の学校の

取組の進捗度を横断的に比較することができる

ようになった。 

 

(3) その他の取組について 

 関係機関等による学校安全に関する会議の開催 

県教育委員会，県警本部，気象台，指定した

市町教育委員会等が参加し，学校安全に関する

県の取組や関係機関の取組等について共有。 

また，指定した市町において，県教育委員会，

市町教育委員会，警察，消防，市町の危機管理

関係部局，安全アドバイザー，地域住民代表等

が参加しての会議を開催。 

さらに，指定した市町の先進的取組を県内全

域に周知。 

 

学校安全総合支援事業 

鹿児島県 

 教育委員会名：鹿児島県教育委員会 

 住  所：鹿児島県鹿児島市鴨池新町10番１号 

 電  話：099-286-5323 

別添 
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５ 成果と課題 

【成果】 

・ 県内全ての学校において，地域や関係機関   

との連携の重要性について意識が高まり，訓練

の実施など関係機関と連携した学校安全の取組

が行われるようになった。 

【課題】 

・ 各学校の中核となる教員の役割や具体的業      

務についてより明確にするとともに，効果的な

取組の推進を図る必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

（防災に関すること） 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

志布志市は志布志湾の湾奥ほぼ中央に位置

し，沿岸部においては南海トラフの巨大地震及

び日向灘沖地震に伴う津波被害が想定される。

また，中央部から西部にかけてはシラス台地が

広がり，北部の山岳地帯から，菱田川，安楽川，

前川が志布志湾に注ぎ，集落の多くがこれらの

河川沿いに点在している。水害や土砂災害等の

自然災害がいつ起きてもおかしくない。安全教

育においては，児童生徒等に自らの命を守る行

動を主体的に実践する力や危険を予測し，回避

する力を育成することが必要である。また，避難

した後における避難所運営の体験学習等を通し

て，児童生徒等に対して共助・公助に関する資

質・能力の育成を推進する必要があることから，

安全教育に関するカリキュラムを検討・作成し，

系統的・継続的に取り組むことができるように

する。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 実践委員会における情報共有 

９月，２月に実践委員会を開催。実践委員会

の中で情報交換の時間を設け，各学校の実践等

について共有を図った。 

イ 防災学習の開催 

拠点校及びモデル校で防災学習を開催し，中

核教員が参加した。鹿児島地方気象台鎌田気象

防災情報調整官から取組について助言をいただ

いた。 

(ｱ) 通山小学校 

日時：平成30年９月 27日(通山小) 

内容：「防災博士になろう」授業 

(ｲ) 有明中学校 

日時：平成30月 10月 18日（有明中） 

内容：防災学習（講演会） 

(ｳ) 有明中学校 

日時：平成30年 12月 20日（有明中） 

内容：防災学習（ワークショップ） 

【「防災博士になろう」授業風景】 

  ウ 全国学校保健・安全研究大会への参加 

    10月に開催された全国学校保健・安全研究大

会が鹿児島開催ということで，中核教員を派遣

し，２月の実践委員会で報告及び情報共有を図

った。 

エ 先進的実践校（先進地）の視察 

11月に防災（地震・津波・高潮対応）につい

て優れた取組を実践している 2地域（セーフテ

ィプロモーションスクール含む）への先進地視

察を実施し，１月の研修会，２月の実践委員会

で報告及び情報共有を図った。 

   (ｱ) 宮城県石巻市 

日 時：平成30年11月１日～２日 

訪問先：石巻市教育委員会，石巻市立住吉

中学校 

【住吉中学校の支援物資保管室】 

   (ｲ) 大阪府大阪市 

○モデル地域名：志布志市 

○学 校 数：幼稚園１園，小学校16校，中学

校５校 
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     日 時：平成30年 11月21日～22日 

     訪問先：大阪市立堀江小学校，津波・高潮

ステーション 

 

 

 

 

 

 

 

【堀江小学校における児童の説明】 

  オ 研修会（中核教員対象）の開催 

    １月に中核教員を対象とした研修会を開催。 

先進的実践校（先進地）の視察の報告と情報共 

有を図るとともに，鹿児島大学井村准教授，浅 

野特任教授，県教育委員会山口指導主事から， 

これからの取組についての指導･助言をいただ 

いた。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 学校と教師個人の意識を向上させることを目的

に，9 月と 2 月にアンケートを実施し，結果をま

とめ学校へ還元した。これにより，変容を評価･検

証するとともに，市全体と自校との状況を比較す

ることができ，また，鹿児島大学井村准教授，浅

野特任教授から随時指導･助言をもらうことで次

年度の取組を明確化することができた。 

 

 (3) その他の取組について 

 津波防災リーフレットの作成 

中核教員の資質向上と，児童生徒・保護者がい

つでも身近に見ることができる指針を示すこと

を目的に，モデル校中核教員を中心に，津波防災

リーフレットを作成した。全国学校保健・安全研

究大会や先進的実践校（先進地）視察で得た情報

を取り入れ，鹿児島大学井村准教授，浅野特任教

授，県教育委員会山口指導主事から指導･助言を

いただきながら，完成させることができた。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ 視察や研修会の開催，リーフレットの作成を

通して，津波防災の取組に関する意識の向上と

地域との連携の重要性を確認することができ

た。 

・ 市全体として，津波防災に関する取組の方向

性を共通理解することができた。 

【課題】 

・ 中核教員同士の連携及び研修の場を定期的に

設定し，全教職員の意識向上につなげていかな

ければならない。 

・ 市長部局との連携を進め，市全体での意識向

上に関する具体的な取組を継続的に進めていく

必要がある。 

 

(防犯に関すること) 

１  モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

湧水町は，県の中央北端に位置し，北東部は宮

崎県えびの市に接しており，鉄道・国道・九州自

動車道等により県外との交流が盛んな土地柄で

ある。しかし，人口の減少，少子化の影響もあり，

メイン道路から一本路地に入った通学路では住

宅や街灯が少なくなってきている。通学路の安全

確保，防犯対策は喫緊の課題である。 

徳之島町は，離島という地域の特性上，近隣に

顔見知りが多く，不審者事案等子どもに危害を及

ぼす恐れのある犯罪への危機意識が比較的低い

状況にある。 

これらのことから，児童生徒等に自らの命を守

る行動を主体的に実践する力や危険を予測し，回

避する力を育成することが必要である。そのため

に，学校においては安全教育を推進できる中核教

員の育成と子ども自らが取り組む防犯意識の向

上，学校全体で取り組む避難訓練など，これまで

の取組を工夫改善していくことが大切である。 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 先進校視察の実施 

湧水町では，防犯カメラのさらなる利活用方

法とカメラの台数等の検討の参考とするため，

研修を行った。また翌日は，埼玉県の学校安全

総合支援事業の成果発表会に参加した。 

日 時： 平成31年 1月24日 

場 所：埼玉県三郷市立後谷小学校 

○モデル地域名：湧水町，徳之島町 

○学 校 数：湧水町(幼稚園 1園，小学校５校，

中学校２校) 

      徳之島町（幼稚園４園，小学校８

校，中学校６校） 
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埼玉県うらわ会館 

徳之島町では，モデル地域の３つの小・中学

校の防犯担当教職員とスクールガードリーダー，

地域自主防犯組織の代表等が参加し，先進校視

察を行った。 

日時：平成31年２月１日 

場所：東京都福生市立第六小学校 

内容：東京都研究指定安全教育推進校の公開

研究会への参加及び講演の聴講 

イ 町防犯教室等講習会 

湧水町では各学校の校長及び安全担当者を集

め，防犯カメラの運用状況等の説明を行い，防

犯教室（清掃時間のショート）を実施した。 

終了後，町学校安全アドバイザー，町防災ア

ドバイザー，横川警察署職員より指導・助言を

いただいた。 

日時：平成30年11月 16日 

 

ウ 学校安全点検 

湧水町では，各校へ学校安全アドバイザーと

防災アドバイザーを派遣し，危機管理マニュア

ル及び防犯対策の点検・指導を行った。 

点検の結果，掃除用具等の保管場所等の指摘

や学校環境（花壇）が来校者に与える効果につ

いて助言が行われた。 

日 時：場所 

平成30年 12月10日 幸田小学校 

平成30年 12月12日 栗野小学校 

平成30年 12月14日 上場小学校 

平成30年 12月17日 轟小学校 

平成30年 12月18日 吉松小学校 

平成30年 12月19日 栗野中学校 

平成30年 12月21日 吉松中学校 

エ ３校合同学校保健委員会の開催 

     徳之島町では，学校長と保健・安全担当職

員，並びにPTA保体部の代表（約 50人参加）

が集まる場で，防犯に関する講演会と情報交

換会を企画・開催した。 

日時：平成31年２月５日 

会場：徳之島町立亀津中学校体育館 

講師：鹿児島大学准教授  関山 徹 氏 

演題：「もしもの時の心理ケア～子どもにおけ

るトラウマの理解と対処法～」    

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

両町ともに，本事業の取組を評価・実証するた

めに，アンケートや実態調査を行った。  

ア 管理職の他に，学校安全を推進するための

中核となる教員を校務分掌に位置付けてい

る学校の割合（前年比 25％向上） 

イ 危機管理マニュアルの見直しや内容の周知

などを行っている学校の割合（H30年度100%） 

ウ 保護者に対する啓発活動を行った学校の割

合（H30年度100%） 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ 湧水町では，学校安全アドバイザーや防災ア

ドバイザーから，専門的な見地から助言指導を

得ることができた。また，これまで各学校で

は，危機管理マニュアルの見直しや内容の周知

等，事業実施以前から取り組んでいたが，研究

大会への参加，アドバイザーの指導・助言など

を通して全ての学校で更なる見直しがなされ

た。 

・ 徳之島町では，専門家を招聘した防犯教室

の実施（２校：120名参加）や教職員・保護者

を対象とした防犯に関する講演会等を実施し

（３校：約70名参加），より効果的・実践的な

防犯の啓発を行うことができた。また，先進校

視察やモデル校の取組報告等を町校外生徒指導

連絡協議会で実施したことにより，防犯に関す

る情報交換だけでなく，島内一丸となった取組

の推進に役立てることができた。 

【課題】 

・ 各学校の中核となる教員は毎年度変わる可

能性があり，取組が継続の在り方を検討する必

要がある。 

・ ２年目の取組の重点は，学校安全の取組に

関する授業公開や成果報告会，研修会等を実

施し，他校や地域への情報提供を行っていき

たい。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：１４４万人（うち児童・生徒数：19万人） 

○市町村数：４１    

○学 校 数：公立学校 

   小学校 ２６６校  中学校 １４６校  

高等学校 ６０校  特別支援学校 ２１校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本県における主な自然災害は、台風、大雨及び

干ばつである。沖縄地方は最盛期の台風の通り道

にあたっており、平均的に毎年7個強の台風が来

襲し、暴風雨、高波などを伴って各所に大きな被

害を与えている。 

地震活動は列島の南東側の琉球海溝から北西

側の沖縄トラフ周辺及び石垣島近海から台湾東

方沖にかけて活発で、西表島近海ではときどき群

発地震の発生がある。過去には死傷者や家屋の損

壊などの被害を伴った地震がたびたび発生して

おり、1966年の与那国島近海の地震では与那国島

で死者2名、石垣崩壊などの被害があった。 

各学校では，地域住民や関係機関等と連携した

学校安全に関する取組が進められてきたが，その

取組については，学校間に差が見られるといった

課題がある。 

安全教育においては，児童生徒等に自らの命を

守る行動を主体的に実践する力や危険を予測し、

回避する力を育成することが必要である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

沖縄海抜 10ｍ未満等の危険域に立地する県立

高校17校、特別支援学校5校については、地震・

津波災害に対する安全対策が必要であることか

ら、緊急地震速報システムを導入。学校防災対応

システム導入校連絡協議会を開催し、学校安全ア

ドバイザーの指導助言や拠点校の実践報告を通し

て防災教育に関する情報の共有を図るため本事業

を実施した。 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

 

ア 学校安全指導者研修会 

県内の公立学校の学校安全担当教職員を対象

に学校安全に関する研修会を実施。 

日時：平成30年８月１日～８月３日 

会場：浦添市てだこホール 宮古教育事務所  

   八重山教育事務所 

講師：日本赤十字救急法指導員 川畑三矢 氏 

琉球大学准教授  神谷大介 氏 

   沖縄気象台専門職員 新垣昭二 氏 

県警交通部課長補佐 有留友文 氏 

内容：「学校の危機管理を考える」「防災教育

の進め方」、「雷、台風、大雨洪水等へ

の対応」、「交通安全の現状と課題」 

各講師による講義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日本赤十字救急法指導員による講義】 

 

 

イ 沖縄県健康教育研究大会 

県内の全ての学校の教職員を対象に学校保

健･学校安全･学校給食について研究協議を実施。 

日時：平成31年2月1日 

内容：特別講演 講師：森 良一 氏 

東海大学体育学部体育学科教授 

分科会別（学校保健・学校安全・学校

給食）の実践発表 

 

学校安全総合支援事業 

沖縄県 

 教育委員会名：沖縄県教育委員会 

 住  所：沖縄県那覇市1-2-2 

 電  話：098-866-2726 
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【学校安全部会での実践報告】 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内の公立学校及び市町村教育委員会を対象に

学校の安全管理の取組状況に関する調査を行い、

学校安全の取組の進捗を評価。これにより、県内

公立学校の取組の進捗度を横断的に比較するこ

とができるようになった。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・学校安全アドバイザーの指導助言は、学校安全

の推進において再確認と新たな発見をもたらす

とともに、教職員の学校安全意識の更なる向上

につながった。また、学校と地域の防災関係機

関や住民等、地域との連携の必要性・重要性を

再確認でき、防災マニュアルの改善を図る参考

となった。  

【課題】 

・在籍している教職員の経験を蓄積していくため

に、後任に引き継ぐ仕組みを作ることが必要で

ある。 

 危機管理マニュアルは、継続的に見直していく

事が必要である。 

 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

危険域に立地する県立学校においては、緊急

地震速報システムを活用した避難訓練を実施し

ているが、学校特性や立地条件が異なるため、

学校安全の推進に関し、学校・教職員に差がみ

られる。学校防災対応システム導入校連絡協議

会を年 2 回開催し、学校安全アドバイザーの指

導助言や拠点校の実践報告を通して防災教育に

関する情報の共有を図り、学校安全の取り組み

を推進できるようにする。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学校防災対応システム導入校連絡協議会にお

ける情報共有 

７月、12月に連絡協議会を開催。連絡協議会

の中で学校安全アドバイザーからの指導助言や

全国研究大会の報告を行い、学校安全に関する

情報について共有を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡協議会：学校安全アドバイザーの講義】 

 

イ 授業研修会の開催 

緊急地震速報システムを有効活用した拠点校

の公開避難訓練を実施。 

(ｱ)小禄高等学校  

 隣接する保育園・療育センターとの地震・

津波を想定した合同避難訓練 

日時：平成30年 11月 5日 

 

 

 

 

 

 

 

 

【緊急地震速報システムを活用した避難訓練】 

 

(ｲ)那覇特別支援学校 

 隣接する療育医療センターとの地震・津波

を想定した合同避難訓練 

 日時：平成30年 12月17日 

○モデル地域名：沖縄県海抜 10m 未満地域等の

危険域に立地する県立学校 

○学 校 数：高等学校 17校 

特別支援学校 5校 
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【療育医療センターとの合同避難訓練】 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 モデル地域内の全ての学校を対象にアンケート

調査を実施した。また、校種別グループ協議を行

い、各学校の取組状況を検証するとともに、学校

安全アドバイザーの琉球大学 神谷准教授及び沖

縄気象台 新垣防災情報調整官より次年度に向け

ての助言をいただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【連絡協議会：校種別グループ協議】    

 

(3) その他の取組について 

ア 学校安全計画の見直し 

中核教員を中心に各学校での学校安全の取

組を整理するとともに、学校安全計画を見直し

た。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学校安全アドバイザー（大学准教授・気象台職

員）による指導助言をいただき、各学校におけ

る防災課題について理解を深め、防災意識を高

める事ができた。また、訓練の内容や方法等の

工夫・改善を図ることができた。 

・県健康教育大会の学校安全部会において拠点校

2校の取り組みの実践報告を行い、県内各学校

へ防災教育の普及啓発を図ることができた。 

  

 

【課題】 

・学校の立地条件等によって課題が異なるので各

学校の状況に応じた計画・取り組みが必要であ

る。 

・1次・2次避難所の整備、避難完了後の保護者へ

の連絡及び児童生徒引き渡しの体制づくり、備

蓄管理体制作りなどが必要である。 

・医療的ケアが必要な児童生徒も参加できる訓練

を今後検討が必要。 

・避難先での保護者への引き渡しや避難場所での

対応が円滑に行われるためにも市町村担当部局

や地域住民との連携が必要である。 
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Ⅰ 静岡市の現状と取組 

１ 静岡市の現状 

○人口：７０万６千人 

（うち児童・生徒数：４万８千人）    

○学校数：小学校 ８２校 中学校 ３９校  

小中学校４校 高等学校２校 

○自転車通学の生徒数 

 16,389人中2607人（約16％）平成27年度 

○平成 30 年度における小中学生の交通事故発生

件数 117件例） 

 

２ 静岡市の安全上の課題 

静岡市は、静岡県の東西間のほぼ中央にあり、

葵区、駿河区、清水区の３区で構成されている。

南北83.1km、東西50.6km、北は赤石山脈（南ア

ルプス）、南は太平洋駿河湾に面している。葵区は

旧静岡市の東海道線の北側に位置し、静岡駅周辺

の商店街とその周辺の住宅街、赤石山脈まで南北

に繋がる中山間地に分類される。市街地付近はか

つて河川・沼だったところを埋め立てて造成され

た地域があるため、地震による液状化や、火災が

発生した場合、密集している地域では延焼被害が

予想されている。一方、中山間地と市街地でも背

後に山を抱えている地域は、大雨による土砂災害

の危険性がある。 

駿河区は東海道線南側に位置し、駿河湾沿岸部

まで続いている。駿河区と清水区の沿岸部は、静

岡県第４次地震被害想定によると、レベル１で最

大７ｍの津波が、レベル２で最大11～12ｍの津波

が予想されている。 

交通安全においては、市内で毎年170件前後の

小中学生の交通事故が発生している。減少傾向に

はあるが、ほとんど横ばいの状況が続いており、

交通事故のおよそ半数を自転車乗車時の事故が

占めている状況である。 

静岡市は、市民の自転車の利用率が高く、市の

施策として「世界水準の自転車都市の実現」を目

指しており、世界的な自転車先進都市であるコペ

ンハーゲン市の取組を参考に、市民の自転車安全

教育に力を入れているところである。 

 

３ モデル地域選定の理由 

モデル地域に指定された中島地区は津波浸水区

域に指定されており、地震発生後最短で５分程度

で津波の第１波が到達すると想定されている。そ

こで、昨年度から児童生徒を核とした、地域防災

力の強化に取り組んでいる。 

一方、交通面では、中島地区は、東西に国道１

５０号線が、南北に東名高速道路のインターチェ

ンジにつながる県道８４号線が通っており、交通

量が多い地域である。加えて、道幅がせまい旧道

が東西南北に縦・横断しており、児童生徒の交通

安全について重点的な取組が必要な地域である。 

また、両校は直線距離で５００ｍほどしか離れ

ていないため、児童生徒や職員が互いに行き来し

やすく、授業や行事、研修において交流や連携が

取りやすい環境にある。 

このような理由から、中島地区を災害安全に加

え、交通安全にも取り組むモデル地域とした。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 健康教育指導者研修会（年２回実施） 

市内の全小中学校の安全担当者に対して、学

校安全に関する研修会を実施した。 

＜第１回＞ 

日時：平成30年６月１日 

会場：静岡市教育センター 

講師①：静岡県中部教育局 危機管理課 

沖 剛氏 

内容：小学校防災教育模擬授業 

講師②：産業技術総合研究所 

    首席研究員 西田佳史氏 

学校安全総合支援事業 

静岡市 

 教育委員会名：静岡市教育委員会 

 住  所：静岡市清水区旭町６番８号 

 電  話：０５４－３５４－２５１８ 

別添 
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内容：水泳指導とゴールポストの固定を中心

に学校事故防止について 

＜第２回＞ 

日時：平成30年11月９日 

会場：静岡市教育センター 

講師①：大阪市立大学 工学研究科 

准教授 吉田 長裕氏 

内容：自転車安全教育について 

講師②：常葉大学 教育学部 

    准教授 木宮 敬信氏 

内容：学校防犯の体制づくりについて 

 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

「学校防災実態調査」を県内統一で行い、防災

に対する学校の取組状況を評価している。この調

査は毎年行っており、これにより学校防災への取

組状況の変容を追うことができている。また、交

通安全では、通学路上の危険箇所について施され

た交通安全の対策の有効性について、年度末にア

ンケートをとり、評価・検証することで、次年度

への交通安全につなげている。 

 

(3) その他の取組について 

ア 防災アドバイザー派遣事業 

地震・防災の有識者である大学教授を市内 10

校に派遣した。避難訓練を参観し、児童生徒に

避難のポイントをアドバイスしたり、教職員に

対し、効果的な避難訓練のやり方を提案したり

した。 

  

５ 成果と課題 

【成果】 

・年２回の通学路交通安全対策作業部会において、

各校からあげられた通学路上の危険箇所につい

て警察や道路関係者と情報を共有し、必要な対

策について協議した。これにより、通学路上の

交通安全が高まり、交通事故の減少につなげる

ことができた。また、交通安全面だけでなく、

防犯や防災の視点からも通学路を点検し、総合

的な安全対策をすることができた。 

・市内のすべての小中学校に学校安全を担当する

中核教員を位置付けており、学校安全を推進す

る体制づくりが整っている。年に２回の「健康

教育指導者講習会」には、すべての安全担当者

が参加し、生活安全・交通安全・災害安全の３領

域に関する内容で研修を受けた。本年度はゴー

ルポストの転倒防止や学校防犯体制の作り方な

ど、市内の現状や学校のニーズに合わせた研修

内容を設定し、講師には大学教授などの有識者

を招いて、専門的な立場から指導を受けた。 

 

【課題】 

・安全担当者が各校の安全教育の中核となるよう、

効果的な指導者研修会の内容を設定する。 

・学校で多種多様な指導事項が求められる中、年

間の教育課程の中に安全教育をどのように位置

づけていくべきか考える必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

モデル地域に指定する中島地区は駿河区にあ

り、中島小・中島中学校両校ともに津波浸水区域に

ある。地震発生後、最短で５分程度で津波の第１波

が到達するとの想定がされている。 

交通面では、学区を交通量が多い幹線道路や、道

幅が狭い旧道が東西南北に縦・横断し、児童生徒の

交通安全についても取組が必要な地域であるま

た、中島中学校は自転車通学生がいないものの、ほ

とんどの生徒が高校進学と同時に自転車通学を始

めることから、中学校を卒業する前に自転車安全

教育に取り組む必要がある。 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 健康安全指導者研修会への参加 

６月と１１月に行われる、研修会に中核教員

が参加し、学校安全に対する見識を深めた。 

 

イ 被災地中学生との交流と被災地視察の引率 

日時：平成30年７月 30日～31日 

内容：中核教員等が小中学校の代表児童生徒

を引率し、被災地を視察したり、地元

の中学生と意見交換をしたりした。 

 

○モデル地域名：中島地区 

○学 校 数：小学校 １校 

中学校 １校 
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仙台市立高砂中学校での交流会 

 

ウ 夏季小中一貫教育合同研修の開催 

モデル地域内の学校の教職員を対象に防災学

習の進め方について協議した。 

日時：平成30年８月３日 

内容：東北被災地の復興に尽力した支援団体

の代表の講話 

   小グループで小中一貫教育の進め方に

ついて協議 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

自転車安全教室の実施前と実施後の２回アン

ケートを行い、交通安全に対する意識がどのよう

に変わったか把握した。また、年３回開催された

学校安全教育推進委員会では、学校や地域の取組

について逐次報告され、アドバイザーの大学教授

から助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 小１・中１対象の自転車安全教室の実施 

自転車を安全に乗りこなすための自転車操

作技術を身につけることを目的とした自転車安

全教室を実施した。 

小学校１年生対象の自転車安全教室 

 

 

 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・学校を中心として地元自治会や町内会、関係行

政機関が協力しながら事業に取り組んだこと

で、学校と地域の間の横のつながりが強まり、

地域防災力が高まった。 

・小中一貫教育が目指す、「小学校と中学校の縦

のつながり」を具現化した取り組みをすること

で、小中９年間を見通した防災教育の進め方に

ついて研修を深めることができた。 

・児童生徒が地域住民と触れ合う活動を通して、

地域を大切にしようとする児童生徒が育って

きた。 

【課題】 

・中島小学校と中島中学校の取組と成果を、小中

一貫教育のモデルとして、市内全体に広める。 

・本事業終了後も、地域と学校とのつながりが継

続していくような体制づくりが必要である。 

・自転車に親しむ児童生徒が増えることで、自転

車による事故が増えないよう、自転車安全教育

を進める必要がある。 
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学校安全総合支援事業

教育委員会名 :京都市教育委員会

住  所 :京都市中京区寺町通御池上る
_L本能寺前町488

電   話 :075-708-5321

1 市の現状と取組
1 市の現状
人口 :約 147万人
(うち児童・生徒数 :96, 965人 )
学校数 :幼稚園 15園  小学校 159校
中学校67校  義務教育学校 6校
高等学校 9校  総合支援学校 8校

2 市の安全上の課題
京都市では,全ての学校に学校安全・地域安全

の中核となる教員 (学校安全主任)を設置してお

り,管理職向けの研修のほか学校安全主任対象の

研修会等を行うなど,学校の安全確保の推進に取

り組んでいるが,各学校園において取組に差があ

るという課題もある。

モデル地域で行う避難訓練や研修会等の安全

に関する取組を共有することにより,市内全ての

学校に設置している学校安全・地域安全の中核と

なる教員 (学校安全主任)を中心に,学校安全・

地域安全の取組を推進する。

3二二型地域墨
=|の

理由

高野中学校プロック (高野中学校区内の2小学

校 1中学校)の拠点校である養徳小学校では,平

成24年度に発生した重大な事故を教訓とし,二

度とそうした事故を起こすことがないように「安

全管理・安全教育」を研究課題として,本市をリ

ードして学校安全の推進に取り組んでいる。さら

に,昨年度からは高野中学校プロックにおいて合

同で訓練や研修会を行うなど,小中連携や地域と

の連携体制の構築にも取り組んでおり,モデル地

域に設定した。

4_取組の概要

“

〕 中核 とな

助峰Eについ【

別添

モデル地域の研究発表会の開催を全市の学校

へ周知した。

日時 :平成30年 11月 30日
会場 :養徳小学校

指導助言 :大阪教育大学教授 藤田大輔氏

内容 :

教科等における安全教育の授業,研究協議

イ 取組をホームページに掲載
モデル地域の取組 (事故対応マニュアルなど)

を市教育委員会のイントラネットホームページ

に掲載し,全ての教職員がいつでも閲覧できる

ようにした。

(2)判郊論の理担生 ・検証するための方法に

ついて

安全教育や小中連携の取組状況についての

意識の変容を,教員にアンケー トを行い比較
した。

0そ の他特の取組について
ア 関係諸機関等による学校安全に関する推進委
員会の開催

学校安全に関する推進委員会を 2回開催し

た。有識者,府警本部,市消防局,モデル地域

の学校長,市教育委員会が参加し,学校安全に

関するモデル地域での取組や本市の取組等につ

いて共有した。

5成 果と課題
【崖塁上

・推進委員会を開催したことで,学校で実施して

いる取組等について関係機関と共通理解を図る

とともに.専門的知見からの助言を得ることが

できた。

・教員のアンケートの結果から, 自校の安全教育

の年間計画や危機管理マニュアルについての理
に係る

ア 研究発表会

る教 目の の 向 L

京都市
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解が深まったと回答した割合が,いずれも約2

0%増加した。
・各校の取組を平成30年度に発生した地震や台
風等を踏まえ「京都市立学校 学校防災マニュ

アル作成指針」の改訂を行う際の参考とした。

二塁塁L
・地域事情や校種の特色など各校個別の事情があ

るなか,継続して学校安全へ取り組むことがで

きる環境づくりが課題である。

llモニ上地域の現状と取組
1_ モデル地域の現状

2 ニデ上地量の安全上の課題
小中連携はもとより,地域や関係諸機関 (警
察署,消防局等)とも一層連携を図りながら,
全教職員が危機管理意識を高く持ち,安全に対
する意識の共有化を図っていくために,中核的
役割を担う教員の役割を明確にする。各校の中

核教員は定期的に協議を行い,方向性の共有,
役割分担のほか,取組計画の作成をはじめ合同
での訓練や研修会の企画・立案等を担って活動

できるようにする。

塁__聖組の量目

■L菫量安全の生2となる教員の資質能力の向上
」 融 距 いて

ア 合同での主任会の開催
全ての学校に位置付けた中核教員 (学校安全

主任)や教務主任を中心に,高野中学校プロッ
クでの学校安全・地域安全の取組を充実させる

ため,主任会において協議を行いながら,研修
会や実地訓練等を計画的に実施することができ

た。

イ 先進的実践校への視察,研究発表会への参加
大阪市立堀江小学校の視察や大阪教育大学附

属池田小学校の研究発表会への参加を通して,

先進的実践校の取組について学んだ。

ウ 避難訓練や実地訓練,研修会の実施
様々な緊急事態に備えた避難訓練や実地訓

練を全ての学校で実施し, 3回の小中合同研修

のほか,適宜,研修会を実施して,高野中学校
プロックの実態に応じたより適切な緊急時の対

応ができるよう,各校教職員の資質向上を目指
して研鑽を重ねた。

2_摯 聖狙生豊匝 L強塁立五左畳2左塗
について

管理職に避難訓練や研修等について,アンケー

トを行った。また,児童・教職員に安全について

アンケートを行った。

0'その他の取組について
ア 通学路合同点検の実施

高野中学校中核教員による通学路合同点

検を実施した。

イ 「緊急時対応マニュアノカ の改善
訓練や研修を行うごとに「緊急時対応マニ

ュアノカ を検証し,よ り実態に即した有効な
ものへと改善した。

4_E国図 2塵星」」□墨巨

」瞳聾墨L
・研修会等で得た知識や情報について,随時各校
及び中学校区全体で伝達・情報共有を行い,高
野中学校プロックにおける取組の充実を図っ

た。

・小学校区ごとの「地域総合防災訓練」にも学校

教職員が参加し,地域や保護者に向けて各校の
取組や学校における安全教育について,広く広
報し,学校安全・地域安全・生活安全等の向上
に向け,学校だけではなく地域とも連携して取
組を行つていくことができるよう働きかけた。

墜 回
。中学校ブロックでの取組を推進することで,小
中連携が一層促進されるとともに,高野中学校
地域全体の児童や学校の取組の活性化につなが

ったと感じられる ‐方,地域や保護者を巻き込
んでの取組の充実が今後必要。
・児童・教職員とも安全に対する 強い意識と感

心を持っていることがァンケ~卜の結果からう
かがえる反面,児童の回答がその時の気分によ
り変わるなどアンケートの工夫が必要。

○モデル地域名 :高野中学校プロック

○学 校 数 :小学校 2校

中学校 1校
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：153万人（うち児童・生徒数：12万人） 

○市町村数：１ 

○学校数：幼稚園39園 小学校 164校 

     中学校 84校 高等学校10校 

   特別支援学校 ６校  義務教育学校１校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

神戸市においては、津波被害、土砂災害被害、河川

の氾濫洪水被害が想定される地域等があり、想定され

る自然災害は地域によって異なっている。また、南海

トラフ巨大地震の被害が心配されるが、過去に経験し

た阪神・淡路大震災では、地域による被害の差が大き

く、防災意識が地域によって差が大きいという課題が

ある。 

 

３ モデル地域選定の理由 

神戸市では、全体を４つのブロックに分け、今年度

も重点推進校を 11 校園（幼稚園１園、小学校４校、

中学校４校、高等学校１校、特別支援学校１校）をそ

れぞれの地域から指定し、地域の特性にあった防災教

育の推進を図った。 

Ａブロック：（東灘・灘・中央区）「津波・土砂災害・

洪水等の災害が心配される地域」 

Ｂブロック：（兵庫・長田・須磨区）「津波・土砂災

害・洪水等の災害が心配される地域」 

Ｃブロック：(垂水・西区）「阪神・淡路大震災での

被害が少なく、危機意識を高めることを課題に挙げて

いる地域」 

Dブロック：（北・北神区）「阪神・淡路大震災での

被害が少なく、危機意識を高めることを課題に挙げて

いる地域」 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 防災教育研修会 

市内全校園の防災教育担当者を対象に防災教

育に関する悉皆研修会を実施。 

日時：平成30年５月10日 

会場：ふたば学舎講堂 

講師：神戸市消防局 予防消防課 田中氏 

内容：神戸市の自主防災組織「防災福祉コミ

ュニティ」“BOKOMI”について 

   昨年度推進校の実践紹介 

   防災カリキュラム・マニュアルについ

て 

イ 防災教育授業研究発表会 

  市内全校園の防災教育担当者を対象に各ブロ

ックの拠点校の授業実践を悉皆研修として実施。 

日時：平成31年１月15日・17日 

会場：Ａ～Ｄブロック各拠点校（４会場） 

講師：Ａ：関西大学准教授 奥村氏 

   Ｂ：兵庫区社会福祉協議会 長谷部氏 

   Ｃ：人と防災未来センター研究員  

河田氏 

   Ｄ：兵庫県立大学教授 森永氏  

内容：防災教育の授業実践発表 

   拠点校の今年度の取組発表 

   授業検討会・講師講話・委員会講話 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

県内の学校統一の指標により、防災教育の取組

の進捗を評価。また、神戸市でも視点を絞って防

災教育・防災訓練の実施状況調査を行うことによ

り、各学校だけでなく、神戸市全体の防災教育へ

の取組の評価・検証を行った。 

 

(3) その他の取組について 

 ６月と２月には推進校園を集め、「新たな神戸

の防災教育推進委員会」を開催し、学校防災ア

ドバイザーに指導助言をしてもらい、共に情報

共有する。その他にも以下の学校防災アドバイ

ザーや関係機関の専門家等を推進校園へ派遣し

て、防災教育に関する講演・指導助言を行う。 

学校安全総合支援事業 

神戸市 

 教育委員会名：神戸市教育委員会 

 住  所：神戸市中央区加納町６－５－１ 

 電  話：０７８－３２２－５７８３ 

別添 
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ア、森永 速男（兵庫県立大学大学院教授） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（２回） 

イ、舩木 伸江（神戸学院大学准教授） 

 派遣校数（１園）、派遣回数（６回） 

 ウ、金居 光由（神戸新聞社阪神総局総局長） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 エ、河田 慈人（人と防災未来センター研究員） 

 派遣園数（２校）、派遣回数（２回） 

 オ、長谷部 治（社会福祉協議会地域支援課長） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 カ、永田 宏和（NPO法人プラスアーツ理事長） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 キ、田中 正人（追手門学院大学准教授） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（２回） 

 ク、奥村 与志弘（関西大学准教授） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

ケ、加藤りつ子（広島と福島を結ぶ会） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

コ、宗實 直樹（関西学院初等部教諭） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

サ、神戸市立須磨水族園より講師派遣 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

シ、日本レスキュー協会より講師派遣 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・各ブロックの推進校中核教員が中心となって、

学校防災アドバイザー、教育委員会と共に実践

を検証し、進めていく中で、推進校園 11校園は

それぞれに、防災訓練や、防災教育授業の公開

行うことで、他の学校園に防災教育の情報提供

ができた。そして、A～D各ブロック拠点校は、

授業研究発表会を開催し、防災教育の実践・取

組を発表した。神戸市内全校公立幼・小・中・

高の防災教育担当中核教員悉皆の研修とし参加

することで、拠点校の取組を共有することがで

きた。研究会には、学校防災アドバイザーなど

を派遣し、指導助言や講話を指導主事と共に行

い、成果や課題についても共有することができ

た。また、各ブロック拠点校やモデル地域内推

進校の実践をまとめた冊子「新たな神戸の防災

教育の推進」を作成し、神戸市内全校公立幼・

小・中・高に配付し、実践を周知した。そして、

各ブロック拠点校４校他の推進校の実践をまと

めたパネルを作成し、保護者や地域関係機関に

発信した。 

 

【課題】 

・推進校園の実践を見た中核教員が、自校で異校

種や地域の関係機関・諸団体と連携した防災学

習や防災訓練の推進を更に進めていく必要があ

る。また、各学校教職員の初任者研修にも取り

入れているが、阪神・淡路大震災を知らない若

手教員が増加し、しっかりと語り継いでいくた

めにも教員間での研修をしていく必要がある。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１  モデル地域の現状 

 

２ モデル地域の安全上の課題 

Ａブロック：「津波・土砂災害・洪水等の災害が心配

される地域」での幼・小・中・地域と高校の連携

を見据えての「高校生防災士養成カリキュラムの

開発」に対する取組 

Ｂブロック：「津波・土砂災害・洪水等の災害が心配

される地域」で、地域と共に行う防災教育を通して、

地域防災の担い手となる人材の育成と防災につい

ての知識や実践力を養う取組 

Ｃブロック：「阪神・淡路大震災での被害が少なく、

危機意識を高めることを課題に挙げている地域」

で主体的・横断的で躍動感あふれる地域密着型防

災教育への取組 

Ⅾブロック：「阪神・淡路大震災での被害が少なく、

危機意識を高めることを課題に挙げている地域」

で未来へつなげるために 「心の育ち」と地域連携

を大切にした防災教育の推進 

 

３ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

○モデル地域名：Aブロック（東灘・灘・中央区） 

学 校 数：幼稚園 １園 中学校 ２校 

高等学校 １校 

○モデル地域名：Bブロック（兵庫・長田・須磨区） 

学 校 数：中学校 ２校 特別支援学校１校 

○モデル地域名：Ｃブロック（垂水・西区） 

学 校 数：小学校 ２校 

○モデル地域名：Ｄブロック（北区） 

学 校 数：幼稚園 １園 小学校 ２校 
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ア 防災教育推進委員会における情報共有 

６月、２月に防災教育推進委員会を開催。実

践委員会の中で情報交換の時間を設け、各学校

の実践等について共有を図った。 

 

イ 防災教育授業・防災訓練等の学校公開 

11校園（拠点校・推進校）の防災教育に関す

る授業公開・防災訓練公開を実施。 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

 各モデル地域内の推進校や拠点校の取組につい

て、統一した指標を用いて取組の実施状況を把握

するとともに、学校安全アドバイザーや関係機関

の専門家より次年度に向けての助言をいただいた。 

 

(3) その他の取組について 

ア 防災カリキュラムの見直し 

全学校園での地域の特性を生かした防災カ 

リキュラムの見直しを依頼した。 

イ 防災マニュアルの見直し 

  全学校園に対して、防災教育担当者研修会で、

災害時の避難所開設に向けてスムーズな運用が

できるように見直しの視点を明記し、防災マニ

ュアルの見直しを依頼した。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

(1)Aブロック：神戸市立科学技術高等学校では、

幼・小・中・地域と高校の連携を見据えて「高

校生 防災士 養成カリキュラム」の開発を行

った。今後の起こりうる災害に備え、専門の知

識・技術・技能を活かせるエンジニアの視点を

もった防災士を育成することを目指した実践

が行われた。神戸市内各地域や防災コミュニテ

ィにおける活動者の高齢化が問題視される中、

若い専門の防災士の育成は、必要不可欠なもの

である。そこで、生徒たちは、外部講師（神戸

市消防局・防災科学技術研究所・神戸すまいる

まちづくり公社）による授業や、市民救命士講

習・止血法・包帯法などの実習を取り入れた多

岐にわたる防災士養

成研修の学びを修了

し、防災士試験を受験

した。その結果、９割

が合格し、７０名の高

校生防災士が誕生した。兵庫県と連携事業、灘

区総合防災訓練、JICAや地域の企業との連携、

HAT 神戸連携防災イベントイザ！美かえる大

キャラバン2019.1.27に参加する等。Aブロッ

クの拠点校として中核教員を中心に異校種・地

域団体・地域住民と関わった防災活動を防災士

育成カリキュラムを通して実践していった。  

(2)Bブロック：須佐野中学校では、防災ジュニア

リーダーの育成を目指した実践を行った。地域

の防災福祉コミュニィティの協力のもと消防

体験や心肺蘇生法講

習などを実施し、「守

られる立場」から「守

る立場」への転換を念

頭において防災教育

を学んだ。震災を考える授業・全校集会を通し

て、各学年でテーマを設け、共助の心を育てた。 

生徒会執行部による希望の灯りについての動

画発表会や全校生徒による黙祷・「しあわせ運

べるように」合唱など阪神・淡路大震災当時の

悲惨さについて学んだ。教科横断的な防災学習

例：校区の神戸市中央卸売市場と連携し、家庭

科でイワシ料理の実習や災害備蓄品の缶詰を

用いた簡易料理製作を行った。また、神戸市教

育委員会と市場に隣接している商業施設（イオ

ン）と協議を重ね、災害時の大規模な避難場所

や商業施設と連携した避難訓練の検討を行っ

た。既存の防災カリキュラムにとらわれること

なく、生徒の状況に応じた次年度の新しい防災

カリキュラムや職員の防災意識向上のため、公

益社団法人日本ユネスコ協会主催の減災教育

プログラムに参加した。東北地方太平洋沖地震

で大きな被害を受けた小学校や中学校を訪問

し、震災後の防災学習について学んだ。職員研

修を通して防災教育の課題について検討した。 

(3)Cブロック：塩屋小学校では「防災カリキュラ

ムの開発」として、副読本「しあわせはこぼう」

をベースにとして、各教科から防災に関わる単

元を盛り込み各教科の授業時数確保も考え、無

理なく教科横断的に防災教育の実施ができる

ように考えた。避難訓練についても、火災・地

震・津波を想定し、児童に予告なしで実施した

り、垂直避難等 2次避難を考えた訓練を行った

り、さまざまな状況を想定し実施した。また、

「防災マニュアルの見直し」として、地域の防

災福祉コミュニティや学校防災アドバイザー
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の協力のもと、避難所の運営や外来者への対応

場面の見直しを図った。「実践的な教材の開発」

として、防災意識の低い子供たちが、実感をも

って防災教育に取組ために、体験を通した実践

的な学習が効果的であると考え、災害に即した

スキル習得を図る実技・実習的な教材を取り入

れるだけでなく。専門家に依頼してゲストティ

チャーの授業を仕組み、防災学習に対する興味

関心を高めるようにした。拠点校公開授業日

（塩屋防災デイ）で依頼したゲストティチャー

所属と題材（①須磨海浜水族園「魚たちの大震

災」・②NPO法人日本レスキュー犬協会「災害

救助犬とともに」・③追手門学院大学准教授「み

んなで考えようクロスロード」・④大阪ガス株

式会社「ライフラインのない暮らし」・⑤神戸

市すまいとまちの安心支援センター「安全に住

むための工夫を考えよう」⑥高羽小学校主幹教

諭（音楽）『歌「しあわせ運べるように」から

学ぶ震災』）そして、「地域との連携」として、

総合的な学習の時間のコンテンツとして「We 

Love SHIOYA」と題して、地域教材を開発した。

児童が地域に目を向け、地域の人々と関わりな

がら地域について学ぶ内容である。塩屋地域の

関係機関としては、（①救急車・消防車見学・

消防士の服体

験：垂水消防署、

②防災グッツ作

成：青少年育成協

議会塩屋支部、③

水消火器体験：塩

屋防災コミュニ

ティ、④簡易担架作成・使用体験：塩屋ふれあ

いまちづくり協議会・婦人会、⑤煙中歩行体

験：塩屋小学校PTA・垂水消防署、⑥放水体験：

塩屋消防団、⑦近隣保育園や幼稚園との保幼小

交流授業等） 

(4)Dブロック：山田小学校では、この地域は、六

甲山の北側にあり、津波の心配はないが地震や

大雨に伴う土砂災害や洪水などが心配される

地域でもある。しかし、これまで甚大な災害影

響が少ないため、防災意識を高める必要がある

地域である。そこで、山田小学校では、「心の

育ち」と地域連携を大切にした防災教育をテー

マに防災教育の推進を図った。そこで、今年度

から「防災月間」を設定し、各学年が複数時間

を使って防災学習を進めた。1年：震災って？

（どんな被害があるのかを知る）、2年：減災

を知る（避難の仕方や防災リュックなど）、3

年：ライフラインの大切さ（避難所の生活をも

とに）、4年：人々のつながり（防コミや助け

合いを例に）、5年：自然災害の被害（津波や

土砂災害などの二次被害について）、6年：復

興の歩み（神戸や東日本を例にして人々の願い

を）。防災月間の始まりとして、山田小学校・

山田幼稚園合同で、神戸新聞社（学校防災アド

バイザー）金居光由氏から、阪神・淡路大震災

の被害の様子や当時の新聞社の活動や思いな

どについて、映像や写真を見ながら話を聞い

た。その後各学年で防災学習を行った。また、

地域との連携については、防災福祉コミュニテ

ィ、北消防署、校区内にある８つの消防団、山

田小学校、山田幼稚園、PTAなどと協力して、

合同防災訓練（バケツリレー・水消火器訓練・

放水消火訓練等）を 1月に実施した。今年度は

西日本豪雨の影響

で総合防災訓練（高

齢者の救助運搬訓

練・ロープ結束訓

練・煙体験・地震体

験・炊き出し体験）

を 7 月第一土曜日に計画をしていたが中止と

なった。次年度からも継続して実施していくこ

とを確認した。 

 

【課題】 

・今年度推進校園内で、４つの地域に分けモデル

地域を形成し、推進校園の中核教員同士が互い

の実践を共有し、情報交換を行いながら各モデ

ル地域での実践を進めていった。しかし、各校

で、関わりたい関係機関や学校園が色々と異な

り、モデル地域の参加関係機関等については、

時期やブロックによって柔軟に運用していき、

それぞれで無理なく有意義な時間が過ごせるよ

う工夫していく必要がある。そして、推進校園

の実践を全市に広め、異校種や地域の関係機

関・諸団体と連携した防災訓練の推進を更に進

めていく必要がある。 
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Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 都道府県・指定都市の現状 

○人口：７２万人 

（うち児童・生徒数：５５３８１人） 

○学校数：幼稚園 ６０園（うち４園休園） 

    小学校８９校，中学校 ３８校  

高等学校 １校， 特別支援学校 ０校 

 

２ 都道府県・指定都市の安全上の課題 

本市は，岡山県南部に位置しており，干拓地が

多いため，地震発生時には津波の被害に加え，液

状化の被害も想定されている。南海トラフ巨大地

震の被害想定では，震度６強～５弱，津波は最大

３ｍ～４ｍ，洪水発生時は最大５ｍ以上となって

いる。地震災害の他にも，市内には大小含めて多

くの河川があり，平成３０年７月豪雨のような豪

雨によって河川の氾濫や浸水被害が想定される

他，山間部でも，土砂災害の危険性が指摘されて

いる。  

また，市内全域で車での移動が主となる家庭が

多く，交通事故のリスクも高い。 

学校が展開する安全教育では，子どもたちが自

らの命を自らが守るために，安全に関するさまざ

まな知識を多面的に学び，その知識を生かして主

体的に行動できる子どもを育成することが課題

である。 

 

３ モデル地域選定の理由 

岡山市ではすべての市立小中学校が学校安全に

ついて意識して取り組んだり，見直しを行なった

りすること，また，地域の実態や地理的特徴にあ

った取組を行うことが肝要と考え，数年のサイク

ルで全市立小中学校がモデル地域に含まれるよ

う設定している。モデル地域は中学校区(市内３８

学区)単位で設定し，今年度は７中学校区をモデル

地域指定した。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 危機管理担当者研修会 

   日時：平成３０年１１月５日 

会場：岡山市役所 

講師：関西外国語大学教授 新井 肇 氏 

内容：児童生徒の自殺予防に関する研修 

各学校の体制についての協議 

 

イ 危機管理担当者研修会及び成果発表会 

日時：平成３１年２月４日 

会場：岡山ふれあいセンター 

内容：本事業のモデル地域における実践発表 

カリキュラムマネジメントによる防災 

教育の普及等の充実 

 

  ウ 学校安全アドバイザー派遣事業 

    モデル地域である岡山市立学校１６校，２学

区に学校安全アドバイザーを派遣 

（竜操中・幡多小・竜之口小・財田小・福南中・

福島小・南輝小・光南台中・小串小・甲浦小・

福浜中・福浜小・平福小・芳田中・芳田小・芳

明小・操南中学校区・緑ヶ丘中学校区） 

 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

モデル地域の学校は，地域の実情を加味した事

前事後のアンケートを実施し，意識の変化や課題

等を挙げ，報告書を作成して市教委に報告した。 

 

(3) その他の取組について 

ア 交通安全を確保するための体制の構築と通

学路交通安全プログラムに基づく合同点検等

の実施 

通学路の安全確保に向けて，関係機関（国土

交通省岡山国道事務所，岡山県警察本部，岡山

市都市整備局，岡山市産業観光局，岡山市市民

生活局，岡山市小学校長会，岡山市中学校長会，

岡山市ＰＴＡ協議会）との連携体制を構築し，

学校安全総合支援事業 

岡山市 

 教育委員会名：岡山市教育委員会 

 住  所：岡山市北区大供一丁目１番１号 

 電  話：０８６－８０３－１５９２ 

別添 
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岡山市通学路交通安全プログラムに基づき，通

学路の危険箇所を合同点検した。そして，岡山

市通学路安全推進会議において，活動の評価や

課題を挙げた。この事業は，５年を１サイクル

として，ＰＤＣＡサイクルを繰り返しながら岡

山市立全学校の点検を実施している。 

 

イ 「セーフティサイクル・ステップアップ・ス

クール」の実施 

交通安全に対する規範意識 

の向上を図るため，岡山県警 

察が作成する教材を用い，月 

に１回程度，市内全校の児童 

生徒を対象に実施した。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・地域や学校の実態に応じた危機管理体制づくり

の促進や学校の安全管理体制の強化，児童生徒

の危機回避意識の向上を図る取組を実施してきた

結果，意識の高まりや危機管理マニュアルの改善

に成果があった。 

【課題】 

・本年度のみの取組とせず，いかに「継続可能な

取組」や「子どもや地域に根付く取組」にして

いくかについて７１．４％の学校が課題と挙げ

た。 

 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

○【竜操中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

市街地にある地域のため，登下校時に危険な箇所が

みられ，児童生徒の交通マナーの向上が課題である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 定期的な学区担当者会の実施 

拠点校が中心となり各校の取組について検

討会を行い，改善を図った。 

（平成３０年１２月２６日，平成３１年２月１日） 

(2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  モデル地域内の全ての学校の児童生徒と教職 

員を対象にアンケートを実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・中核教員が中心となり研修を進めることで，教

職員の安全教育に関する資質能力の向上が見ら

れた。また，効果的な教材を利用し安全教育が

展開できたことから，意識向上やスキルの向上

につながったといえる。 

【課題】 

・子どもたちに問題意識が高くないというアンケ

ート結果をふまえて，学校だけでなく家庭や地

域の方から子どもたちへの働きかけを強化して

いくことが課題として見えた。 

 

○【操南中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

南海トラフ地震時の津波被害で浸水の危険が指摘

されている地域であるため，学区の小中学校が連携

をとりあった避難が必要である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 操南学区幼小中全職員対象の研修 

    日時：平成３０年１２月２６日 

会場：岡山市立操明小学校 

講師：岡山理科大学客員教授  

西村 敬一 氏 

内容：災害時の危機管理について 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  モデル地域内の全ての学校の教職員を対象に

アンケートを実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・中核教員が中心となり研修を行い，教職員の意

識は２５％以上の上昇が見られた。また，研修

で学んだ内容を活用した授業の実施ができた。 

【課題】 

・現在では想定していない影響も考えられ，危機

○モデル地域名：竜操中学校区（領域：交通安全） 

小学校 ３校（竜之口小，幡多小，財田小） 

中学校 １校（竜操中） 

○モデル地域名：操南中学校区（領域：災害安全） 

小学校 ３校（操南小，操明小，旭操小） 

中学校 １校（操南中） 
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管理マニュアルの見直しを行うことが課題とな

った。 

 

○【福南中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

地盤が弱く南海トラフ地震時の津波被害や建物倒

壊の危険が指摘されている地域であるため，地域全

体で連携し避難が必要である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 定期的な学区担当者会の実施 

拠点校が中心となり各校の取組について検

討会を行ったり，地域の代表者も参加して連携

の強化を図っている。 

（平成３０年１１月２日，平成３１年１月２５日） 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  モデル地域内の全ての学校の教職員を対象に

アンケートを実施した。 

(3) その他の取組について 

ア フェスティバル福南の実施 

    拠点校が事務局を担い，小学校が公民館等   

   と連携してブースの企画を立てた。また，防 

   災グッズや非常食の展示や防災グッズの手作り

体験ブースを作り，子どもが説明をするなど地

域で理解を高めた。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・教職員が地域の方と話す機会が増加し，地域と

連携した避難体制の構築ができた。 

・児童生徒に対して家庭での話し合いを促した教

職員が増加し，体制構築の下地ができた。 

【課題】 

・防災意識の向上やいろいろな場面を想定した安

全確保や臨機応変な避難の在り方を考え，具現

化することが課題である。 

 

○【光南台中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

沿岸部にあり地震時の津波被害を受けやすいと

指摘がされている地域であることと，少子高齢化が

進んだ地域であるため，学校園が連携をとりながら

避難することが必要である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 定期的な学区担当者会の実施 

拠点校が中心となり各校の取組について共

有したり，今後の課題を見出した。 

（平成３０年１２月９日，平成３１年２月８日） 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  生徒対象の講演を実施した光南台中学校では

生徒へのアンケートにより意識の変容を調べた。

また，教職員・地域対象の研修をした小学校で

は教職員へのアンケートを実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・研修や教科の学習を通して地域との連携ができ

た学校の割合が増加した。 

【課題】 

・地域一体となる地震・津波時の避難体制の構築

について，モデル地域内のすべての学校が体制

構築には至らず，拠点校の取組を地域全体に広

げることが課題である。 

 

○【福浜中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

干拓地であり地盤が弱く，地震時に大きな被害が

想定されている地域であるため，地域全体での助け

合いによる避難が必要である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 学区担当者会の実施 

拠点校が中心となり，各校の取組について中

○モデル地域名：福南中学校区（領域：災害安全） 

小学校 ２校（福島小，南輝小） 

中学校 １校（福南中） 

○モデル地域名：光南台中学校区（領域：災害安全） 

小学校 ２校（小串小，甲浦小） 

中学校 １校（光南台中） 

○モデル地域名：福浜中学校区（領域：災害安全） 

小学校 ２校（福浜小，平福小） 

中学校 １校（福浜中） 
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核教員や地域の代表者と共有を行い，協議や意

見交換を行った。 

（平成３０年１１月３０日，平成３１年２月２５日） 

   (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  モデル地域内の全ての学校でアンケートによ

る意識の変容の調査を実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・アドバイザーの意見を参考に危機管理マニュア

ルを見直したことで，教職員の共通理解につな

がると同時に，避難訓練等で児童生徒への指導

方法改善にもつなげることができた。 

【課題】 

・危機管理マニュアルの見直しにともなう，避難

訓練の見直しが課題である。 

 

○【芳田中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

大規模地震時に浸水の被害が想定されている地

域である。また，豪雨等での笹ヶ瀬川の氾濫の危険

も想定される地域である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 定期的な小中防災会議の実施 

拠点校が中心となり各校の防災に関する取

組について共有したり，学区での統一した取組

の企画をしたりした。 

（平成３０年１０月１２日，平成３０年１０月２３日 

 平成３０年１１月２７日） 

イ 中核教員の研修会参加 

 各学校が実施したアドバイザーによる研 

修にモデル地域の中核教員が全員参加し， 

自校に内容を伝えた。 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  モデル地域内の全ての学校で教職員対象のア

ンケートを実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・災害に強い学校メールへの切り替えについて，

モデル地域の学校で一緒

に検討を始めた。 

・地域合同避難訓練に助言

をもらい，避難方法を改

善できた。 

【課題】 

・車椅子を使用している方への避難補助等の想定

ができておらず，改めて計画の整備が課題とな

った。 

 

○【緑ヶ丘中学校区】 

１ モデル地域の現状 

２ モデル地域の安全上の課題 

山頂にあり，地震発生時に土砂災害や建築物の倒

壊の危険が指摘されている。また，近隣で小中学生

と職員が寮生活をしており，地域一体での迅速な避

難が必要である。 

３ 取組の概要 

 (1) 学校安全の中核となる教員の資質能力の向上

に係る取組について 

ア 地域の成徳学校と共同した防災取組 

拠点校が中心となり，学校はもちろん地域の

自立支援施設と合同の研修や避難計画を作成し

た。 

 (2) 学校安全の取組を評価・検証するための方法

について 

  モデル地域内の全ての学校で教職員対象のア

ンケートを実施した。 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・ハザードマップで危険区域になっていない本校

敷地周辺部分の崩落の可能性を知り，防災意識

が薄かった教職員や施設職員の意識が高まっ

た。 

【課題】 

・本事業の取組が継続性を持てるように，教職員

間で成果や課題の共有が課題である。 

 

 

○モデル地域名：芳田中学校区（領域：災害安全） 

小学校 ２校（芳田小，芳明小） 

中学校 １校（芳田中） 

○モデル地域名：緑ヶ丘中学校区（領域：災害安全） 

小学校 １校（平井小学校分室） 

中学校 １校（緑ヶ丘中） 
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